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序章 
１．研究の背景と目的 
本論文は，日本の専門学校 1）の中途退学危険因子とアメリカ・日本の学業定着施策の実
践を考察することを通して，専門学校の学業定着施策のあり方を考えようとするものであ
る．現在，専門学校は，大学に次いで多くの学生が進学し，中核的専門人材養成と就労セ
ーフティネットが期待されている．ところが，近年，中途退学率の高さが指摘されている
のである．さらに，その対策が明らかになっていない．このことが本論文執筆の動機の中
心であり，それを明らかにする研究の必要性は大きいと考える． 
専門学校は，1976（昭和 51）年に誕生した．これは，学校教育法第 1 条に掲げるもの 2）
以外の教育施設で，職業若しくは実際生活に必要な能力を育成し，又は教養の向上を図る
ことを目的として組織的な教育を行うものとして同 124 条に規定されている．その設置以
来 40 年が経過した．この間，専門学校は，学校教育法第 1 条外の傍系ルートでありながら，
現在では，高校生の進学先として，2016（平成 27）年には，短期大学（5.2％）を抜き，4
年制大学（48.8％）の次に多く（16.7％）なっている． 
専門学校が設立されたのは，その設立当時の政府の高等教育政策が，大学の量的拡大放
任政策から，大学の質的整備，量的拡大を抑制する政策へ転換したことが背景にある．量
的抑制政策に転換したとき，増大しつつある大学進学希望者を吸収するために，それを代
替する受け皿として専門学校が必要であったという側面がある（韓 1996:77-8）．  
しかし，その役割には，ここ 10 年来，設立当初の目的に追加して変化が見られる．それ
は，政策に取り上げられている中核的専門人材養成と若年者の就労セーフティネットであ
る． その理由は，就労の不安定化等の若年者を取り巻く環境の変化が起因していることに
他ならない．以下にこの 2 つについて説明することにしよう． 
まず，中核的専門人材養成は，2011（平成 23）年，中央教育審議会「今後の学校におけ
るキャリア教育・職業教育の在り方について」答申において，成長分野等で求められる専
門人材養成の重要性が指摘されたことから始まる．これを受けて同年，文部科学省は，実
践的な職業教育を行う専門学校において，我が国の経済社会の中核を担う専門人材養成を
戦略的に推進するための事業を開始した．さらに，その 2 年後の 2013（平成 25）年，より
実践的かつ専門的な能力を育成することを目的として，専門学校における職業実践専門課
程の認定に関する規程が公布・施行され， 2015（平成 27）年現在，全体の 24%にあたる
673 校，2042 学科が認定されている． 
次に，若年者就労セーフティネットについては，同年，同省において専門学校生への効
果的な経済的支援の在り方に関する実証研究事業がスタートした．それは，意欲と能力の
ある専門学校生が経済的理由により修学を断念することがないよう，教育機会を確保する
ための取組や，公費投入についての効果的な修学支援を検証するためである． 
さらに，厚生労働省は，2014（平成 26）年に若年者の中長期的なキャリアアップを支援
するため，教育訓練給付金制度に専門実践教育訓練給付金を追加し，その訓練講座として， 
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厚生労働省指定養成施設や職業実践専門課程の認可を受けている専門学校を指定した 3）．  
しかし一方では，先行研究において専門学校の中途退学率の高さが指摘されているので
ある．その指摘内容は，私立専門学校全分野では，毎年 7％程度の学生が中途退学しており，
修業年限が 2 年であれば 14％，3 年であれば 21％の学生が中途退学しているということで
ある．このことは，私立 4 年制大学の 12.4％の中途退学率と比較すると，かなり高いとい
うことになるというものである (専修 2014：52.). 
確かに中途退学率が高いということは，出口の品質保証の面から見れば問題にあたらな
いという考え方もできる．しかし，筆者が観察した限りでは，専門学校の学びから社会に
接続する入り口をつかもうとしている若者の中から，志半ばで退学する学生が多いと思わ
れ，施策を講じることによって教育改善できると考える．  
さらに詳細に専門学校における中途退学の実態を再点検し，その実態に対応する学業定
着施策を明らかにすることは，今後の専門学校生の中途退学を予防する上できわめて重要
な課題である．なぜなら中途退学の分類を整理して，その分類に基づいてどう対策を講じ
ていくのかについては未だ充分論じられていないからである．また，学業定着施策を明ら
かにすることは，中核的専門人材養成や若年者就労セーフティネットに資することができ
るものと考える．  
さて，本論文は，専門学校の中途退学に関する政策課題について論じていくために 3 つ
の内容について重視する．まず，第 1 に今まであまり明らかにされてこなかった専門学校
の中途退学の危険因子の特性について，第 2 にその対策を行っている学校および外部専門
機関の運営の実際について，第 3 に今後の専門学校生のための学業定着施策についてであ
る． 以下この 3 つについて説明する． 
第 1 に，対策の解明に向けて，中途退学理由という分類を用いて，できるだけ具体的な
行動レベル 4）に細分類し，専門学校生の中途退学理由の特徴の提示をおこなう．このこと
で専門学校における中途退学理由の分類が整理されると考える．しかし，その分類が明ら
かになったとしてもその対策は明らかになっていない．そのため第 2 に，対策を明らかに
するために日本国内では，先駆的に独自な方法で中途退学予防に成果をあげている事例の
実施者にインタビュー調査し，構成可能な彼らの認識の論理を抽出する．さらに，海外に
おける代表的な先駆的事例調査として，アメリカの事例を取り上げることにする．その理
由は，アメリカは，西欧諸国と比較して中等教育，中等後教育および高等教育の大衆化が
早い時期から進行した点で戦後日本のそれと類似点を持っているからである（横尾 2013:6）．
また，その大衆化が早い時期から進行したために，いち早く国策レベルで中途退学防止施
策を講じているからである．その代表的なものとして，初等中等教育機関を対象とした No 
Child Left Behind ACT of 2001（どの子も置き去りにしない法）の実施や，高等教育では
America’s College Promise という政策構想があり，この構想では，コミュニティカレッジ
を市民との重要なアクセスポイントとし，労働市場で需要が大きい学位・資格 5）につなが
る卒業率の高い職業教育機関に改革してきている．コミュニティカレッジは，市民の職業
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教育において重要な機能を持っており，日本の専門学校と類似している． 
これらのことは中途退学予防についてアメリカは日本のそれより先を歩んでいることを
示し，今回の調査先として選択した．  
最後に，第 3 として，1，2 を通して，日本の専門学校がどのように学生の学業定着を進
めていくべきかの施策を提示する． 
専門学校においては，中途退学理由の分類を整理して，その分類に基づいてどう対策を
講じていくのかについて充分論じられていないため，以上 3 つの内容について明らかにす
ることができれば，本研究は専門学校教育システム論の確立に資する学術的意義が期待で
きる． 
さらに中途退学防止施策では，中核的専門人材養成が期待される専門学校教育システム
に，若年者就労セーフティネットとして適用できる教育方法論の特色を明確に提示するこ
とで，教育学および公共政策学への学術的貢献と専門学校教育施策への実践的な寄与が期
待できると考える．その理由については，詳しく第１章第 2 節の最後で述べることにする． 
  
２．本論文の構成 
本論文の各章の構成と内容の要旨は，以下の通りである． 
第１章「先行研究の整理と課題設定」では，専門学校の中途退学理由の先行研究，高等
学校および大学に関する先行研究を概観し，そこから見える研究課題を明確にする． 
第２章「日本における専門学校の動向と中途退学危険因子の解明」では，まず専門学校
について各種資料を用いながら国の政策動向，特に近年の状況について概観する．そして，
3 年間にわたり専門学校調査（18 校，6 専門分野）を実施し，中途退学危険因子の分析・検
討を行いながら専門学校中途退学者を取り巻く状況について明確にする． 
第３章「日本の主な専門学校における学業定着施策」では，先駆的事例として X 校，Y
校，Z 校の 3 つの専門学校をとりあげ，これらと協働する（1）市町村における恵庭市教育
委員会，（2）特定非営利活動法人におけるキズキ共育塾，（3）会社法人における㈱スタデ
ィ・レボリューションのそれぞれが，どのようなミッションで専門学校とともに活動し，
今後どのような活動を目指しながら展開しているのか，また連携する専門学校の中途退学
予防に資するカリキュラムを提示しながら明らかにしていく． 
第４章「アメリカにおける中途退学危険因子とその対策についての動向」では，中途退
学の危険因子研究とそれに対応する施策を概観する．まず，（1）アメリカの全米中途退学
予防センターネットワークによるハイスクールにおける中途退学危険因子の 25 年調査
（1980～2005）と模範的な支援施策について概観する．次に，（2）ACT2010 によるアメリ
カのコミュニティカレッジ，大学における中途退学危険因子調査と模範的な支援施策であ
るファーストイヤー・セミナーについて先行研究を通じて概観する． 
第５章「アメリカの主な中途退学危険因子に対応する施策」では，はじめに高等学校の
先行事例として，先駆的な対応施策であるミネソタ大学地域統合研究所の Check&Connect
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が，どのようなミッションで活動し，今後どのような活動を目指しながら展開しているの
かを実施校であるルーズベルト高校，チェスカ高校，ガーフィールド高校（以上ミネソタ）
およびクレアマウント高校（サンディエゴ）の訪問調査から明らかにしていく．さらに，
Advancement Via Individual Determination（以下 AVID）についても，展開と効果について明
らかにしていく． 
次にコミュニティカレッジ，大学の対応施策として，ワシントン州のハイラインコミュ
ニティカレッジ，ベルビューカレッジ，グリーンリバーカレッジおよびワシントン大学が
どのようなミッションで活動し，今後どのような活動を目指しながら展開しているのかを
訪問調査を通じて明らかにしていく． 
終章「専門学校における中途退学危険領域学生への学業定着施策への課題」では，各章
で導き出された結論および考察をおこなう．それを踏まえて，専門学校における中途退学
者予防施策の課題を提示する． 
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第１章 先行研究の整理と課題設定 
第 1 節 専門学校の中途退学危険因子と学業定着施策に関する先行研究の整理 
1. 専門学校中途退学研究の不足 
ここでは，専門学校における中途退学に関する先行研究について検討する．まず，指摘
しておきたいのは，専門学校の中途退学について扱うものが少ないということである．そ
れでも先行研究としてあげられるものが，2 つあるので分析する． 
まずひとつには，2014（平成 26）年に専修学校における生徒・学生支援等に対する基礎
調査委員会（以下 専修（2014））によって報告された専修学校における生徒・学生支援等
に対する基礎調査が，マクロデータを活用して専門学校の中途退学にいたる諸要素の分析
を扱った唯一国内の本格的な調査研究としてあげられる． 
この研究があげる専門学校生中途退学理由の 1 位は学業不振であり，次いで進路変更（そ
の他），進路変更（就職），学校生活不適応の順となっている（表 1-1）．  
 
             表 1-1 専門学校生の中途退学調査           N=23,000 
 
出所：専修学校における生徒・学生支援等に対する基礎調査委員会「専修学校における生徒・学生支援等に対する基礎
調査」調 査 研 究 報 告 書，2014 年，p. 12-13 より引用 
 
理由の 1 位となった学業不振において，専門学校教育の特性を考えれば，学業不振の原
因としては，職業知識の修得不全や職業技術の修得不全等が考えられるが，この研究では
そこまでの分析がなされていない．この程度では，分類が 9 分類と少なく，中途退学者の
実態をとらえるための分類には不足があり，したがって，その対策立案に踏み込むことが
できないと考える．さらにできるだけ行動レベルまですすめて調査する必要があると考え
る． 
そもそもこの研究は，専修学校における生徒・学生支援等に対する基礎調査として総合
的に実施されたものであるが，主として経済的問題を扱ったものであるので中途退学の具
体的な現象の把握には限界があるといえる． 
もうひとつの専門学校の中途退学の原因について言及した吉本（2003）は，専門学校の
中途退学率が高い理由を，「8 割強という卒業率，2 割弱の中途退学率は，一方で入学者の
資質や必修システムによる再履修・留年が困難であるという問題と，他方で出口での教育
成果についての質のコントロールがきちんとなされているという両義的な側面がある．た
とえば，『しつけ』を含めた学習指導を徹底させ，卒業時の企業社会に対する質を保証して
就職に結びつけようとする場合，18 才から 20 才くらいの若者の価値観やその背後の若者文
化と葛藤を起こすこともあるのだろう．反面では，専門学校教育の質が適切に確保されて
いないことによる中途退学もあるのだろう．」と指摘している．確かに，筆者も入学者の資
退学理由 学業不振
進路変更（就
職）
学校生活不
適応
進路変更(転
学・進学)
進路変更（そ
の他）
病気・けが・
死亡
経済的理由 海外留学 その他
割合 19.1% 14.9% 12.8% 6.1% 15.7% 11.7% 11.0% 8.7% 8.7%
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質や必修システムによる再履修・留年が困難であるという問題と，他方で出口での教育成
果についての質のコントロールがきちんとなされているという両義的な側面について耳に
することはある．しかし，現場での筆者の直感としては，向かない人だけが適切にふるい
落とされているとはいいがたい．このことは，データに基づかない限りはっきりとしたこ
とはいえない． 
 そもそもこの研究は，専門学校教育の発展について総合的に考察されたものであり，中
途退学の具体的な現象の把握には限界があるといえる． 
以上，検討してきたように，先行研究については，データの分類としては不充分である
ものと，仮説段階のものである． 
しかし，専修（2014）によって中途退学理由の第 1 位に示された学業不振については，
筆者も重要視しているところである．そのため本研究では，学業不振に特に注目しながら
研究を進めていくことにする．  
 
2．その他の教育機関の中途退学先行研究の概観 
 ここでは，専門学校以外の教育機関における中途退学先行研究を概観する．日本の専門
学校は，中等後教育機関 6）であるが，高等学校卒業後の進学先として並ぶものとして高等
教育機関の大学がある．他方で専門学校は，クラス担任制を布いているところや，未だ単
位制より時間制の学校が多いところなど，高等学校の教育システムと似通っている部分が
ある．そのため，専門学校に隣接する教育機関として，大学と高等学校について，おもな
中途退学理由を調査した研究と，その対策についての先行研究についても検討することに
する．  
まず，中途退学理由の調査研究において，大学の主なものとして，日本中退予防研究所
の調査（表 1-2）および茨城大学保健管理センター（表 1-3）の 2 つがある． 
中途退学理由としては，多い順から「学習意欲喪失」，「人間関係」，「関心の移行」，「不
本意入学」（日本中退予防研究所 2010：17-20）や，「進路再考」，「単位不足・意欲減退」，
「他大学再受験・編入」（内田 2007:15）等を指摘している．表 1-1 の専門学校調査で中途
退学理由として最も多くあげられた学業不振は，表 1-2 では 6 番目で 11.9%あり，表 1-3
では，単位不足を同義であると考えると 2 番目で 20.7%である． 
続けて，高等学校についての研究には，若者の意識に関する調査「高等学校中途退学者
の意識に関する調査」（内閣府 2011）がある（表 1-4）．ここで，学業不振は，第 3 位で 48.6%
である．  
しかし，これだけの比較では専門学校の中途退学の理由は，単純に大学や高等学校と同
様の理由だと確定し，対策を講じるのは尚早である．なぜなら，専門学校の役割は，周知
の通り職業教育という認識が設立以来強くなっており．そのため目指す職業が明確である
という特徴を持ち，カリキュラムについてもそれを前提として，ほぼ必修科目で構成され
ているからである．この点は，学術教育，教養教育である大学と役割を異にしているとい
7 
 
えるし，普通教育が大多数を占める高等学校とも役割を異にしているといえる． よって，
対策にも特徴がある可能性がある．そのため，この調査のみでは，分類が少なく，中途退
学者の実態をとらえるには不足があり，その対策立案のためには再調査が必要であると考
える．それに比べて，アメリカのハイスクールは中途退学理由の分類論がすすんでいるの
で第４章で分析することにする． 
 
        表 1-2 日本中退予防研究所の大学中途退学理由の内訳        N=101 
 
出所：日本中退予防研究所,2010，「中退白書 2010 高等教育機関からの中退」NEWVERY：17 より引用． 
 
   表 1-3 茨城大学保健管理センターの国立大学中途退学理由の内訳 N=218,082（47 国立大学） 
 
出所：内田千代子，2007，「大学における休・退学，留年学生に関する調査 第 28 報」全国メンタルヘルス研究会報告
書:15 より引用． 
 
表 1-4 内閣府：若者の意識に関する調査（高等学校中途退学者の意識に関する調査） 
 
出所：内閣府：若者の意識に関する調査（高等学校中途退学者の意識に関する調査）報告書,2011 より引用． 
 
3．中途退学予防策について 
次に中途退学予防策として，大学のものは，大学経営の観点から論じた 2 つの先行研究
がある． 
ひとつは，消極的中途退学は事前に予防できるとし，組織風土の醸成から大学教育改革
のための事業計画づくりの重要性を指摘している（日本中退予防研究所 2010：17）．もう
ひとつは，同様の観点から船戸(2008)は，組織変革，IR およびエンロールマネジメントの
重要性を強調し，理事会が中心になり全学的に取り組む体制と PDCA サイクルでのシステ
ムの構築の必要性をあげている． 
しかし，この 2 つの研究目的は，今まで経営的な観点で運営してこなかった多くの大学
に対して，企業体の基本に立ち返る必要性について警笛を鳴らすものだと考える．そのた
め本論文の学業定着という課題意識にはほとんど触れられていない． 
 他に大学のものでは，大学の退学防止のあり方の一般化を試みるため，今までの退学防
止に関する心理学的研究から得られた知見を基に，新入生のニーズに則した学生相談的ア
退学理由 学習意欲喪失 人間関係 関心の移行 不本意入学 学業不振
精神・身体疾
患
経済的理由 妊娠
割合 65.3% 40.6% 34.7% 15.8% 11.9% 6.9% 6.9% 2.0%
退学理由 進路再考
単位不足・意
欲減退
経済的理由 他大学受験 家族 身体疾患 精神疾患
その他・不詳
等
割合 31.0% 20.7% 7.9% 14.7% 1.7% 2.0% 3.8% 18.2%
退学理由 欠席・欠時の増加 校則・校風の不適応 勉強の修得不全 人間関係不全
割合 54.9% 52.0% 48.6% 46.3%
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プローチとしての支援のあり方について検討したものがある（窪田 2009:9-18）． 
 高校のものでは，高校の中途退学に関する研究の動向と今後の課題を扱ったものがある
（杉山 2011:1-36）． 
 杉山（2011）は，今までの高等学校中途退学問題への対応に関する実践報告は問題に対応
していくための原理を打ち立てる方法論ではない．原理の追求に向け，科学的な方法論に
根拠をおいた実証的研究を行っていくことが求められる（杉山 2011:7）． 
 また，高等学校教育現場の実践活動と有効に連携できる研究であることが望まれる．現
状の記述やデータの解釈にとどまるのではなく，どのような実践が可能であるかを考究し
ていく必要性があると指摘している（杉山 2011:29）. 
 以上，大学と高校の中途退学対策先行研究について検討してきたが，一般化を試みてい
る段階で全体的には仮説的な提言段階のものであった．そのため本研究に活用できる段階
にはないと考える． 
 
第 2 節 専門学校における中途退学危険因子と学業定着施策の研究課題 
 第 1 節の内容から専門学校における中途退学危険因子と学業定着施策について以下の研
究課題があることが明らかになったといえる． 
まず，専門学校における中途退学危険因子の研究は不充分だということである．またそ
れを予防する学業定着施策研究がされていない． 
次に，具体的な解決策，組織作りおよび運営方法についての研究が不足しており，実際，
誰がその役割を担うのか，どのような施策が効果的なのかについての研究はほとんどされ
ていない．隣接学校種である大学，高校においても，学校独自に予防施策を実施し始めて
いるが，未だ発展途上で，まだその方法がそのまま専門学校に適応できるかは不明である． 
したがって，本論文では下記の 3 つの内容から先行研究がほとんどない専門学校におけ
る学業定着施策について明らかにしていく． 
①専門学校の中途退学者の実態の解明 
 専門学校の中途退学者の危険因子は何か．できるだけ行動レベルでの危険因子の把握を 
おこなう． 
②学業定着施策の実態の解明 
現在，学業定着のための施策は具体的にどうなっているのか，読み書きとコミュニケー
ションが苦手と揶揄されるが実際どうなのかについて国内や海外の標準化できる先駆的事
例を調査していく． 
③中途退学危険領域にいる学生および家族と学校をつなぐ施策の解明 
従来通り，中途退学危険領域にいる学生指導は，家庭とクラス担任等の連携だけで十分
なのかどうか，ガバメントからガバナンスへと向かう学校は地域との連携・協働の必要性
が指摘されているが，外部の機関等が必要なのかどうか．必要とすれば誰が担っていくの
か，効果的な組織とその方法は何かについて国内や海外の標準化できる先駆的事例を調査
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していく．  
もし，この②③の施策が解明できれば，第２章第 1 節 4 に後述する若年者の雇用問題に
対する積極的労働市場政策につながる可能性が高くなる．専門学校が，中途退学の少ない
若年者のセーフティネットとして機能できれば，専門学校教育の向上だけでなく労働政策
の向上につながる．青年社会学者の宮本みち子（2012）7）は，若年者の積極的労働市場政策
について強く主張しているところである（第２章第 1 節 4）．よって本論文は若年者の労働
政策の観点にも注目しながら研究をすすめていくことにする． 
以上が専門学校における中途退学危険因子と学業定着施策の研究課題である． 
 では，上記の研究課題を受けて，学術的貢献と専門学校教育施策への実践的寄与への期
待について具体的にまとめることにしよう． 
まず，本論文の学術的貢献として，一つ目は，教育学への貢献として今までほとんど明
らかにされてこなかった専門学校の中途退学者の実態を解明することが期待できることで
ある． 
次に二つ目は，公共政策学への貢献として，若年者の積極的労働市場政策の一部を専門
学校が担うための施策論の特色を明確に提示することが期待できることである． 
上記の一つ目の教育学へ貢献した先行研究として，専修（2014）や，吉本圭一（2003）
の 2 つを第１章第 1 節で取り上げた．この 2 つは専門学校の総合的な調査でありながら，
専門学校中途退学の分析や仮説を扱っている．しかし中途退学の具体的現象の把握までに
は至っていない．そこで本論文は，そこからさらに研究を進めて，専門学校の中途退学危
険因子の実態を解明し，その対策を明らかにするものである． 
 また，上記の二つ目の公共政策学への貢献として，前述の宮本（2012）の主張を受け，
その政策の機関のひとつとして専門学校が適応できる施策論の特色を提示すものである．
これは同時に専門学校教育施策への実践的な寄与が期待できると考えている． 
 
第 3 節 本研究の対象 
1. 分野分類による専門学校中途退学危険因子調査 
本研究のために，専門学校を 3 分類することを試みた．1．就職型［工業，商業実務，医
療，教育・福祉，スポーツ，衛生，農業・バイオスフェア（動物等）分野］，2．デビュー
型［パフォーマンス（俳優，ミュージシャン，ダンサー，漫才師等）分野］3．就職・デビ
ュー折衷型［コミュニケーションアーツ（アニメ，ゲーム，デザイン）分野］の 3 つであ
る．今回の中途退学者調査は，1 の就職型の分野に限定して調査することにした．その理由
は，この分野が最も中核的専門人材養成機関として適用でき，併せて就労セーフティネッ
トの一つとして機能できる教育方法論の特色を提示することができる分野であると考えた
からである．というのは，専門学校と一口に言っても 2 のデビュー型は，プロダクション
登録というシステムもあり，1 のように卒業後すぐに正社員または契約社員として，ほぼ全
員が就職することは困難であり，3 の就職・デビュー折衷型は，デビュー型より雇用契約は
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多いものの，独り立ち前の見習い的な雇用も含まれることから，すべて 1 のようには至ら
ないと考えての選択である． 
 
2. アメリカのハイスクールの学業定着施策 
次に，アメリカのハイスクールの学業定着施策である．アメリカの行政資料の検索や関
係者から資料を集め，なおかつ，その国内で効果的な実践結果をあげている教育事業体を
抽出し，本研究の目的を理解してもらい，その事例を取り上げた．事業体としては，以下
の 2 事例である．こうした方法をとる根拠と彼らの概要について明らかにしよう． 
ひとつは，連邦政府所管である全米中途退学予防センターから抽出された良質なプログ
ラムであり，その規模はアメリカ 6 州（ミネソタ，アイオワ，ミズーリ，ワシントン，ネ
ブラスカ，ジョージア）とニュージーランドで展開するほど大きく，中途退学者における
包括的な支援方法の先駆的な情報が得られる Check＆Connect である．もうひとつの事例も，
同様に対応できる良質なプログラムであり，その規模は，アメリカ 45 州およびアメリカ統
治領，16 ヶ国にて展開，約 70 万人の生徒・学生を担当するにおよび，特にファミリーサポ
ートまで含めた学業支援方法の先駆的な情報が得られる Advancement Via Individual 
Determination である．なお，AVID は，Nonprofit Organization として組織されている．2 事
例ともにキーワードは包括的支援である． 
 
3. アメリカコミュニティカレッジおよび大学の学業定着施策 
アメリカのコミュニティカレッジおよび大学の学業定着施策については，ワシントン州
の事例を選定する．ワシントン州のコミュニティカレッジおよび大学事例は，「アセットベ
ース（身の上ベース）」，「チューター・メンターシステム」に力を入れて新入生を包括的に
支える学業定着施策を広く展開しており，支援方法の先駆的な情報が得られることである 8）．
ハイスクール事例同様にキーワードは包括的支援である． 
 
4. 日本の専門学校の学業定着施策 
日本国内において民間レベルで専門学校との連携を先行している事例について質的調査
が必要だと考え，以下の 3 つを選定した． 
まず，北海道恵庭市教育委員会の事例は，市内の総合専門学校にて学生個々の質問力を
引き出すことを大切にしながら，個別に国語，数学の学習支援を行っている先駆的事例で
ある．中学校の校長 OB・OG でチームを作り，学区内で放課後補習講座や土曜講座を積極
的に開設し，こどもの家庭の経済格差から生まれる経験格差や学力格差に関する問題解決
を実践している． 
次に，キズキ共育塾の事例は，近年，専門学校において学力に課題を抱える若者たちに
学業定着支援を行い，現在，複数の学校法人にて，直接支援またはコンサルタントを行っ
ている先駆的な事例である．キズキ共育塾は不登校や引きこもり等の経験から集団になじ
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むことを不得意とする若者を対象に個別進学支援をおこなう塾からはじめた NPO である．
その活動はカウンセリングを丁寧に用いながらおこなうことが特徴的である．  
最後に，スタディレボリューションの事例は，複数の専門学校で学習技術をトレーニン
グする講座を開き，成果をあげている先駆的な事例である．スタディレボリューションは
読み書きの学習技術を脳科学からのアプローチで支援する学習塾である．代表者は前職の
小学校特別支援員の経験から，小学校での学習技術講座を展開し拡大しつつある． 
3 事例ともにキーワードは，学習技術の支援である． 
 以上の理由から聞き取り調査を依頼することにした． 
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第２章 日本における専門学校の動向と中途退学危険因子の解明 
若年者を取り巻く環境の変化を起点として専門学校に対する位置づけが大きく転換をし
た．よって専門学校はその位置づけに対応できるための工夫をしなければならない．その
一方で，専門学校は中途退学が多いことを指摘されているという現状がある．われわれは
これをどう考えるべきだろうか．その現状を確認することにしよう． 
文部科学省が，専門学校に対して大学の量的膨張の受け皿に加えて，中核的専門人材養
成と若年者就労セーフティネット機能を期待するようになったのは，日本が 1990 年代の後
半以降，徐々に若年者の雇用をめぐる状況が悪化したため，現在の若年者の社会と職業へ
の移行が円滑に行われるよう，また失業後あるいは高校，大学の中途退学後の進路変更に
よる再チャレンジのための就労準備機関として期待しているからだと考えられる． 
そのため，文部科学省においても，社会的にも，専門学校の位置づけが大きく転換した
といえよう．そこで専門学校は，その位置づけに対策できるための工夫をしなければなら
なくなったのである． 
しかし，その一方で，あらたな位置づけを期待するとしても専門学校は中途退学が多い
ことが指摘されているという現状がある（序章に記載）． 
専門学校に中途退学が多いことは，中核的専門人材を養成する機能だけを担うのであれ
ば問題にはあたらないという考え方もできるかもしれない．しかし，若年者の就労セーフ
ティネット機能を担う上では問題となるというのが筆者の主張である．というのは，もし，
失業者や一度入学した大学，短大にミスマッチを起こした中途退学者が，将来への就労に
向けて再チャレンジを決意し専門学校に入学してきたとしたら，その本人たちは専門学校
を再チャレンジの砦のように思うだろう．筆者は若者の一部がその砦を超えることができ
なかったことを危惧するのである．なぜならば，筆者が専門学校の中途退学に関する現状
を観察した限りでは，志半ばで不本意な中途退学をする学生が未だ多くいると思われるし，
策を講じることで現状から教育改善できると考えられるからである． 
さて，ここで若者の中途退学を取り巻く日本の現状についてひとつの先行研究をとりあ
げよう． 
日本の若者が社会でつまずくと引きこもる理由として，家族社会学者の山田昌弘（2010）
によれば、日本はやり直しができない社会であるという．続けて，その原因は，25 歳以下
の新卒一括採用の入職システムにあり，ここで中途退学すると制度的にも，周囲の目とし
ても，本人の意識としても，中途退学をしたら，その人は「もうやり直せない」と認識さ
れてしまう．これが日本社会の最大の問題であるという． 
また，だから日本はアメリカなどに比べて中途退学率が低いにもかかわらず，中途退学
が問題になる．アメリカ社会では中途退学は問題にはならないと指摘する． 
この指摘は，日本の労働市場において現在の新卒一括採用に関する議論のきっかけのひ
とつになっている．この新卒一括採用は企業（特に中小企業）と学生双方に負担があると
して，現在見直しの議論が沸き起こっているが，長く続いたこのシステムには企業側のロ
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ーコストで済むという側面もある．とすれば，当面続く可能性もあり，現状においてはな
おさら中途退学予防という観点から専門学校の若年者就労セーフティネット機能を強化す
る必要があるのではないだろうか． 
そこで本章では，まず第 1 節に専門学校に対する位置づけが変化した専門学校の概要と
その制度の変遷について述べる．次に第 2 節では，筆者が平成 23 年から 25 年までの 3 年
間で，就職型専門学校（第１章第 3 に記載）のクラス担任に対して行った中途退学危険因
子に関するアンケート調査を通して，専門学校の中途退学生の実態について述べることに
する． 
 
第 1 節 専門学校について 
 専門学校の前身は，明治時代以降，続いてきた各種学校である．各種学校は，「学校教育
に類する教育をおこなうもの」のすべてを包摂する簡略な制度の下に，きわめて多様な対
象・内容・規模のものを含んでいた．現行で確立されている学校（大学，短大）以外に，
より職業または実際生活に直結した内容・形態を持つ教育機関の存在を社会が求めている
ことが指摘され，この各種学校の特色を生かした新しい技能・技術教育のための学校制度
を創設することが考慮され（角井 1964），専修学校の 3 課程のうちの 1 種類として専門学
校は誕生した． 
現在では，学校教育法 124 条から 133 条に，第 1 条に掲げるもの以外の教育施設として
規定されている．ちなみに第 1 条 には，「この法律（学校教育法）で，学校とは，幼稚園，
小学校，中学校，義務教育学校，高等学校，中等教育学校，特別支援学校，大学および高
等専門学校とする．」とされている．  
 
1. 専門学校の設置基準 
 専門学校を含む専修学校は，1976（昭和 51）年に新しい学校制度として創設された．学
校教育法の中で専修学校は，「職業若しくは実際生活に必要な能力を育成し，又は教養の向
上を図る」ことを目的とする学校であるとされ，入学者の基準を設けない一般課程と，中
学校卒業者を対象に後期中等教育を担う高等課程，高等学校・高等専修学校卒業者を対象
に中等後教育を担う専門課程の 3 つに分かれる．専修学校の専門課程を専門学校とよぶ（学
校教育法 125 条）． 
専門学校は，実践的な職業教育，専門的な技術教育をおこなう教育機関として，多岐に
わたる分野でスペシャリストを育成している．専修学校 3 課程全体の 80%はこの課程であ
る（文部科学省 2014b）． 
  表 2-1 の通り，専修学校は，授業時数・教員数や施設・設備などの一定の基準（専修学
校設置基準等）を満たしている場合に，所轄庁である都道府県知事の認可を受けて設置さ
れる（文部科学省：2011）． 
専門学校については，高等学校・高等専修学校卒業者を対象に修業年限 2 年以上である
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こと，課程の修了に必要な総授業時数が 1700 時間以上であること，試験等により成績評価
を行い，その評価に基づいて課程修了の認定を行っていることの 3 つの要件を満たしてい
る学校（学科ごとに指定）を卒業した者に、文部科学大臣告示により「専門士」の公的称
号が付与されている． 
さらに，修業年限 4 年以上であること，課程の修了に必要な総授業時数が 3400 時間以上
であること，修業年限の期間を通じた体系的な教育課程の編成がされていることの 3 つの
要件を満たす学校（学科ごとに指定）を卒業した者に，文部科学大臣告示により「高度専
門士」の称号が付与される． 
表 2-1（専修学校設置基準）をみると，大学に比べると弾力的な基準になっている．すな
わち第 1 に，教員の資格が弾力的である．専修学校では大学，専修学校専門課程等の卒業・
修了後，一定期間，学校・研究所等で教育，研究又は技術に関する業務に従事した者など
でその担当する教育に関し，専門的な知識，技術，技能等を有する者（専修学校設置基準
第 41 条から 43 条）と規定されている．一方，大学では，教授の資格を例にあげれば，教
授となることのできる者は，博士の学位を有し，研究上の業績を有する者やそれに準ずる
と認められる者，専門職学位を有し，当該専門職学位の専攻分野に関する実務上の業績を
有する者，大学において教授、准教授又は専任の講師の経歴のある者，芸術，体育等につ
いては，特殊な技能に秀でていると認められる者，専攻分野について，特に優れた知識お
よび経験を有すると認められる者と細かく規定されている（大学設置基準第 14 条の 1，2，
3，4，5，6）． 
第 2 に校地の基準が弾力的である．専修学校では校地の基準は校舎等を保有するに必要
な面積を備えること（専修学校設置基準第 45 条）とだけ規定されている．一方，大学では，
校舎の敷地には，学生が休息その他に利用するのに適当な空地を有するものとするとなっ
ている（大学設置基準第 34 条）．また運動場を設置することの基準（大学設置基準 35 条）
と，校地の面積は，収容定員上の学生 1 人当たり 10 平方メートルとして算定する（大学設
置基準第 37 条，第 37 条の 2 ）というように細かく基準が設けられている． 
 
表 2-1 専修学校設置基準の概要 
事項 専修学校設置基準 
修業年限 1 年以上（法第 124 条の 1） 
年間授業時数 昼間学科の授業時数は、1 年間にわたり 800 単位時間以上 
夜間等学科の授業時数は、1 年間にわたり 450 単位時間以上 
（基準第 16 条） 
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収容定員 40 人以上（法第 124 条の 3） 
同時に授業をお
こなう生徒数 
40 人以下を原則（基準第 6 条） 
入学資格 高等課程…中学校卒業程度 
専門課程…高等学校卒業程度 
一般課程…特になし 
（法第 125条の 2,3,4） 
授業科目 課程ごとにそれぞれの課程にふさわしい授業科目を開設する（基準第 8 条） 
教員数 生徒定員 80 人までは最低 3 人．課程および目的に応じる分野の区分ごとに生徒総定数に応じて
増加。半数以上は専任（最低 3 人）（基準第 39 条） 
校長の資格 教育に関する識見を有し、かつ、教育、学術又は文化に関する業務に従事した者（法第 129 条の
2） 
教員の資格 大学、専修学校専門課程等の卒業・修了後、一定期間、学校・研究所等で教育、研究又は技術に
関する業務に従事した者などでその担当する教育に関し、専門的な知識、技術、技能等を有する
者（基準第 41 条から 43 条） 
位置および環境 教育上および保健衛生上適切なものであること（基準第 44 条） 
校地 校舎等を保有するに必要な面積を備えること（基準第 45 条） 
校舎等 生徒定員 40 人までの場合下記の面積以上  
○高等課程・専門課程 
工業、農業、医療、衛生、教育・社会福祉関係（260 平方メートル） 
商業実務、服飾・家政、文化・教養関係（200 平方メートル） 
○一般課程（130 平方メートル） 
生徒定員 40 人を超える場合 1 人につき 3.0 平方メートルから 2.3 平方メートル程度加算（基準第
46 条） 
※特別な事情があり、かつ、教育上支障がない場合には、基準面積を下回ることは可能 
設置者 国および地方公共団体のほか、次の各号に該当する者  
①専修学校経営のために必要な経済的基盤を有すること 
②専修学校経営のために必要な知識又は経験を有すること 
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③社会的信望を有すること 
（法第 127 条の 1,2,3） 
※「法」…学校教育法，「基準」…専修学校設置基準 
出所：文部科学省,2011b,「文部科学省ホームページ」『専修学校設置基準の概要』生涯学習政策局生涯学習推進課専修学
校教育振興室 
 
2.  進学者数と学校数，学生数，教育分野数，課程数 
ここでは，国内における大学，短期大学，専門学校の進学者数と学校数，学生数，教育
分野数，課程数を概観する．2015（平成 27）年度，大学へ進学した者は 61 万 7,507 人で，
進学率は 48.8％となり，短大への進学者は 6 万 998 人で，進学率は 5.2％となった．短大
への進学率は 4 年制大学への移行もあり，下降線を描き，進学者数も 6 万人台に落ち込ん
だ． 
一方，専門学校への進学者は 26 万 8,604 人となり，進学率は 16.7％となった．1992（平
成 4）年の 18 歳人口 204 万人以降，漸減傾向にあるものの，現在，大学に次いで進学者の
多い学校である（表 2-2）． 
 
表 2-2 短大・大学・専門学校の進学者数・率の比較 
 年度 短大 大学 専門学校 
 
 
進学者数 
1993（平成 5）年 254,973(12.9) 554,973(28.0) 360,516(18.2) 
1998（平成 10）年 191,430(11.8) 590,743(36.4) 315,483(19.4) 
2003（平成 15）年 113,029(7.5) 604,783(42.4) 338,264(23.8) 
2008（平成 20）年 77,339(6.3) 607,159(49.1) 254,749(20.6) 
2015（平成 27）年 60,998(5.2) 617,507(48.8) 268,604(16.7) 
（出所）文部科学省「学校基本調査」( )は%，進学率/進学者（大・短・専） 
 
 専門学校である専修学校専門課程を運営する学校は，2014（平成 26）年現在，私立が
2,612 校，公立が 192 校，国立が 10 校となり，合計 2,814 校となっている（表 2-3）． 
専門学校のある専門課程の生徒（学生）数は，国立 335 人，公立 25,697 人，私立 562,856
人で，合計 588,888 人である（表 2-4）． 
 
 
表 2-3 専門学校の学校数 
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（出所）文部科学省 2014（平成 26）年「学校基本調査」 
 
表 2-4 専門学校の生徒（学生）数 
 
（出所）文部科学省 2014（平成 26）年「学校基本調査」 
 
教育分野は，大きく 8 つの分野があり，以下のように，現在ではさまざまな学科が設置
されている（一般財団法人職業教育・キャリア教育財団 2016）． 
  ①工業分野（情報処理 コンピュータグラフィックス 自動車整備 土木・建築 電気・
Colleges
計 国　　立 公　　立 私　　立
私立の割合
（％）
Total National Local Private
Percentage
of private
893 46 28 819 91.7
2,520 187 146 2,187 86.8
3,015 178 173 2,664 88.4
3,300 166 182 2,952 89.5
3,476 152 219 3,105 89.3
3,551 139 217 3,195 90.0
3,439 13 201 3,225 93.8
3,311 10 203 3,098 93.6
3,266 10 200 3,056 93.6
3,249 10 199 3,040 93.6
3,216 10 196 3,010 93.6
3,206 10 195 3,001 93.6
437 1 7 429 98.2
  Upper secondary course 
2,814 10 192 2,612 92.8
  Postsecondary course
 (注)1  専修学校制度は，昭和51年に創設された。
　　 2  昭和51年は，文部省以外の省庁が設置する国立の専修学校（148校）を含まない。
　　  （以下の表において同じ。）　
  (Note) Specialized training colleges have been established since 1976.
学　　　　校　　　　数
昭和51年('76)
　55('80)
　60('85)
平成 2('90)　
区　   分
  22('10)
　12('00)
  25('13)
  26('14)
　専門課程を置く
　 7('95)
  24('12)
  23('11)
　高等課程を置く
  17('05)
Students
女 の 割 合
う ち 女 （％）
Total Female National Local Private
Percentage of
female
昭和51年('76) 131,492 104,425 3,481 4,641 123,370 79.4
　55('80) 432,914 287,938 15,843 20,628 396,443 66.5
　60('85) 538,175 312,185 18,070 24,069 496,036 58.0
平成 2('90)　 791,431 410,543 17,433 27,805 746,193 51.9
　 7('95) 813,347 420,282 18,288 35,471 759,588 51.7
　12('00) 750,824 406,073 15,410 33,137 702,277 54.1
　17('05) 783,783 417,918 999 28,896 753,888 53.3
　22('10) 637,897 347,286 574 27,372 609,951 54.4
　23('11) 645,834 352,338 571 27,220 618,043 54.6
　24('12) 650,501 358,217 530 26,897 623,074 55.1
　25('13) 660,078 364,724 480 26,483 633,115 55.3
　26('14) 659,452 365,076 450 26,255 632,747 55.4
高等課程 Upper secondary 40,057 21,369 23 537 39,497 53.3
専門課程 Postsecondary 588,888 334,550 335 25,697 562,856 56.8
一般課程 General course 30,507 9,157 92 21 30,394 30.0
公　 立
区  　分
生　　　　徒　　　　数
私 　立計 国 　立
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電子 放送技術 無線・通信等） 
  ②農業分野（農業／園芸／畜産／造園／バイオテクノロジー／フラワービジネス／生命
工学技術／動物管理等） 
  ③医療分野（看護／歯科衛生／歯科技工／臨床検査／診療放射線／理学療法／作業療法
／言語聴覚療法／はり・きゅう・あんまマッサージ指圧／柔道整復等） 
  ④衛生分野（栄養／調理師／製菓／製パン／理容／美容／エステ／メイク等） 
  ⑤教育・社会福祉分野（保育／幼児教育／社会福祉／医療福祉／介護福祉／老人福祉／
精神保健福祉等） 
  ⑥商業実務分野（経理・簿記／旅行・観光・ホテル／会計／経営／医療秘書／流通ビジ
ネス／OA ビジネス／福祉ビジネス／等） 
  ⑦服飾・家政分野（ファッションデザイン／ファッションビジネス／アパレルマーチャ
ンダイジング／和洋裁／編物・手芸／スタイリスト等） 
  ⑧文化・教養分野（デザイン／インテリアデザイン／音楽／外国語／演劇・映画／写真
／通訳・ガイド／公務員／社会体育／トリマー／放送芸術等） 
課程数が多いのは医療専門課程である（表 2-5）．次に文化･教養，工業，衛生専門課程の
順で多くなっている．  
以上が，現在の進学者と学校数，学生数，教育分野数，課程数である．これだけの規模
にある専門学校全体が，中核的専門人材養成と就労セーフティネット機能を併せて，今以
上に教育の質向上に向けて強化できれば，若年者の雇用問題に効果が期待できるだろう． 
 しかし，⑧の文化･教養分野には，就職型でなく，デビュー型（2 節 2 に詳細を記載）の
分野が含まれている．音楽／演劇・映画／写真／放送芸術の一部がそれに該当するだろう. 
したがって，なかには中核的専門人材養成と就労セーフティネット機能として位置づける
ことには，不向きな分野もあり，専門学校を一概に中核的専門人材養成と就労セーフティ
ネットのための教育機関であると括るのは危険であることを自覚しておく必要がある. 
 
表 2-5 専門学校の教育課程数とその割合 
工業 農業 医療 衛生 教育・社会福祉 商業実務 服飾・家政 文化・教養 計 
77,474 
13.2% 
4,991 
0.8% 
202,692 
34.5% 
73,432 
12.5% 
39,638 
6.7% 
61,336 
10.4% 
14,792 
2.5% 
113,812 
19.4% 
588,167 
100.0% 
（出所）文部科学省 2014（平成 26）年「学校基本調査」 %は課程率/専門課程全課程数 
 
3．1976（昭和 51）年から 2005（平成 17）年までの専門学校制度の変遷「大学追いつけ期」 
 専門学校の現状は以上だが，次に，専門学校制度の変遷について論ずることにする． 
 1976（昭和 51）年から 2005（平成 17）年までの専門学校制度の変遷について，ひと言で
表すとすれば「大学追いつけ期」と称することができるだろう． 
制度の設立から 2005（平成 17）年までの展開については，塚原（2005）が 1995（平成 7）
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年まで詳細な整理を行っており，それ以降から 2010（平成 23）年までの政策については植
上（2011）が簡潔にまとめている．近年の 2011（平成 23）年から 2015（平成 27）年までは，
全国専修学校各種学校総連合会（2015）が整理しまとめている．そのため，ここでは概略
に留めて述べることにする． 
 専修学校制度は 1975（昭和 50）年，3 月に学校教育法の一部改正により発足した．翌年
の 1976（昭和 51）年 1 月に専修学校設置基準が公布され，専修学校制度は施行された． 
また，全国各種学校総連合会（全各総連）に新組織案起草委員会答申が提出され，全国専
修学校各種学校総連合会（全専各連）に名称変更となった． 
ここでは，その翌年の 1977（昭和 52）年から 2007（平成 19）年までの専門学校に関わ
る特徴的な制度変更を，全国専修学校各種学校総連合会（2015）「専修学校制度 40 年の歩
み」の一部を援用しながら述べる．詳しくは表 2-6 にまとめているのでご覧いただきたい． 
 専門学校は，1975 年（昭和 50）の発足から 2005（平成 17）年までは，第 1 条校に追い
つきながら地位向上のための活動であったと考えられる．表 2-6 の 2005 年までの専門学校
制度の変遷を概観すると，1977（昭和 52）年の公務員初任給が短大同等になったことから
始まり，それ以降は，奨学金や公務員受験資格や国家資格の受験資格，留学生資格に関す
るものが多い．既に大学や短大では認められているものが専門学校でも認められるという
ものである． 
中では 1994（平成 6）年の専門士の称号と 2005（平成 17）年の高度専門士の称号は画期
的であった．これも大学の学位に対して称号を付与するものであって，やはり「大学追い
つけ期」のひとつと考えられるが，これは専門学校卒業者が大学編入や大学院入学の経路
が広がるきっかけになったことは大きな変化といえる． 
以上，本論では 1975（昭和 51）年から 2005（平成 17）年までの専門学校制度変遷期を
「大学追いつけ期」と称することにする． 
しかし，翌年の 2006（平成 18）年から，それ以降の専門学校の制度変化の兆しを示すよ
うになる． 
それは専門学校において e ラーニング等を活用した遠隔授業により履修可能な時数制限
が，従来の 2 分の 1 から 4 分の 3 に緩和されたほか，自宅における履修も可能になったこ
とである．というのは，当時には，専門学校が多様な学びのニーズが期待されはじめたわ
けだが，その社会ニーズの中に失業や中途退学による学び直しの再チャレンジが含まれて
いるという想定がはじめて含まれたからである．  
 加えて，2006（平成 18）年以降は専門学校に，職業教育機関として新たな役割が期待さ
れるようになっていく．この制度変化は，若年者を取り巻く環境の変化と深くつながりが
あるので，まずそのことについて次に述べることにする．  
 
表 2-6 専門学校制度の変遷概略 
年 制度をめぐる動き 
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1977（昭和 52）年 人事院規則改正により，公務員の初任給等に関する基準において，専門学校 2 年制卒は短期
大学卒同等になった． 
1978（昭和 53）年 国の進学ローンの対象に専修学校が追加になった． 
1980（昭和 55）年 すべての専修学校に無料職業紹介事業が許可された．また，日本育英会奨学金貸与事業が開
始された． 
1985（昭和 60）年 人事院が，専門学校 2 年制卒に国家公務員Ⅱ種試験受験資格を付与した． 
1991（平成 3）年 大学設置基準・短期大学設置基準の一部改正により修業年限 2 年以上の専門学校における学
修を大学等が単位として認定する制度が創設された． 
1993（平成 5）年 学校教育法施行規則一部改正により，専修学校における学修が高等学校の単位として認定可
能になった．一定の専修学校を設置する学校法人が特定公益増進法人に追加指定し，寄付の
受け入れが可能になった． 
1994（平成 6）年 専修学校設置基準の一部を改正する省令にて他の専修学校等における学習成果の認定，昼夜
開講制，科目等履修制度が導入された．専門学校の修了者（2 年以上 1,700 時間以上）に対
する専門士の称号付与に関する規程が告示された． 
1995（平成 7）年 文部省，専修学校職業人再教育に関する調査研究事業が開始された． 
1996（平成 8）年 職業人再教育推進協議会が発足された． 
1997（平成 9）年 専門学校留学生，卒業後の日本での就職が可能になるよう就労への在留資格変更の許可がお
りるようになった． 
1998（平成 10）年 専門学校への留学生のアルバイトに関する規制が緩和され，1 日 4 時間という規制から週 28
時間まで柔軟に就労が可能になり，大学・短期大学の留学生と同等の扱いになった．労働省
「教育訓練給付制度」が開始された． 
1999（平成 11）年 学校教育法一部改正により，専門学校修了者の大学編入が可能になった． 
専修学校設置基準一部改正，専修学校以外の学修の履修認定が 2 分の 1 まで大幅拡大され，
多様なメディアを利用した教室以外での授業の導入も可能になった． 
専門学校卒が短大卒同様に公認会計士，不動産鑑定士の第 1 次試験免除の適用を受けること
ができるようになった． 
2001（平成 13）年 社会保険労務士受験資格が適用されるようになった． 
2002（平成 14）年 税理士法一部改正により，一定要件の専門学校卒業者に受験資格が適用されるようになっ
た．専修学校設置基準の一部改正（自己点検評価・情報提供について規定）が通知された． 
2003（平成 15）年 政府の「留学生受け入れ 10 万人計画」達成．専門学校の留学生は 2 万 1,233 人になった． 
2005（平成 17）年 文部科学省，4 年制専門学校修了者に大学院入学資格を与える高度専門士の称号付与が告示
された．大学院入学資格と高度専門士の称号付与はいずれも，①修業年限 4 年以上，②課程
の修了に必要な総授業時数 3400 時間以上，等による成績評価とそれに基づく課程修了の認
定を要件とした． 
2006（平成 18）年 課程修了に必要な総授業時数のうち，e ラー二ング等 を活用した授業により履修可能な時数
制限が，従来の 2 分の 1 から 4 分の 3 に緩和されたほか，自宅における履修も可能になった． 
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2007（平成 19）年 生涯学習政策局長通知 「学校評価に係る学校教育法施行規則等の一部を改正する省令につ
いて（専修学校・ 各種学校）」が発出され，専修学校および各種学校による自己点検・評価
およびその結果の公表が「努力目標」から「努力義務」へと指導が強化されるようになった． 
（出所）専修学校制度制定 40 周年事業実行委員会記念誌編集委員会,2015,「専修学校制度 40 年の歩み」全国専修学校各
種学校総連合会：4-13． 
 
4．若年者を取り巻く環境の変化と若者政策の概要 
政策に取り上げられている中核的専門人材と若年者就労セーフティネットは，就労の不
安定等の若年者を取り巻く環境の変化が起因していることに他ならない．この変化が現在，
社会問題となっている．周知の通り，政策は社会の変化が審議会等で分析されて対策とし
て立案されるものである．そのため，政策に触れる前に，本項では若年者を取り巻く環境
の変化の変遷を取り上げる．  
若年者を取り巻く環境の変化については，青年社会学者の宮本(2008)が明らかにしてい
る．以下にその概要を示すことにしよう． 
まず，現代の若年者は大人になる標準的なパターンがなくなったとして，大人になる道
のりが長くなったこと，確実な道のりがなくなり不安定になったこと，自由が拡大したが，
その反面，格差の拡大が起こったことを指摘する（宮本 2008:5-8）． 
次に，1990 年代中頃までは，家庭においては親がこどもに対して学校と会社の橋渡しを
する機能があり，その橋渡し後，会社に入れば一人前，結婚すれば一人前という道のりに
対する考え方が主流であった．しかし，1990 年代後半あたりから大人へのなり方が，個人
化，多様化し，晩婚化，非婚化がおこった．一方で，企業では終身雇用がなくなり，臨時
的な雇用形態が増加し，人材教育力の弱体化が起こったと指摘する(宮本 2008:5-6）． 
その上で宮本は，若年者一人ひとりが，自分自身の人生設計を立てられるようにするこ
とと，過剰に変化の多い道筋を整理できるようにすることが必要であると述べている（宮
本 2008:11）．さらにつまずいてしまいドロップアウトすることを防止する社会システムの開
発が必要である．しかし，その開発は未だ途上にあり，そのためつまずいたら落ちたまま
になってしまう若年者が漸増していることを指摘している（宮本 2008:11）． 
つまり，20 年ほど前から現在までに若年者を取り巻く環境の変化が起こっており，その
変化に応じた社会システムが望まれているというのである．  
確かに 1990 年代の後半あたりから若年者の仕事世界が様変わりしつつあることについて，
マスコミや各種の調査結果が現れ始めた．その後，2004 年に『平成 16 年度版労働経済分析』
が発刊されたあたりから，若年者の働き方に関する調査データは，低賃金の非正規社員の
増加や正社員の長時間労働がすすんでいることを現在まで示してきた．この間若年者たち
は働くことをめぐる困難を受け続けているといえよう． 
これに対する日本政府レベルの若年者への政策としては，  
第 1 に 2003（平成 15）年の「若者自立・挑戦プラン」が始まることになる．この政策は
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文部科学，厚生労働，経済産業，内閣府の連携による総合施策として実施された．その具
体的な主な施策は，小学校段階からのキャリア教育の推進，日本版デュアルシステムの導
入，大学，大学院および専門学校等における若年者のキャリア高度化への取り組み，若年
者の創業支援，キャリアコンサルタント等の若年者の就労支援，ジョブカフェの設置，職
業能力を評価・公証する仕組みづくり等がある. 
 第 2 に，「若者自立・挑戦プラン」を受け，翌年の 2004（平成 16）年から，「若者の包括
的な社会的自立支援方策に関する検討会」が，若者が就業し，親の保護から離れ，公共へ
参画し，社会の一員として自立した生活を送ることができるようにするために開催され，
翌 2005 年にはその報告書を刊行した．そこには，若年者を継続的にサポートする専門支援
機関のネットワークのひとつとして就労支援機関が記載されている．その機関のひとつと
して専門学校が選ばれている．このあたりから専門学校は高校の中途退学者や就職をせず
に高校を卒業した若年者を効果的に支援する機能として，若年者たちから期待されること
になった. 
 第 3 に，2010（平成 22）年には「子ども・若者育成支援推進法」が施行され，その同年
に「子ども・若者ビジョン」が策定された．なお，この法律は，これまで縦割りだった行
政や専門分野を排除し，横串刺しでくくり，民間の諸機関がネットワークとして協働する
ための協議会を設置して，すべての関係機関が連携しながら継続的に包括支援していける
ようなシステムを自治体に求めている．現在は，その基本理念が立ち上がり始めたところ
である．各自治体は予算制約の中で人的確保が非常に困難な財政状況の中で，縦割りの仕
組みを横につなぎ直すことは建物を建てるより難しく，逡巡しながらも動き出していると
ころである（宮本 2010:16）．  
 前出の宮本は，この間，子ども・若年者の問題を人生前半期の社会保障の充実の必要性
をあげ，積極的に援助する社会サービスと積極的労働市場政策を若年者のために発動すべ
きだと主張している．また，日本の積極的労働市場政策，家族政策，教育政策の給付費が
国際的に対 GDP 比で低いことも指摘し，雇用レジームに依拠した生活保障が担保されにく
く，従来の生活保障を転換しなければ生活を維持できない人々が増加するという（宮本
2012:192-6）． 
 この積極的労働政策については，筆者も最重視しているところである．本論文が後に展
示する学業定着施策については労働政策という観点にも注目しながら研究をすすめていく
ことにする． 
 以上，若年者を取り巻く環境の変化および府省を超えた日本政府レベルの若年者政策の
概要を述べた．しかし，昔でいうなら，自立し生計を立てるための大人への道のりは，高
校まででほぼ終了していたはずであった．それが今は，ほぼ 18 歳以降に大人になるように
なっている．この変化は，周知の通り，様々な分野の専門性の高度化等から進学率が上昇
したためである．そのため 18 歳以上を対象にした学校が，若年者を大人へつなぐ支援機関
として求められているのである． 
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 そのシステムの重要なひとつとして専門学校に期待が集まりはじめたといえるだろう．
もともと，これには日本の高等教育行政が，今まで職業教育を置き去りにして学術教育や
教養教育のみに関心を示してきたという背景がある．しかし，先行する国々は，かなり前
から職業教育の必要性を学びはじめ，組織していた． たとえば EU では 1997 年のヨーロッ
パ雇用サミットで採択された「ヨーロッパ雇用戦略」で，加盟国はすべての若者に対する
失業 6 ヶ月以内に職業訓練や職業指導を与えることが義務付けられている（児美川 2006:72）． 
その後 2000 年代に入り，若年者雇用政策で日本より先行する国々では，従来は職業訓練
をして速やかに雇用へと参入することを促す手法（雇用重視）が中心であったが，学校卒
業後や，失業後，大学や短大の中途退学後から社会と職業への移行政策に見られる雇用政
策はフレキシブルな生涯学習が成功へのかぎになると考える「教育重視」モデルへとシフ
トしている（宮本 2006:160）． 
日本でも遅れて 1990 年代後半から自国で起こった労働市場の変化によって変わってきた
のである． 
 職業教育が日本であまり注目されなかった理由と今後の対応について，教育社会学者の
本田（2013）が以下の仮説を述べている． 
 
 日本で職業教育があまり注目されなかったのは，長い間，高等学校において，普通科が
75%と主流を占め，工業高校や商業高校の量的比重が小さいという背景がある．また普遍的
な市民的教養を賛美し職業教育とは企業や労働市場にひたすら適応を強いるものだという
見方がある． 
 さらに，学校から職業への移行が問題視される現代には社会の変化や流動性に対応する
ために特定の専門分野への学習を端緒・入り口・足場としても，より広い分野に応用・発
展・展開できる可能性を組み込んだ柔軟な専門教育が必要である（本田 2013:104-198）． 
 
と述べている． 
 もし，本田（2013）や宮本（2012）の仮説に沿って，専門学校が若年者のニーズに応え
るとすれば，今でも専門学校で主流となっている学年制やクラス制のみの画一的な職業教
育だけでなく，若年者を取り巻く環境の変化の中で起こった若年者一人ひとりの多様なニ
ーズに対応する柔軟な教育システムを築く必要がある．専門学校にはどのような教育政策
が必要だろうか． 
次にその若年者一人ひとりの多様なニーズに対応する専門学校教育政策について述べる
ことにしよう． 
 
5. 若年者の多様なニーズに対応する教育の質向上にむけて「専門人材と就労セーフティネ
ット追求期」 
 2006（平成 18）年以降，徐々に専門人材養成と就労セーフティネットの構築という認識
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に基づき専門学校でも質向上の方策がなされていった．筆者は，これ以降を「大学追いつ
け期」に続けて，「専門人材と就労セーフティネット追求期」と位置づけた． 
以下に若年者の多様なニーズに対応する教育の質向上を図り，若年者雇用対策を狙った
専門学校施策について述べることにしよう． 
専門学校は， 1990 年代後半から起こりはじめた若年者を取り巻く環境の変化に影響を受
け，若年者を大人につなぐ機関のひとつとして期待が集まりはじめたことを 4 項で論じた．  
では，若年者政策のために専門学校の制度を改革する契機になったのは，いつだろうか． 
専門学校が，若年者政策のために制度改革される契機になったのは，2006（平成 18）年
「教育基本法改正」からだと考えられる．この法改正は 1947（昭和 21）年の制定以来初の
改正となり，職業教育の重要性が盛り込まれたからである． 
職業教育に関するものとして盛り込まれたものは，以下，2 つあげられる． 
ひとつは，第 2 条（教育の目標）に「職業及び生活との関連を重視し，勤労を重んずる
態度を養うこと」と明記されたことである．もうひとつは，第 3 条にあらたに「生涯学習
の理念」が盛り込まれたことである．ここには，「国民一人一人が，自己の人格を磨き，豊
かな人生を送ることができるよう，その生涯にわたって，あらゆる機会に，あらゆる場所
において学習することができ，その成果を適切に生かすことのできる社会の実現が図られ
なければならない」としている（文部科学省 2006）．この条文には若年者の社会と職業への
移行，失業後あるいは，高校，大学の中途退学後の進路変更による再チャレンジのための
学習も含まれている． 
というのは，この法改正には，2003（平成 15）年 3 月，中央教育審議会「新しい時代に
ふさわしい教育基本法と教育振興基本計画の在り方について」の答申が骨子となって反映
されているからである． 
 この答申の「第 1 章 1 教育の現状と課題」には，以下 2 つに関する指摘がある． 
第 1 には，経済停滞の中での就職難等があり，創造性と活力に満ち，世界に開かれた社
会を目指し，教育も諸改革と軌を一にする大胆な見直し・改革が必要だと指摘している． 
 また，第 2 には，青少年が夢を持ちにくいこと，自律心，学ぶ意欲および学力の低下が
あること，いじめ，不登校，中途退学，学級崩壊が依然として深刻であること．青少年の
凶悪犯罪が増加していること等を指摘している（文部科学省 2003）． 
なお，同じ 2003（平成 15）年に上記第 1 の問題に対応するような一府三省の連携による
キャリア教育，就労支援等を行う「若者自立・挑戦プラン」が始まり，翌 2004（平成 16）
年には，第 2 にあげられた問題に対応するような「若者の包括的な自立支援方策に関する
検討会」がスタートしている（前述 4）． 
以上，若年者を取り巻く環境の変化が起点となって，職業教育が重要であるという認識
に立って教育制度に改革が起こりはじめたことがわかる．  
これを受ける形で翌年 2007（平成 19）年には「専修学校の振興に関する検討会議」が設
置され，専修学校の教育制度の改善や今後の振興方策について研究・検討がはじまった（文
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部科学省 2007）． これには 2006（平成 18 年）5 月に全国専修学校各種学校総連合会が，職
業教育の重要性が盛り込まれた教育基本法の改正を契機に，文部科学大臣に対して要望書
を提出し，これまで以上に専修学校（専門課程と高等課程の両方）の振興を充実させ教育
振興基本計画（2008 年）に明記することを求めたことが影響している（専修 2015:12）. 
さらに 2008（平成 20）年「教育振興基本計画」では専修学校（高等課程と専門課程の両
方）の役割が具体的に明記された． 
具体的には「キャリア教育・職業教育やものつくりなど，実践的教育の推進を図る施策
のひとつとして，高校生等に専修学校の機能を活用した多様な職業体験の機会を提供する
ことや，専門的職業人や実践的・創造的技術者の養成について，社会の変化に即応した実
践的な職業教育および専門的な技術教育をおこなうことなどである．」としている（文部科
学省 2008a:18）． 
 この教育振興基本計画を受けて，2008（平成 20）年 12 月，文部科学大臣は中央教育審
議会総会において「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について」を諮
問した．フリーターや無業者が 200 万人を超え ，新規学卒者の 約半数が就職後 3 年以内
に離職するなど，学校からの社会や職業への移行が円滑に行われているとは言いがたい状
況を踏まえたもので，円滑な移行に必要な基礎的・汎用的能力の明確化，発達段階に応じ
た体系的なキャリア教育や各高等教育機関における職業教育の在り方について検討を求め
た．これを受けて，中央教育審議会は 「キャリア教育・職業教育特別部会」を設置した．
同部会は教育界および産業界，地方行政者等の関係者で組織され，2009（平成 21）年 1 月
より審議を開始した（文部科学省 2008b）． 
続けて，2009（平成 21）年 11 月，文部科学省は，専門学校に関して「専修学校教育の振
興方策等に関する調査研究協力者会議」を設置した．これは，2008（平成 20）年 11 月に公
表された「専修学校の振興に関する検討会議」の報告や，2009（平成 21）年 7 月のキャリ
ア教育・職業教育特別部会の 「審議経過報告」において，専修学校の教育内容の充実・振
興に関する検討の必要が指摘されたことを受けたものである．協力者会議は，①教育内容・
方法の改善・充実，②多様な学習ニーズへの対応，③各種制度等における専修学校の取扱
いを主な検討事項とし，学識経験者や専修学校関係者などの委員で構成された（専修 2015:17）
（専修学校教育の振興方策等に関する調査研究報告 2011:43-9）． 
さらに，2010（平成 22）年 3 月には，会議の途中経過を「多様な学習ニーズへの対応等
に関する検討の方向性」として，キャリア教育・職業教育特別部会に報告した．同報告で
は，対応すべき課題として，①学校教育における進学のミスマッチへの対応と職業・社会
への円滑な移行の促進，②多様な学習者の多様な学習ニーズへの対応，③就業構造の変化
への対応の 3 点を指摘した．また，今後目指すべき方向性の基本的な考え方として，①多
様な学習者のニーズや社会の様々な要請に応え得る学習機会を提供するとともに，その教
育の質の向上により，職業教育全体の裾野拡大に大きく貢献してきた専修学校教育に対す
る社会の信頼を高めていくこと，②専修学校教育への理解増進を図る積極的な措置を通じ
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て，専修学校教育へのより多くの人々のアクセスを促すとの 2 点を示した．このほか制度
的な提案として，「単位制・通信制学科の制度化」など具体的な道筋が示された（専修学校
教育の振興方策等に関する調査研究報告 2011:43-9; 専修 2015:17）． 
 それを受けて 2011 （平成 23）年 1 月，中央教育審議会「今後の学校におけるキャリア
教育・職業教育の在り方について」の答申で，専修学校（高等課程，専門課程の両方）の
教育内容の充実・振興に関する検討の必要が指摘された． 
 そして 2011（平成 23）年 3 月，「専修学校教育の振興方策等に関する調査研究報告 ～多
様な学習機会の充実と教育の質向上等に向けて～」の報告書で，専修学校の機能がキャリ
ア教育・職業教育の先導役のひとつとして発揮するための方策が明示されることになった．
これ以降，専門学校においては，若年者の多様なニーズに対応する教育の質向上に向けて
法令整備が急ピッチで始まっていく．もちろんこのニーズには，進学のミスマッチでの中
途退学への対応，卒業時や失業時などの職業・社会への円滑な移行の促進，就業構造の変
化への対応が含まれている．ここから，専門学校制度の充実・改善に関しては，これ以降，
振興方策実現に向けた動きが加速することとなる（専修 2015:19）． 
以下，この振興方策について述べる． 
同年 3 月，文部科学省の「専修学校教育の振興方策等に関する調査研究協力者会議」は ，
「専修学校教育の振興方策等に関する調査研究報告～多様な学習機会の充実と教育の質向
上等に向けて～」と題する報告書にまとめて公表した．同報告書では 以下の 7 つの視点が
示され，それぞれに対して具体的な対応方策を提言した． 
①社会人等の多様なライフスタイルに即した専門学校等の学習機会の充実を図る． 
②実践的な職業教育等を通じて，後期中等教育におけるもう 1 つの選択肢を提供し ，多様
な若者の自立を支える高等専修学校の機能の充実を図る ． 
③経済社会のグローバル化や ，知識・技術の高度化，雇用の流動化に対応した人材育成等 
を推進する． 
④地域における人材育成のためのネットワークを構築し，専修学校が積極的な貢献を果た
す． 
⑤教育の質向上に向けた研究・研修等の活動を活発化するよう，学校間の連携・教員聞の
情報交流のための組織体制を整備する． 
⑥より自由度の高い学校種としての特性を踏まえつつ，専修学校のガバナンス改善等に向
けた評価と情報公開の取り組みを促進する． 
⑦専修学校制度・教育に対する理解を増進し，若者等の進路選択におけるミスマッチの解
消を目指す（専修学校教育の振興方策等に関する調査研究報告 2011:10-19）．  
この報告書で，専修学校の機能がキャリア教育・職業教育の先導役のひとつとして発揮
するための方策が明示されることになった．その方策の中に働きながら学ぶ学習者のため
の単位制・通信制の充実，産学連携，ファカルティデベロップメント等の必要性について
触れられており制度化につながっている． 
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 結果，2012（平成 24）年 4 月，「学校教育法施行規則および専修学校設置基準の一部を改
正する省令」が施行され，専修学校の正規課程において，単位制や通信制を導入すること
が可能となった．目的は，社会人等の多様化する学習ニーズに応えるとともに，教育の機
会均等に資することである．単位制では，従来の学年による教育課程区分を設けず，学習
者は自己の学習ニーズに合った短期教育プログラム等の積み上げにより正課課程の修了に
つなげることができる柔軟な学習スタイルが可能となった．また，通信による教育をおこ
なう学科の設置が認められたことで，学習者が自由な時間と場所で学習機会を得られるよ
うになっただけでなく，遠隔地での履修にも門戸を聞くこととなった（専修 2015:23）．こ
の省令は，専門学校で主流となっている学年制やクラス制のみの画一的な職業教育だけで
なく，若年者を取り巻く環境の変化の中で起こった若年者一人ひとりの多様なニーズに対
応する柔軟な教育システムを築く上で重要なものとなった． 
 以上は専門学校の教育課程について文部科学省の考え方を整理したものである． 
この柔軟な教育スタイルの改革は，本田（2013）が指摘したより広い分野に応用・発展・
展開できる可能性を組み込んだ柔軟な専門教育を行う環境づくりにつなげることができる
と考えられる． 
 次に専門学校の教育組織自体について文部科学省が提唱したものがある． 
2012（平成 24）年 6 月，文部科学省の生涯学習政策局と高等教育局によるワーキングチ
ームが「専門学校の質的向上および高等教育における職業教育の充実に係る方策やその進
め方について（試案）」を全国専修学校各種学校総連合会に提示した（専修 2015:23）． 
同試案では，各学校の体制整備を促進するための先導的試行として，産業界と密接に連
携し，一定の要件を満たした課程を「職業実践専門課程」として文部科学大臣が認定する
等の実施例が示された． 
 続けて，2013（平成 25）年 3 月，文部科学省は ，「専修学校の質保証・向上に関する調
査研究協力者会議」が，学校関係者，所轄庁，関係団体などからのヒアリングや意見聴取
をもとに取りまとめた「専修学校における学校評価ガイドライン」を公表した．同ガイド
ラインでは，専修学校のさらなる質保証・向上に向けた学校評価への取り組みに閲する具
体的な指針が提示された（専修 2015:23）（専修 2013）．  
また，2013（平成 25）年 8 月に「専修学校の専門課程における職業実践専門課程の認定
に関する規程」が公布・施行された．職業実践専門課程の主な認定要件は，①修業年限 2
年以上，②企業等と連携体制を確保して，授業科目等の教育課程を編成，③企業等と連携
して，演習・実習等を実施，④総授業時数 1,700 時間以上または総単位数 62 単位以上，⑤
企業等と連携して，教員に対する研修を組織的に実施，⑥企業等と連携して，学校関係者
評価と情報公開を実施 となっている（文部科学省 2013）．初年度の 2014 年度 4 月は，全国
で 470 校，1,365 学科が認定されスタートし，2015（平成 27）年度には，833 校 2,540 学科
になり，全国の専門学校に占める割合が 29.5%となっている（文部科学省 2014a）． 
これらの体制整備から，若年者の多様なニーズに対応する教育の質向上のための制度改
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正が，急ピッチで行われたことがわかる．またこの制度改正は，社会や職業への移行が円
滑に行われるよう，また就労者のキャリアラダーや再就職のための教育訓練ができる環境
を整備することにつながるものであるので，専門学校制度改革の中核となる施策であるこ
とがわかる． 
以上，専門学校において教育課程と教育組織自体の両面にわたって，専門人材と就労セ
ーフティネット追求期の文部科学省が実施した専門学校教育施策の特徴をみた．このよう
な文部科学省の政策を受けて全国の専門学校それぞれが追随したと言ってよい． 
こうして 2006 年以降は，学校教育法第 1 条校と同等の地位向上を目指すだけでなく，各
関係者たちは若年者が大人として自活できるよう，専門人材養成と就労セーフティネット
機能を強化しだしたといえるだろう． 
 
6．専門学校における中核的専門人材養成と就労セーフティネットとしての期待 
 専門学校には中核的専門人材養成と就労セーフティネットを求められていて,現在に至
っている．果たしてそれが期待通り機能できるかが本論文の課題である． 
ここでは中核的専門人材養成と若年者の就労セーフティネットの 2 つの機能について述
べることにする． 
6-1 中核的専門人材の養成について 
若年者を取り巻く環境の変化からはじまったキャリア教育・職業教育の振興計画を受け
て，中核的専門人材の養成については，2010（平成 22）年 12 月文部科学省の専修学校関係
で，「成長分野等における中核的専門人材養成の戦略的推進事業」が政府予算に計上され，
翌年 2011（平成 23）年から開始された（文部科学省 2011a）． 
基本方針として， 
「1.経済社会の変化やグローバル化等が進む中で，我が国経済社会の一層の発展を期すため
には，経済発展の先導役となる産業分野等への人材移動を円滑にすすめるとともに，それ
らの人材が有する専門技術を高めていくことが不可欠． 
2.このため，産業界等と教育機関との連携強化を図りつつ，個々人が，自らの希望する職業
生活に必要な知識・技術・技能等を生涯にわたって継続して修得し，職業能力向上を目指
すことができる社会の実現を目指し，「学校」と「職場」間の円滑な選択・移動が可能とな
る学習システムを構築する． 
3.今後の具体的な方策として， 
①産学官コンソーシアムを整備し，産業界等のニーズを踏まえた人材養成策 
②社会人等が実践的な職業能力を向上するための新たな学習システムの開発 
（モデルカリキュラム基準や達成度評価の実証等） 
③各分野における専門的・実践的な教育の質の保証・向上のための仕組みづくり等が指摘
され，次年度から実証段階に入る」 
（成長分野等 2013:8-10），とした． 
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2015（平成 27）年度現在，予定どおり実証中である． 
産学官コンソーシアムの形成の具体的な取組みの方向性としては，教育機関，産業界，
職能団体等との連携強化をあげ，「専修学校・大学・職業能力開発校等と地域の産業界が連
携した地域のコンソーシアム等において，地域の雇用創造，産業振興への貢献，グローバ
ル化への対応等に資する多様な学習機会の提供を促進する取組を支援する．」とした（成長
分野等 2013:8-10）． 
初年度である 23 年度の分野コンソーシアムでは，環境・エネルギー，食・農林水産，医
療・福祉・健康（介護福祉，スポーツ），クリエイティブ（ファッション），観光，ＩＴ（ク
ラウド，ゲーム・CG，自動車組み込み，携帯・スマートフォン）があげられたが（成長分
野等 2013:9），これらの分野を見渡すと専門学校の得意分野であり，大学，短大よりも専門
学校に最も期待した事業といえる 9）． 
6-2 若年者の就労セーフティネットについて 
 若年者の就労セーフティネットにおいては 2014（平成 26）年 4 月より，専門学校生への
効果的な経済的支援の在り方に関する実証研究事業がスタートし，意欲と能力のある専門
学校生が経済的理由により修学を断念することがないよう，教育機会を確保するための取
組，公費投入についての効果的な修学支援の検証等がスタートしている． 
まず，2014（平成 26）年 3 月，文部科学省の「専修学校における生徒・学生支援等に対
する基礎調査委員会」が，専修学校の財政的側面や学生の経済状況などに関する調査報告
書をまとめた．報告書では，専修学校への経済的支援の現状については，公費支援が充実
されていない状況や，各都道府県の助成状況には大きな開きがあること等を指摘，自治体
に対して財源等の課題を含めた制度創設の検討を求めている（専修 2014：238-240）．また，
産業や国民生活の基盤となる分野や，地域を支える人材を養成している意義に鑑み，専修
学校への公的投資には十分な合理性があるとされている（専修 2014：238-240）． 
これを受けて，文部科学省は，2014（平成 26）年 4 月 21 日，「専修学校生への経済的支
援の在り方に関する検討会」を設置した．その趣旨は，専修学校は，社会の変化に即応し
た実践的な職業教育により中核的専門人材を養成する教育機関として大きな役割を果たし
ている．このような専修学校で学ぶ意欲と能力のある者が，経済的理由により修学を断念
することなく安心して学べるよう，授業料等減免補助事業を含めた経済的支援の在り方に
ついて総合的な検討をおこなうこととした（文部科学省 2016） 
一方，厚生労働省では，同年 3 月，雇用保険法の改正により，労働者のキャリア形成支
援を目的とする教育訓練給付制度が拡充された．これに伴い，従来の枠組みを引き継いだ
「一般教育訓練給付金」（受講費用の 2 割を支給，上限 10 万円）に加え，より専門的・実
践的な教育訓練（専門実践教育訓練）を対象とする「専門実践教育訓練給付金」（同 4 割を
支給，年間上限 32 万円，成果に応じた追加支給あり）が運用されることとなった． 
同年 10 月からの新制度の施行に先立ち，5 月，厚生労働大臣が指定する専門実践教育訓
練の指定基準が公布され，一定の基準を満たす①業務・名称独占資格養成施設，②職業実
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践専門課程 ，③専門職大学院 が同訓練の指定対象となったのである． 
以上， 2006（平成 18）年から現在までの若年者の多様なニーズに対する教育の質向上に
向けた専門学校制度の変遷について概観してきた．この変遷から専門学校が，中核的専門
人材養成と若年者の就労セーフティネットとして機能することが期待されていることがわ
かるだろう． 
本論では，この 2006（平成 18）年から現在までの期間を「専門人材と就労セーフティネ
ット追求期」と称することにする． 
7．本節のまとめ 
 本節では，専門学校の 2005（平成 17）年以前を「大学追いつけ期」とし，2006 年以降
を「専門人材と就労セーフティネット追求期」と位置づけた． 
まず，専門学校において，2005（平成 17）年以前の 1975（昭和 50）年の発足から 2005
（平成 17）年までは，第 1 条校に追いつきながら地位向上のための活動であったと考えら
れる． 
次に，2006（平成 18）年の教育基本法改正を起点として中核的専門人材養成と若年者セ
ーフティネットが政策的課題となっていったことが明らかになった． 
この政策課題に対応できれば，若年者の雇用をめぐる状況が悪化した現代において，若
年者の社会と職業への移行，失業後あるいは，高校，大学の中途退学後の進路変更による
再チャレンジのための有効な就労準備機関として機能することができる． 
果たして専門学校は，実際に文部科学省や若年者たちから期待される専門人材養成と就
労セーフティネットの機能を同時に担うことができるのだろうか． 
一方で依然として専門学校は中途退学が多いことを指摘されている． この問題の解明な
くして先に進むことは難しい．どうすれば中途退学を減らせるのか論じなければならない． 
2 節ではまず，その実態を把握することにする． 
また，6-2 で述べたセーフティネット機能は経済的支援に留まらず，発達の問題や心のケ
ア，家族問題など多岐にわたる．そのことは４章，５章で，問題の解析や施策が先行して
いるアメリカの事例で論じることにする． 
 
第 2 節 専門学校中途退学者の実態調査分析 
本節では，中途退学が多いことを指摘されている専門学校において中途退学者の実態に
せまることにする．そこで筆者は，2011（平成 23）年から 2013（平成 25）年の 3 年間で
就職型専門学校に対して調査した．なお，就職型専門学校の概念は第１章第 3 節で説明し
た． 
その結果，中途退学者分析を以下に行っていく． 
近年，専門学校は，専門職養成と若年者の就労セーフティネット機能を期待されている
が，一方で学校を続ける上で問題を抱える入学者が漸増している．その問題解明のために，
本研究は，56 の分類を使い，中途退学者の危険因子を調査した． 
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その結果，中途退学危険因子は，専門学校の学内にあることが多かった．その学内では，
高い因子として「意欲の低下」，「成績不良」および「進路変更」に関するものがあった．
学外の高い因子としては，「生活習慣の乱れ」および「家庭の影響」に関するものがあった．
その詳細について述べることにしよう． 
 
1．目的 
本節の目的は，専門学校における中途退学予防の効果的な施策につなげるために，専門
学校のクラス担任を調査対象とした質問紙をもとに，中途退学理由の分類を整理して，中
途退学の危険因子を抽出し，中途退学者の実態を明らかにするものである．専門学校にお
ける中途退学者の実態をとらえることは，専門学校教育を深く総合的に検討する上で必要
であり，専門学校教育システム論の新展開につながることが期待できると考える． 
 
2．方法 
方法については，１章の第 3 節で述べたように，本研究のために専門学校を 3 分類する
ことを試みた．1．就職型［工業，商業実務，医療，教育・福祉，スポーツ，衛生，農業・
バイオスフェア（動物等）分野］，2．デビュー型［パフォーマンス（俳優，ミュージシャ
ン，ダンサー，漫才師等）分野］3．就職・デビュー折衷型［コミュニケーションアーツ（ア
ニメ，ゲーム，デザイン）分野］の 3 つである．今回の中途退学者調査は，1 の就職型の分
野に限定して調査することにした． 
その理由は，この分野が最も中核的専門人材養成機関として適用でき，併せて就労セー
フティネットの一つとして機能できる教育方法論の特色を提示することができる分野であ
ると考えたからである．専門学校と一口に言っても 2 のデビュー型は，プロダクション登
録というシステムもあり，1 のように卒業後すぐに正社員または契約社員として，ほぼ全員
が就職することは困難であり，3 の就職・デビュー折衷型は，デビュー型より雇用契約は多
いものの，独り立ち前の見習い的な雇用も含まれることから，すべて 1 のようには至らな
いと考えての選択である． 
 
3．調査 
3.1 実施概要 
専門学校中途退学者の実態について把握・検証をおこなうために量的なアンケート調査
を実施した．今回の実施対象校は，専門学校 18 校で，分野は医療 6 校，福祉 2 校，スポー
ツ 1 校，美容 4 校，食 3 校，農業 1 校，動物 1 校の 7 分野から回答を得た．しかし，本稿
で分類した就職型専門学校の中で，工業，商業実務の 2 分野は不足する結果になった． 
3.2 調査対象 
調査対象は，上記 18 校の専門学校の 2011（平成 23）年，2012（平成 24）年，2013（平
成 25）年に中途退学者を受け持ったクラス担任である．そのクラス担任は，中途退学者本
32 
 
人ではないため，一定のバイアスがかかることが考えられるのだが，本人に限定すると，
会うことができないケースや回答を拒否することが考えられる．また会えたとしても本人
であるからこそ，本当の理由を明らかにすることをためらうケースも考えられる．そのた
め，本ケースでの選択としては，サンプル数を増やすことを最優先に，年度末ごとに中途
退学者を受け持ったクラス担任を対象に，可能な限りその理由を複数回答してもらうこと
にした． 
3.3 調査期間と方法 
調査期間と方法については，2012（平成 24）年 4 月，2013（平成 25）年 4 月，2014（平
成 26）年 4 月に，web システムのアンケートにて各校の教務部長に窓口になってもらい各
年度末を過ぎた（4 月から 5 月）毎に中途退学者を担当したクラス担任に，配布・回収を実
施した． 
3.4 質問紙の内容 
質問紙の内容は，中途退学の理由を大項目として 1.「学外（自己・家庭・学外活動）領
域面」と，2.「学内領域面」に分けてアンケート項目を作成することとした．それは，この
結果から防止施策を考えやすいように教員が直接働きかけることができるものと，できな
いものに判別するためである．次に中項目として，学外領域については，（1）生活習慣の
乱れ（2）心身の健康不全（3）発達問題の疑い（4）家庭の影響（5）危機の発生（6）事件・
事故（7）心理的負荷歴として，学内領域は，（8）意欲の低下（9）成績不良（10）学内人
間関係不全（11）集団不適応（12）実習不適応（13）学校不満（14）進路変更とし，それぞ
れ 7 項目，計 14 項目を分類とした．さらにそれを細かくそれぞれ 4 つの理由別にわけ，合
計 56 の具体的な理由分類を作成し，その項目に複数回答チェックする方法を採用した（付
表 1 参照）．これらの中分類は，国立大学 74 校を対象に休・退学調査を行った内田（2007）
からを引用したものと，専門学校教員と学校カウンセラーでプロジェクトを組み，各校で
現在，独自で作成し使用している卒業進級判定会議の資料から中途退学理由を抽出し，作
成したものである．本アンケートの特徴は，中途退学理由の唯一の先行調査である専修
（2014）の中途退学理由 9 分類での調査から，分類を増やして分析を試みたことと本稿で
分類した「就職型専門学校」に対象を絞り込んだことである． 
3.5 回収状況 
回収は，各校の教務部長と協働し，2011（平成 23）年分 347 件，2012（平成 24）年分 314
件，2013（平成 25）年分 364 件で回収率 100%となり，サンプル数は合計 1025 件となった
（付表 2 参照）．この回収率の高さについては，各校の教務部長が，中途退学理由は，複数
の要因が重なり合うことを認識したことと，中途退学の主な理由を解明し予防策を講じた
いという問題解決への意欲を高く持ったことで，実現することができたためである． 
 
4．結果と考察 
クラス担任からの質問紙調査結果を 3 年間に渡って集計し，設問項目ごとに分析をおこ
33 
 
なった．その結果と考察を報告することにしよう．まず，全体の中途退学率について述べ
ることにする．本調査では，中途退学率は単年で 3.2%であり，先行調査の全分野の平均７%
を下回った（図 2-1）．先行調査は全分野を対象にしている．本論文のいう就職型専門学校
は，専門学校全分野よりも中途退学率は低いことが考えられるが，この調査の制度が悪い
というよりは就職型専門学校が低いといえるのではないか．とすれば，3.2%を目安として
大学 4 年課程の 4 倍にすると 12.8%になり，１章の先行研究で示した 4 年制大学の 4 年間の
退学率 12.4%（専修 2013）と，さほど変わらないことになる．よって，分野の幅が広い専
門学校を一概に中途退学率が高い学校種と評価することは危険があるという見方も出来る． 
実は，専門学校に中途退学が多いということは 2014 年の専修学校における生徒・学生支
援等に対する基礎調査委員会の調査より，かなり以前から言われている．はじめて専門学
校の中途退学率が公表された 1987（昭和 62）年発行「専修学校の現状と問題点」の数値が
影響していると推測する（総務省 1987: 3）．この当時の総務省の調査結果では， 
 
学科の履修に適性を欠いているなどの理由で中途退学している者がかなりある．この状
況を昭和 57 年から 59 年の 3 年間で見ると，中途退学者が入学者の 4 分の 1 を越えている
ものが 95 校中 9 校あり，中には，入学者 191 人に対して中途退学者が 89 人（46.6%）にも
及んでいるものがある． 
 
と述べている． 
そのため，今では俗説といえるかもしれない．過大な不評が流布されているのではない
だろうか． 
もし，大学中途退学率とさほど変わらないとしたら，専門学校の中途退学率はその程度
でよいのだろうか．2014（平成 26）年度の私立専門学校在籍は，562,856 人なので（表 2-4
参照），その 3.2%とすると 18,011 人になる．これほどの人数が中途退学していることは，
前述のように専門学校が期待されている役割を考えると中途退学者数は少ないとはいえな
い．大学も含めてもっと中途退学率をさげる必要がある． 
 
 
図 2-1 中途退学率 
 
4.1 中途退学者の属性 
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 中途退学者の属性は，3 年間の集計では，新卒（高卒後すぐ進学した者）62.8%，既卒（高
卒後 1 年以上経って進学した者）37.2%（図 2-2），男性 39.3%，女性が 60.7%（図 2-3），一
人暮らしが 38.4%，実家暮らしが 61.6%（図 2-4）であった（付表 2）．一人暮らしの退学者
については，既卒者が，37.3％と予想以上に多く含まれており，既卒で課題を抱える学生が
増えてきていると考えられる．一人暮らし（37.3％：394 名）については，この調査後，調
査対象 18 校からヒアリングしたところ，調査対象校全体総学生の約 25%（7500 名）である
ことが判明し，一人暮らしの中途退学率は 5.3%と全体中途退学率の 3.2%より高い結果とな
った． 
 
    
     図 2-2 新卒既卒               図 2-3 性別             図 2-4 生計 
  
学年別でみると，1 学年が 70%，2 学年が 21%，3 学年が 7%，4 学年が 2%となり，1 学
年が際立って多いことがわかった．（図 2-5）． 
 
 
図 2-5 学年別 
4.2 中途退学の傾向 
4.2.1 大項目について 
 まず，大項目からみえる中途退学の傾向として，学外領域のクラス担任のチェック総数
は，学外・学内両チェック総数のうち，3,397/8,659 で 39.2％であった．学内領域は 5,262/8,659
で 60.7％であり，学内領域の中途退学理由の方が多かった（図 2-6）．学内の問題が，学外
問題よりも多く中途退学危険因子になっていると考えられる．この結果は，注目に値する． 
なぜなら，このことは専門学校のクラス担任を中心にした教職員に近いところで問題が発
生していたということであり，それは同時に教職員がその問題に直接対応できる可能性を
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示唆しているからである． 
 
 
図 2-6 学外・学内領域チェック総数 
 
4.2.2 中項目について 
 次に，中項目各項目の中途退学の傾向を報告する．3 年間調査の各年ともに，学内領域で
は，「意欲の低下」，「成績不良」，「進路変更」の項目が，上位 1，2，3 位となり，学外領域
では，1 位が「生活習慣の乱れ」，2 位が「家庭の影響」となった．学外・学内をわたって
上記の 5 つが 1～5 位を占めた（図 2-7）． 
 以下，これに対して先行研究をみると， 
まず一つ目として，学内領域で 2 位の「成績不良」については，先行研究としてとりあ
げた専修（2014）でも，「学業不振」が第 1 位にあげられていた．「成績不良」と「学業不
振」が大きな要因であることがわかる．なお「成績不良」に関する小項目の内容は後の（9）
で扱うことにする． 
次に二つ目として，意欲の研究について著名な心理学者の McGonigal（2016）は，心理学
の世界で意欲はなくなってしまうものではないことがわかっており，その具体的な方法が
見つからないだけであることを指摘している．とすれば，学業定着のためには学習の具体
的な方法を身につけることができれば意欲は上がると考えられ，「成績不良」と相関がある
と考えられる．  
 先行研究では，「学業不振」が第 1 位，本調査では，「意欲の低下」が第 1 位，「成績不良」
が第 2 位で，この 2 つは McGonigal（2016）から相関がありそうである．とすれば，「成績
不良」に対応することは，かなり中途退学を減らすことができると考えられる．そのため
の教育システムをつくることが専門学校にとって重要なことではないか． 
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図 2-7 年度ごとの中途退学中項目の上位 5 つ 
 
 付表 2 の中途退学中項目（3 年間の集計）を学外領域，学内領域に渡り，多い順から一覧
にしてみた（図 2-8）．6 位以降は，「集団不適応」，「学外実習不適応」，「発達障害の疑い」，
「心身の健康不全」，「心理的負荷歴」，「危機の発生」，「学内人間関係不全」，「学校不満」，
「事件・事故」の順で続く結果となった． 
 
 
図 2-8 中途退学中項目一覧（3 年間の集計） 
 
 図 2-7 と図 2-8 をみると，100%を超える中途退学中項目がある．その理由については，
ここへのクラス担任の中途退学理由におけるチェックは，中途退学学生一人当たりの中途
退学理由を一つに限らず，複数の項目にわたってチェックした合計数であるため，中途退
学者によっては，ひとつの中項目について最大小項目数の 4 チェックがつくことが考えら
れるからである（それぞれの中項目に小項目が 4 つあることは付表 1 を参照）． 
4.2.3 学外（自己・家庭・学外活動）領域面の中途退学理由 
（1）生活習慣の乱れ 
 ここからは，学外領域面の各小項目について付表 1 の順で詳細に報告する．まずは，学
外領域で 1 位（学外・学内共通では 3 位）となった「生活習慣の乱れ」である．多い順に，
「睡眠，食事，学習，余暇，アルバイトといった活動全般の計画・管理に不備がみられた」
は 38%，「自宅学習が習慣化できなかった」が 34%，「一人暮らしの生活ペースが作れなか
った」が 22%，「生活費と学費を混同するなど金銭の管理に不備がみられた」が 14%あった．
学業の計画・管理だけでなく，睡眠，食事などの基本的生活習慣にも支障をきたしていた
ことがわかった（図 2-9）． 
 これらの状態に対しては，専門学校が直接指導できるものとして学生個々の学習ポート
フォリオを学生データとして活用しながら生活指導をおこなうことは可能だと考える．現
在，文部科学省から大学，短大に続いて専門学校においても学生データから学生状態を把
握することで教育の質を向上させることが求められてきている．そのため学外領域でも学
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校が関与することが増えてきている． 
 
 
図 2-9（1）生活習慣の乱れ 
 
（2）心身の健康不全 
 心身の健康不全の中で，「学業に影響する精神症状がみられた」が 20%と一番多く，次い
で「学業に影響を与える身体症状がみられた」15%，「学業に影響を与える身体障害」5%，
「学業に影響を与えるケガにみまわれた」2%が続いた．中途退学者は，精神に支障をきた
すケースが多いことがわかった（図 2-10）．身体症状は，精神症状とも関連があるケースが
多いことが考えられる． 
 
 
図 2-10（2）心身の健康不全 
 
（3）発達問題の疑い 
 発達問題の疑いについては，図 2-11 に示した通り，「対人関係が薄く，共感性が乏しく，
コミュニケーションに困難があった」が 18%と一番多く， 次いで「情報を統合して推測す
ることに困難があった」が 12%いた．「日常生活に困難があると思われる「聞く」・「話す」・
「書く」・「計算する」・「推論する」などの一部に困難があった」は 9%で，「日常生活に支
障をきたすほどの注意集中困難があった」は 5%いたことがわかった．  
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図 2-11（3）発達障害の疑い 
 
（4）家庭の影響 
学外領域 2 位（学外・学内共通では 5 位）となった家庭の影響については，「学生と家族
との間に関係不全がみられた」が一番多く 21%おり，「保護者に保護者機能の不全がみられ
た」が 16%，「保護者に経済危機が発生した者と両親の離婚など家族・家庭に問題が発生し
た」がそれぞれ 13%存在した（図 2-12）．アメリカの先行研究で，親の教育への無関心さ
（Kaufman et al.,1992:88；Rumberger,1995:583-625）や両親の離婚などによる父親または母親
のみの家庭（Rumberger，1995:583-625）は，中途退学を引き起こしやすいことが指摘され
ている．また，保護者の経済危機が発生したことについては，アメリカの全米中途退学予
防センターが 2007 年に行った全米での過去 25 年にわたる中途退学危険因子研究論文再調
査（Hammond et al,2007:41）で，家族領域の一番の危険因子は，社会経済状況が低いことで
あることが指摘されている．さらに，国内の内閣府（2011）においても，中途退学者の 63.0%
が「経済的に苦しい」または「やや苦しい」の理由をあげている．これらのアメリカの全
米中途退学予防センターや内閣府の調査は，本調査小項目の「保護者に経済危機が発生し
た」と同様の状態があるといえるだろう．本調査では，該当学生が 13%であった．経済格
差が日本に広がっていることが指摘されていることを考えると，将来，主要な危険因子に
なる可能性があると考えられる． 
 
 
図 2-12（4）家庭の影響 
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（5）危機の発生 
危機の発生については，「学費の危機が発生した」が 18%と目立って多かったことがわか
った．「妊娠」，「親しい友人」，「恋愛関係」の危機の 3 つの理由は，5%から 6%存在した（図
6-13）．前述の（4）「保護者に経済危機が発生した．」同様，学費の危機は，将来重要な危険
因子になると考えられる． 
 
 
図 2-13（5）危機の発生 
 
（6）事件・事故 
事件・事故については，4 項目すべて 1%以下となり，少なかった（図 2-14）． 
 
 
図 2-14（6）事件事故 
 
（7）心理的負荷歴 
心理的負荷歴については，「過去に不登校の体験があった」が 18%で一番多く，「過去に
引きこもりの体験あった」は 11％，「過去にいじめられた体験があった」が 8%，「過去に虐
待を受けた体験があった」は 2%という結果になったが（図 2-15），これは，クラス担任が
把握できたものに限定されるので，実際はこれ以上に多いことが考えられる． 
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図 2-15（7）心理的負荷歴 
 
4.2.4 学内領域面の中途退学理由 
（8）意欲の低下 
ここからは，学内領域面の各小項目について付表 1 の順で詳細に報告する．まずは，学
内領域で 1 位（学外・学内共通でも 1 位）となった「意欲の低下」についてである．「目指
す職業に対する興味・関心の低下がみられた」51%，「目指す分野に対する興味・関心の低
下がみられた」49%，「必要な能力の修得に対する興味・関心の低下がみられた」40%，「提
供された教育システムに対する興味・関心の低下がみられた」26%であり，学外と学内領域
双方に渡って最も多い理由であった（図 2-16）．とすれば，目指す分野や職業に対して「意
欲の低下」が起き始めることは，最も中途退学に至る危険性があるということになる．こ
の因子は 4.2.1 大項目で指摘したように，専門学校の教職員が最も直接対応すべきものだと
いえる．また，この項目と 2 位の「成績不良」と相関があることを McGonigal（2016）の先
行研究を裏づけとして 4.2.2 の中項目で指摘したが，加えて生徒個々には「生活習慣の乱れ」，
「進路変更」，「家庭の影響」についても相関があるケースが多いことが推察される． 
 
 
図 2-16（8）意欲の低下 
 
（9）成績不良 
学内第 2 位（学外・学内共通でも 2 位）である「成績不良」については，「出席不良がみ
られた」が 45%，「知識の修得不全がみられた」が 29％，「技能の修得不全がみられた」が
20%，「態度の修得不全がみられた」が 17%あり，（8）意欲の低下に次いで多い項目となっ
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た（図 6-17）． 
「成績不良」は本論文として重視している項目であるので，以下，先行研究と比較しな
がら詳しく考察してみたい．  
まず，第１章で先行研究の整理としてとりあげた専修（2014）でも，「学業不振」が 19.1%
で第 1 位にあげられていた． 
続けて，大学中途退学先行研究結果（6 位(11.9%)と 2 位(20.7%)）と比較しても「成績不
良」による中途退学危険因子は重要であることがわかった． 
また，高校中途退学先行研究として国内の内閣府（2011）調査では，「勉強がわからない」
が 43.6%，「欠席多い」が 54.9%，さらに国立教育政策研究所（2013）調査では，「授業がわ
からない」が 55.0%中途退学危険因子として指摘されている． 
専門学校研究である専修（2013）（学業不振が 1 位）と本調査（成績不良が 2 位）を併せ
て，上記の大学の順位と比較して考えると，「成績不良」の危険因子は上位にあり大学以上
に個別支援が必要であると推察される． 
加えて，Hammond et al（2007）のハイスクールにおける再調査でも，「成績不良」につい
ては，その調査で抽出された 12 種類の中途退学研究論文のすべてにおいて，主要な中途退
学危険因子として指摘され，コミュニティカレッジ，大学でも上位の因子であった（第４
章で後述）．中途退学におけるアメリカと日本の危険因子は類似性があるようだ． 
これらのことから，本調査を中心に日米調査の結果に類似性があることは，本論文を通
して中途退学予防の対策を考える上で，注目に値するし，（8）意欲の低下と同様に，学業
定着施策で扱う大変重視すべき因子であり，学校の教職員が直接対応すべきものだといえ
る． 
 最後に，もうひとつここで小・中学校の学力研究で著名な刈谷（2012）の先行研究を引
用して考えてみよう．小・中学校では，「生活習慣」と「成績」は相関があること，「家庭
の影響」と「成績」は相関があること，「意欲の低下」と「成績」は相関があることを指摘
している．この先行研究からは，本調査の「成績不良」が他の上位 3 つとしてあがった「生
活習慣の乱れ」，「家庭の影響」，「意欲の低下」と相関があることを示唆している．なお，
本調査の上位 5 つの危険因子の相関分析結果は，後述の 4.2.6 で扱うことにする． 
 
 
図 2-17（9）成績不良 
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（10）学内人間関係不全 
学内人間関係不全では，「他学生との関係不全がみられた」が 16%となり，一番多かった．
「担任との関係不全」が 7%，「講師との関係不全」が 4%，「その他，学内関係者との関係
不全」が 3%いた（図 2-18）．このことは，教員集団に対し，入学からの導入教育段階での
仲間作りへの工夫の必要性を示していると考えられる． 
 
 
図 2-18（10）学内人間関係不全 
 
（11）集団不適応 
 集団不適応については，「クラス集団に適応不全がみられた」の 39%が一番多かった．こ
のことは前述の（10）学内人間関係不全と同様，教員集団による導入教育段階の工夫の必
要性を示していると考えられ，その工夫により，学業継続に結びつけることができるケー
スを増やすことができると思われる．専門学校教員は，実務経験を基盤に採用されること
がほとんどであるため，現状では，教育論や方法に疎いケースがあり，クラス集団作りに
ついて，ファカルティデベロップメント（教授団の能力開発）をおこなう必要がある．そ
の他の設問では，「学内の個人的なグループに適応不全がみられた」が 12%，前記の「『集
団』もしくは『グループ』に対して忌避的な態度がみられた」が 12%，「内部実習などのグ
ループに適応不全がみられた」が 10%あった（図 2-19）．（7）心理的負荷歴で，不登校，引
きこもり，いじめられ体験がある学生がいるので，グループへの所属に苦手意識を持つ者
や，時間がかかる学生が一定数いることを前提に，導入教育カリキュラムフローを構築す
ることが求められると考えられる． 
 
 
図 2-19（11）集団不適応 
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（12）学外実習不適応 
学外実習不適応については，「知識修得の不備がみられた」が 14%，「技能修得の不備が
みられた」が 13%，「態度修得の不備がみられた」が 11%で，ほぼ同程度であった．「実習
先において人間関係不全がみられる」が 7%で比較的少なかった（図 2-20）．近年，実習前
教育を含めた実習教育，インターンシップ教育の研究が進んできているので，再構築によ
って，改善できることが期待できる． 
 
 
図 2-20（12）学外実習不適応 
 
（13）学校不満 
学校不満については，「学校の方針・方策に対する不満がみられた」8%，「授業内容に対
する不満がみられた」7%，「成績評価に対する不満がみられた」2%，「学内設備に対する不
満がみられた」1%と続いた（図 2-21）．これらは，数字は少なく個別性が高いと考えられる
ので，学校経営上のために個別再調査が必要である． 
 
 
図 2-21（13）学校不満 
 
（14）進路変更 
進路変更は，学内領域では 3 位（学外・学内共通では 4 位）である項目である．その内
訳は，「現状の困難を回避する策として進路変更の検討がみられた」が 31%，「自身の適性
を鑑みた進路変更の検討がみられた」が 20%あった．この 2 つをあわせると，51%になり，
いわゆる消極的退学が多い可能性が高いと考える．「新たな分野に対する興味・関心の高ま
44 
 
りがみられた」が 17%，「入学前にあった進路選択肢に対する再燃がみられた」が 16%あっ
た（図 2-22）．この 2 つは，新たな道を切り開く積極的退学と回避型の消極的退学が混在し
ていると考えられる．積極的な退学は良いとして，消極的退学にいたった場合，その因子
を早い時期に特定できれば，学業定着できた可能性がある． 
 
 
図 2-22（14）進路変更 
 
4.2.5 本調査における中途退学者像 
本調査における中途退学者像をつくるため，前述の小項目で 20％以上チェックがついた
項目（図 2-23）を学外・学内別に並べると，まず学外領域における中途退学者像は，「睡眠，
食事，学習，余暇，アルバイト等活動の計画・管理に不備がある」，「自宅学習の習慣化が
できなかった」，「一人暮らしの者は生活ペースがつかめなかった」のいずれかが現れ，あ
るいは「学習に影響する精神症状と家族との関係不全がある」学生であったと考えられる． 
 
 
図 2-23 学外領域で 20%以上チェックのついた項目 
 
次に，学内領域では，「目指す職業・分野への関心や必要能力の修得や提供された教育シ
ステムに対する関心の低下」や，「出席不良」，「知識・技術の修得不全」，「クラス集団への
不適応」のいずれかが現れ，あるいは「現状の困難を回避する策として自身の適性を鑑み
て，あらたな分野への変更の検討がなされた」という消極的な理由での退学者であったと
考えられる（図 2-24）． 
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図 2-24 学内領域で 20%以上チェックのついた項目 
 
4.2.6 上位 5 つの中途退学危険因子の相関分析 
 ここでは，サンプル数 1,025 において上位 5 つ（意欲の低下，成績不良，生活習慣の乱れ，
進路変更，家庭の影響）の中途退学危険因子に絞って相関分析を行い変量間の関係を調べ
た． 
 なお，上位 5 つのクラス担任からの回答数は，それぞれ「意欲の低下」1706（166%），「成
績不良」1139（111%），「生活習慣の乱れ」1109（108%），「進路変更」875（85%），「家庭の
影響」643（63%）だった． 5 つの中には 100%を超える項目がある．その理由は，中途退
学の理由シート（付表 1）へのクラス担任のチェックは，ひとつの中項目について最大 4 つ
の小項目につくことが考えられるからである（それぞれの中項目に小項目が 4 つあること
は付表 1 を参照）． 
分析の結果，「成績不良」について 1%または 5%の水準で他の 4 項目すべてと有意である
ことがわかった．帰無仮説（上位 5 つの変数間は無相関である）のもとで，ごく小さな確
率で表 2-7 の結果にならないことが起こりえる確率は， 100 分の 1（表 2-7 の✽✽印）また
は 100 分の 5（表 2-7 の✽印）だという結果となり帰無仮説は破棄された．  
 そのため，この就職型専門学校 18 校についてクラス担任に行ったアンケート結果を信頼
するのであれば，「成績不良」は，「生活習慣の乱れ」（係数 0.422✽✽），「家庭の影響」（係数
0.068✽），「意欲の低下」（係数 0.345✽✽），「進路変更」（係数 0.124✽✽）の 4 つすべてと相関
があると考えてよい 10）．  
続けて，「生活習慣の乱れ」は 1%の水準で「家庭の影響」，「意欲の低下」，「成績不良」の
3 つと相関があることがわかった． 
また，「意欲の低下」については 1%の水準で「生活習慣の乱れ」（0.311✽✽），「成績不良」
（0.345✽✽）「進路変更」（0.371✽✽）の 3 つと相関があることがわかった． 
さらに，「家庭の影響」については 1%の水準で「生活習慣の乱れ」（0.236✽✽）が，5%の水
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準で「成績不良」（0.068✽）が，相関があることがわかった． 
5 つの最後に「進路変更」については 1%の水準で「意欲の低下」（0.371✽✽）と「成績不良」
（0.124✽✽）の 2 つと相関があるという結果だった.  
 以上の結果から，本調査において上位 5 つの中途退学危険因子は相関があり，中でも「成
績不良」が他の 4 つのすべての項目に相関があることが明らかになった．このアンケート
結果を信頼するとすれば，専門学校として中途退学を予防するために，いち早く取り組む
べきことは「成績不良」対策であると考えられる． 
 
      表2-7 中途退学要因上位5項目の相関    N=1,025 
 生活習慣の乱れ 家庭の影響 意欲の低下 成績不良 進路変更 
生活習慣の乱れ - 0.236** 0.311** 0.422** 0.021 
家庭の影響  - 0.048 0.068* -0.046 
意欲の低下   - 0.345** 0.371** 
成績不良    - 0.124** 
進路変更     - 
   ** p < .001   * p < .005 
   
以上の相関分析の結果に加えて，後述する３章の日本の専門学校や５章のアメリカのハ
イスクール，コミュニティカレッジ，大学のケーススタディをみると，「成績不良」を改善
することによって意欲が向上することが推察される．詳しくは，３章と５章で後述するこ
とにする． 
 
5．アンケート調査のまとめ 
 まず，はじめに，以上のアンケート結果報告で強調しておきたいことは，以下の 2 点で
ある． 
一つ目は，本論文で規定した就職型専門学校 18 校の調査では単年度の中途退学率が 3.2%
となったことである．これを目安として大学 4 年課程と同じく 4 倍にすると 12.8%になり，
１章の先行研究で示した 4 年制大学の 4 年間の退学率 12.4%（専修 2013）と，さほど変わ
らないことになる．よって，専門学校を一概に中途退学率が高い学校種と評価することは
危険があるという見方も出来るので，この結果は政策的に無視できるほど小さいとはいえ
ないと考える． 
 2 つ目は，大項目において中途退学危険因子は，学外領域よりも学内領域のほうが多いと
いうことである．この結果は専門学校教職員一団の直接の努力で危険因子を減らすことが
できる機会があることを示している． 
 
 次に，中項目で危険因子として上位に上がった「意欲の低下」，「成績不良」，「進路変更」
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および「生活習慣の乱れ」の 4 つは教職員が直接かかわることのできる危険因子である．
まず，この 4 つの因子から教育改善していくべきである．すでに中途退学の危険因子の発
生については，若者の発達を阻害する条件が複合的に重なった結果，中途退学は起こるこ
とが指摘されているが（青砥 2011），その複数の危険因子の内，ひとつでもふたつでも軽減
できれば学生の負担は軽くなり，学生たちは学業を定着させていける可能性がある．  
 加えて，「家庭の影響」による家族との関係不全や経済危機による学費の危機も発生して
いることがわかり，上位 5 つの中に含まれた．この対応方法は，５章のアメリカの事例で
論じることにする．というのは，アメリカでは家庭の影響についても国策として率先して
学校からの一定の支援を行っているからである．日本においては，経済危機に関しては支
援のあり方の実証研究が文部科学省で行われている（２章 1 節 6.2 に記載）段階である．  
 また，前述の中途退学危険因子，学内領域面，小項目（９）成績不良の調査結果のとこ
ろで，刈谷（2012）の小・中学校の先行研究を引用して，小・中学校では，生活習慣と成
績は相関があること（（1）生活習慣の乱れ），家庭の影響と成績は相関があること（（4）家
庭の影響），「意欲の低下」と成績は相関があること（（8）意欲の低下）を指摘した上で，
本調査においても危険因子上位 5 つである「生活習慣の乱れ」，「家庭の影響」，「意欲の低
下」，「成績不良」，「進路変更」は相関があること（4.2.6 の上位 5 つの危険因子における相
関分析）と，中でも「成績不良」が他の 4 つすべての項目と相関があることを指摘した． 
とすれば，専門学校では「成績不良」への対応が最優先であることが考えられる． 
その危険因子への考えられる対応施策については，それぞれの小項目のところで少し指
摘したが，詳しくは，後述する３章の日本の先駆的事例と５章の国策レベルで先行するア
メリカの事例分析で述べることにする． 
 これらに専門学校各校の教職員が格差なく共通して対応することで，いわゆる不本意な
退学は減らしていけると考えられる． 
 さらに，本アンケート調査分析結果では，「発達問題の疑い」や心理的負荷歴としての「不
登校」等の割合も明らかにすることができた．また，専門学校において外部の専門機関と
連携が必要な特別支援が必要であることもわかった．外部との連携については次章で述べ
たい． 
さて，本調査は，本稿が規定した就職型の専門学校 18 校限定ではあるが，先行調査の専
修（2014）から，少し進めて具体的な中途退学者像が明らかになったと考えられる．しか
し，専門学校の中途退学率とその理由は，分野ごとで特徴が異なる可能性があるので，さ
らに分析が必要である．特に，本研究であげた就職型とデビュー型，就職・デビュー折衷
型では，大きく異なる可能性があるので今後の研究課題となった． 
 
第 3 節 本章のまとめ 
 本章では，はじめに専門学校の動向について概観してきた．若年者の雇用をめぐる状況
が悪化した現代において，若年者の社会と職業への移行，失業後あるいは，高校，大学の
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中途退学後の進路変更による再チャレンジのために有効な教育機関として，近年，専門学
校に対して中核的専門人材養成と若年者の就労セーフティネット機能を期待されるように
なった経緯について明らかになった． 
 しかし，その一方で依然として中途退学率の高さが指摘される専門学校について就職型
専門学校に絞って中途退学者の実態にせまる中途退学危険因子調査を行った． 
その結果，まず，退学率は 3.2%となった．これを 4 年制大学と同等に目安として 4 倍す
ると 12.8%となり，序章の 1 であげた大学平均の 12.4%と，さほどかわらなかった． 
そうなると，専門学校を一概に中途退学率が高い学校種と評価することは危険があると
いう見方も出来る．この結果は政策的に無視できるほど小さいとはいえないと考える． 
次に，専門学校の中途退学危険因子調査では，3 年間調査の各年ともに，学内領域では「意
欲の低下」「成績不良」「進路変更」の項目が，上位 1，2，3 位となり，学外領域では，1
位「生活習慣の乱れ」2 位「家庭の影響」の順で多かった．学外・学内をわたって上記の 5
つが 1 から 5 位までを占めたことが明らかになった．しかし，現在の専門学校において，
これらに対応する制度化された施策は見当たらない．学校という立場から変えることがで
きる支援策を考えることが期待される． 
続けて，前述の中途退学危険因子，学内領域面，小項目（９）成績不良の調査結果のと
ころで，小・中学校では生活習慣と成績は相関があること，家庭の影響と成績は相関があ
ること，「意欲の低下」と成績は相関があることについて刈谷（2012）の先行研究を引用し
て指摘した上で，本調査でも危険因子上位 5 つは相関があり，特に「成績不良」について
は他の 4 項目すべてと相関がある結果となったことを指摘した． 
また，第１章の先行研究の結果を振り返り，そこであげた先行研究と本調査の中項目の
結果と比較して考えると，本調査は，前述の先行調査の専修（2013），内閣府（2011）およ
び国立教育政策研究所（2013）の研究同様に「成績不振」による中途退学理由が多い結果
であった． 
さらに，本専門学校調査の中項目結果と専修（2013）の方が大学中途退学先行研究と比
較して「成績不良」による中途退学危険因子が多いことが明らかになったことを考えると，
専門学校は大学以上に成績に関する個別支援が必要であると推察される． 
とすれば，やはり専門学校では「成績不良」への対応が最優先であると考えられる． 
確かに専門学校は，業界の動きに応じて柔軟に対応できる学校種だから規制にはなじま
ないという考え方もできる．しかし，特に現状の制度に就労セーフティネット機能が加わ
れば，専門学校が持続可能な社会作りの一助として重要な役割を担えると考えられる．職
業教育において柔軟さを持ちつつも，強固なセーフティネット機能を持つ新たな専門学校
システム論の新展開につながる． 
 われわれは，その機能が円滑に実現できる方法をどう考えるべきか．そこが問われてい
る．「成績不良」対策とは，たとえば学習技術や基礎学力補習などを容易に思い浮かべるこ
とができるが，実際は何を指すのだろうか．その対策については，３章の日本の先駆的事
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例と５章の国策レベルで先行するアメリカの事例分析で述べることにする．  
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第３章 日本の主な専門学校における学業定着施策 
第２章で日本の専門学校の中途退学危険因子として，学内領域では「意欲の低下」「成績
不良」「進路変更」の項目が，上位 1，2，3 位で，学外領域では，「生活習慣の乱れ」「家庭
の影響」が，1，2 位であった．すなわち，この 5 つが 1 から 5 位を占めたことが明らかに
なった． 
そこで本章では，専門学校において，先駆的に学業定着施策（この定義は第 1 節にて後
述）を行って中途退学率を低く抑えている 3 事例を取り上げ，分析して述べることにする．
また，その 3 事例はすべて外部専門機関と連携して学業定着施策を実施しているという特
徴をもつ．この 3 事例については，筆者の非構造化および半構造化インタビュー調査を通
して明らかにする．また，専門学校における学業定着施策を抽出するにあたって，それを
実際中心に実施している 3 名の各専門学校の教育責任者にあたる人物への聞き取り調査を
主たるデータとして用いる． 
1 つめの X 専門学校では，教務部長がすべての学科に渡って入学前から導入教育期間の施
策をリードしている．2 つめの Y 専門学校グループでは，隣接している同法人の 6 校の入学
前から導入教育期間の施策を格差なく標準化するため教育担当執行役員がリードしている．
最後の Z 専門学校では，登録販売者学科･学科長が，同学内の他学科のモデルとなり推進し
ている．そのため，それらの各リーダーにインタビューをおこなうこととする．なお，Y 専
門学校グループだけは，受講学生の反応について一部コーディネート教員よりヒアリング
を行った．また分析方法については，ディスコース分析を用いる．つまり，トランスクリ
プト（逐語録）を読み返し特徴的な箇所を抽出したものを基にしてまとめることとする． 
本章では，彼らが実施している入学登録から導入教育期間の学業定着施策の特長につい
て検討を進めていく．なお学校インタビュイーの概要は，表 3-1 に，団体インタビュイーの
概要は，表 3-2 に示した． 
 
表 3-１ 専門学校インタビュイーの概要 
学校 インタビュイーの職位 特徴 
X 総合専門学校 教務部長 医療，福祉，IT 等の学科を有して 
いる．近年では，中途退学率 1.5%を 
平均としている． 
Y 専門学校グループ 教育担当執行役員，（一部コーディネ 
ート教員） 
医療，福祉，美容，食等の学科を 
有している．近年では，中途退学 
率 3%を平均としている． 
Z 専門学校 学科長 医療系の学科を有している．近年 
では，中途退学率 1%を平均とし 
ている． 
51 
 
表 3-2 団体インタビュイーの概要 
 
教育責任者への聞き取り（Y 専門学校グループのみは一部コーディネート教員含む）は，
細かい質問項目や順序を設定せずに，非構造化インタビューとして，入学登録から導入教
育までの学業定着施策をどのように実施しているのかという問いを軸にし，教育責任者の
語りに沿って聞き取りを進めた． 
次に，その専門学校と連携する団体（市教育委員会・特定非営利活動法人・会社法人）に 
ついては，付録 1 の質問項目を軸に半構造化インタビューとして，代表者の語りに沿って
聞き取りを進めた．以下の内容は，その語りから構成可能な彼らの認識の論理を抽出して，
それを筆者が再構成する形で進めていくことにする． 
 
第 1 節 専門学校の学業定着施策についての定義 
 本論文では「学業定着」という用語を用いる．そのため，まず専門学校の学業定着につ
いて定義することにしよう．本論文での専門学校の学業定着とは，「専門学校の学生が退学
することなく養成目的に必要な知識と技術を目指し学業をおこなう状態にある」ことであ
る． 
団体名 インタビュイーの職位 特徴 
恵庭市教育委員会指導主事ボラ 
ンティアチーム 
指導主事 
ボランティア代表 
X 専門学校と連携し，学習技術や 
成績に課題をもつ学生の支援を行 
っている． 
また小・中学校の放課後学習塾や土 
曜学習塾でもボランティア講師とし 
て活動している． 
特定非営利活動法人 キズキ 
「キズキ共育塾」 
理事長 Y 専門学校グループと連携し学習 
技術や成績に課題をもつ学生支 
援を行っている．不登校を含めた 
若者たちへの個別学習指導とカ 
ウンセリングを特徴としている． 
株式会社スタディレボリューシ 
ョン 
代表取締役 Z 専門学校と連携し学習技術や成 
績に課題をもつ学生に支援を行っ 
ている．脳科学や言語学などの観 
点から，学習能力を細分化し段階 
的にとらえることにより，強化でき 
るプログラムを行っている． 
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 アメリカコミュニティカレッジの補習教育を研究した谷川は，2001 年の「アメリカコミ
ュニティカレッジの補習教育」で「定着」（Retention）とは，「学生がコミュニティカレッジ
を退学することなく，自らが設定した教育目標を目指す状態にある」ことだと定義してい
る（谷川 2001:129）．日本においては，これ以降，高等教育研究において定着という用語を
使用することが広がりはじめ，その実践についても徐々に広がりを見せ始めている．その
背景には 18 歳人口の漸減と，各産業の高度化とが相まって大学のユニバーサルアクセスが
すすんだことがある． 
また，アメリカのコミュニティカレッジは日本より先の 1970 年代に大学のユニバーサル
アクセスの時代を迎え，学生の定着を成功させるためには大学においては導入期の取り組
みが重要であるとされ，現在まで様々な取り組みがされている（山田 2005:9）． 
コミュニティカレッジの定着率は，４章の表 4-4 に示した「現在の 1 年次から 2 年次への
定着率」によると 56%である．言い換えるとコミュニティカレッジ全体の 44%の学生が 1
年次から 2 年次に進級する前にドロップアウトを経験していることになる．オープンアク
セスを完全採用するコミュニティカレッジでの学生の定着の困難さがわかる． 
アメリカの大学やコミュニティカレッジなどの高等教育機関では導入教育はファースト
セミナーと呼称されることが一般的である（山田 2005:14）．1970 年代以降のマイノリティ
学生，成人学生など非伝統的学生の増加が顕著になっている（山田 2005:14）．近年では，
高校卒業者の 70%以上が何らかの形で高等教育機関に進学していると指摘するデータもあ
り，高校を修了できる学生は，ほぼ全員が望みさえすれば何らかの中等後教育機関にアク
セスできることになった（山田 2005:14）．アメリカにおいてマイノリティ学生，成人学生
など多様な非伝統的学生の増加にコミュニティカレッジ，大学が対応することを迫られた
1970 年代から現在まで 40 年以上が経過しており，その間に様々な工夫が行われてきた． 
以上のことからアメリカの中途退学問題は日本に比べて深刻である半面，その予防のた
めの施策も進んでいることがわかる．よって，アメリカは日本から見れば中途退学予防先
進国であるといえよう． そのアメリカでは学生の定着を成功させるためにはコミュニティ
カレッジ，大学においては導入期の取り組みが重要であると先述した． 
そのため本論文ではこの導入期の重要性を鑑みて，専門学校の中途退学が多いと指摘さ
れるこの局面において，専門学校で行われている導入期の学業定着施策について調査分析
することとした．そして，本章で取り上げる日本の専門学校の学業定着施策は，第２章第 2
節で明らかにした専門学校中途退学危険因子の上位 5 つ（意欲の低下，成績不良，進路変
更，生活習慣の乱れ，家庭の影響）の内の 4 つ（意欲の低下，成績不良，進路変更，生活
習慣の乱れ）に直接対応できるものである．また，「家庭の影響」については第２章第 2 節
4.2.6 で明らかにしたように「成績不良」には相関がある．本章で扱う学業定着施策はその
「成績不良」に対応するものである．なお，アメリカの事例では家庭に直接働きかける施
策もあるので５章で取り上げることにする． 
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第 2 節 X 専門学校と市教育委員会教育指導主事チームが連携した学業定着施策について 
 本節では，X 専門学校の入学登録から導入教育の概要と市教育委員会教育指導主事チーム 
との関わりについて述べる．特に入学登録から導入教育について調査分析することとした． 
本事例の特徴は，地元の行政機関との連携の形を例示できることと，学生の質問力の育成 
を重視している 2 点である． 
X 専門学校は，学科が 10 以上ある総合学校である．ここ数年の中途退学平均率は，1%台
である．学業定着施策としては，キャリア教育，学習技術および基礎学力向上の 3 つを実
施している． 
X 専門学校では，クラス担任制をとっている．クラス担任は，2 つの機能を持っている．
ひとつ目は，学生の強みと学習計画を開発し，評価のフィードバックを提供しながら必要
な学習資源を提供するメンターとして，2 つ目は科目の難解な部分の理解を支援するチュー
ターとしての機能である（第５章にてアメリカと比較）11）．その新 1 年生のクラス担任が，
所属学科の教員や専従カウンセラーと共同しながら学生の学業定着を目的に進めている． 
 
1．入学前から導入教育へのプログラムの組み立て方 
  X 専門学校では，入学前から導入教育へのプログラムとして，①自己分析，自己を客観
的に認識する仕掛け，②担任の自己開示，③担任からクラスのノーム（規範）の提示，④
やりがいと目指す職業についての共有，⑤先輩からの学生生活についての説明とフリート
ーク，⑥ポートフォリオの説明と活用の継続，⑦学習技術講座，⑧プレスメントテスト，
⑨学生アンケート（心理社会面・学習充実面），⑩コミュニケーション技法の 10 項目につ
いておこなうことを全学的な決まりとしている．そのポイントは，クラスを安全・安心の
場にすること，自己分析と働きかけるコミュニケーション力を学び相談できる力を向上さ
せること，ポートフォリオも活用し自分の成長を学年歴の節目で確認し，自己効力感を育
成すること，学んだ学習技術を徹底させることである． 
 
2．入学登録から授業開始前のプログラム 
入学登録から授業開始前の期間は，特にキャリア教育プログラムを中心に行っている． 
まず，入学前段階においては，自己分析力と自己を客観的に認識する力向上プログラムを
スタートさせる．そのプログラムを概観すると，自分史作成から始まり，自己のエゴグラ
ムの実施，ジョハリの窓のグループワークと続き，さらに，人生において何または誰が大
切で，それはなぜかを考える個人ワーク「名称：大切なこと」，それぞれグループワークで
一緒になったメンバーの良い所を指摘しあう付箋交換，そして最後に「私マップ」の作成
をおこなうことにしているという．入学前段階までに，自己を紹介できるように過去のエ
ピソードをピックアップしながら，ここまでがんばってきたこと，できたことを振り返る．
また進路に影響を与えた人について，それは誰でどういう影響があったのかを振り返り自
分史を書く．それを 3 月中旬までに入学する学科へ提出する．そうすることで，教員たち
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は事前に学生を把握できるようにしている．この一連の過程の中で学業定着に課題のある
学生も発見している．その課題のある学生とは，①自分の気持ちを表現できない，②自分
より保護者の気持ちに従う，③周囲の気持ちに無頓着，④相談ができない，⑤問題に向き
合うことができないことの 5 つのいずれかが該当するものとし，その該当数が多いほど課
題は大きいとして全学科に渡って共通認識している． 
次に，入学した 4 月に学生向けにアンケートを実施している．その内容は，学生の精神安
定面と学業充実面をチェックできるものである．その２つの面を各 4 つの分類を用いて 5
件法で採点し，精神安定度および学業充実度の低い学生は，担任面談時にそのアンケート
を活用しながら，今後の学業定着を目指す計画について話し合う．特に，上記の①から⑤
の学生課題から自己の問題に向き合う力を育むために，自己分析力と自己を客観的に認識
する力，働きかける力，相談する力の 4 つの向上を助ける教育プログラムを実施している． 
 
3．授業開始後のプログラム 
4 月の授業開始後は，学習技術と基礎学力向上支援のプログラムを中心に行っている．学
習技術については，①ノートの書き方，②教科書の使い方，③小テストによる振り返り方，
④ファイリングの仕方，⑤カリキュラムマップの理解，⑥効果的な学習技術の理解，以上 6
つを入学前から導入教育において学科ごとで計画し実施している． 
まず，ノートのとり方については，1 学期の授業科目について見本を複数準備する．ひと
つは工夫されているもの，もうひとつは最低限このくらいは書いてほしいというものを先
輩学生のものの中から探して用意しその特長について理解してもらう． 
続けて，教科書については，目次・索引を活用してその構造を知ってもらい，そして，
いくつか専門用語の例題を出して調べてみる． 
また，小テストとファイリングについては，小テストの内容は試験に出る重要事項とし
て設定しているので，科目ごとのファイルを全員用意し小テストをファイルすることを継
続させる． 
さらに，カリキュラムマップについては，この科目が何につながるのか，なぜ必要なの
か目で見て納得でき，科目横断的に理解してもらう． 
最後に効果的な学習技術の理解は，専任教員が「学習技術講座」として 1 単位科目設定
しおこなう．その内容は，整理の仕方，暗記の仕方，問いの立て方の 3 つを柱にしている． 
 
4. 外部専門機関（恵庭市教育委員会指導主事チーム）とのかかわり  
 X 専門学校の学業定着施策は，恵庭市の教育委員会指導主事チームと連携して実施してい 
る．この活動は，学科を横断して各科を統括する教務部長が所管している． 
恵庭市教育委員会指導主事チームの活動は学習能力開発と実践として 2013 年に開始さ 
れた．代表者は，恵庭市教育委員会 教育部教育総務課 指導主事の木村博子氏である． 
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木村氏は，平成 25 年 4 月 1 日より教育委員会に勤めている．以前は中学校校長で教員時代
は理科数学担当だった．定年退職し丸 3 年が経つ．教育委員会は 16:45 退館し，17:30 から
18:30 の間に個人的ボランティアとして，旅費と手当てをもらいながら専門学校 3 校で学習
支援を行っている．その他に，小中高生対象に土曜学習塾（無料）を月 1 回，教員 OB，OG
と大学生 10 人で小学 5 年から中学 3 年まで学習支援を行っている．現在，教育委員会指導
主事チームは市内校長 OB，OG の 9 名で構成されている． 
（1）ミッションと組織 
1）ミッション 
木村は，地域の教育課題とミッションについて以下のようにいっている． 
「学力が身についていないのは教員の責任だと考えているので行動を起こすことにしたの
です．教員時代に転勤し，いくつかの校区を回ったのですが，校区ごとで経済的な格差が
ありました．親の経済力と学力は比例しています．経済力が低い家庭の親は生きること，
働くことに精一杯で暇がなく土日も働いている．そんな家庭のさびしい子が集まり悪いこ
とをする．悪いことをしないためには学力を付けてあげることが大切なのです．不良行動
と学力は相関があるように思います．どんな子でもわかりたいと思っています．だからわ
かるまで教えることが求められるのです．幼稚園，保育園の段階から社会体験量に大きな
較差があるのではないでしょうか．平成元年に転勤したとき，同じ 15 歳でも違うことに気
づきました．きっと親が体験させてくれているだろうこと，たとえば動物園，海水浴，ホ
ットケーキ作りなど，体験量が地区ごとに大きく格差があることを感じました．体験量の
少ない子は生活観の弱さがあった．生きるために重要なコミュニケーションは質問力だと
思います．子どもたちの質問力を育てることがわれわれの使命です．」 
 まず，木村の言葉から，市内のどんな子もわかりたいと思っているにもかかわらず，家
庭の経済状況によって子どもの社会体験量と生活観に格差が生じていたことがわかる． 
 そして，恵庭市教育委員会指導主事チームのミッションとしては， 市内の子どもが生き 
るために重要な質問力を身につけることに貢献することであるといえる． 
2）講師配置とサポート体制 
月曜から金曜日までの 17:30～18:30 に目的に共感した指導主事が曜日ごとに分担し，1 日 
あたり 3 から 4 人でおこなう． 
（2）基礎学力向上対策内容と特徴 
1）工程と内容 
①プレスメントテスト 
 プレスメントテストは専門学校全学科同一問題で国語，数学の中学校修了レベルに設定 
している． 
②工程 
 3 年前に医療ビジネス 1 学科の 1 年生対象に 1 年次の春休みに行い，現在は 7 学科で曜日 
を変えて１日ずつ行っている． 
56 
 
 
表 3-3 恵庭市教育委員会指導主事チームの基礎学力向上施策の工程 
時間 講師の動き 学生の動き 専門学校対象学科 
教員の動き 
17：30～18：30 1．学生個人別の進捗に沿って課題プ
リント（国語または数学）を配布
する． 
 
2．質問を誘う．質問をしたほうが得
であることを伝える． 
 
3．質問した学生には丁寧に教える． 
1．課題プリントに取り組む．  
18:30～19:00 対象学生に対するスタッフ間の 
情報共有 
 対象学生に対する 
スタッフ間の情報 
共有 
 
木村は，対象学生の支援について以下のようにいっている． 
まず，「本人が来たいと思って来てくれると成果が出る．皆わからないことだらけなのだ
から，わからないことは惨めでなく，わからないことを貯金してしまうことが良くないこ
となのです．専門学校は到達目標がはっきりしている学校なので国家試験や検定試験に合
格するために必要であることを理解させることが前提です．」 
次に，「事実と向かい合うことは勇気があることだと思います．でも，それができれば工
夫や策を考えることができます．認める力があることが大切です．学生への声かけとして
は，『わからないまま貯金していると，こういうことになるよ！』という具合に質問をする
ことを促進している．」つまり，学生個人別の進捗に沿って，質問力を高めることに重点を
置いていた． 
さらに，その具体的な手順については，「数学を教えながら学生に，『わからないことは
言ってね』と伝えています．わからないと言って手を上げた学生には，とても丁寧に教え
ています．わからないと言ったほうが特だと思ってもらえるようにしています．私が担当
する数学は性質上わからないときは，わかる人に聞くしかない科目です．我々教員は，周
りの人を信用していないと質問できないことを覚えていなければならないのです．そんな
こともわからないのかと指摘したら二度と質問しないのです．それから，学習前に学習す
るということを意識することが大切です．①勉強が始まる，②わかるようになりたい，と
いう具合に．『あー数学か，はぁー』，では切り替わらず，だめです．」という． 
最後に，「わたしは，で・と・に学習を推奨している．自分（で）・友だち（と）・先生（に）
ということです．自分で考えてわからなければ，友だちに聞いてやり取りして，それでも
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わからなければ，じゃあ先生に聞いてみようか？ということです．学びの過程は，で・と・
に学習が効果的だと考えています．前提としてわかりたい，出来るようになりたいと自分
で求めることが必要です．」という． 
木村の語りから，学習支援講座への誘導と授業展開方法の認識と論理を構築する 
と次のことがあげられる． 
 ①本人が学習支援の講座に来たいと思えるような仕掛けが必要である．その際の学生への
声かけでは，「若者はまだわからないことだらけなのだから，わからないことは惨めでな
く，わからないことを貯金してしまうことが最も良くない」という考え方が目指す職業
に就くために必要なことであるとして伝える． 
  ②教員は，対象学生がわからないという事実と向かい合うことは勇気が必要であるという
認識に立った上で，授業中に学生個人別の進捗に沿って質問を促進することに重点を置
くことを決める． 
③授業展開後の手順としては，方法としては，以下の 3 つの手順がある． 
・勉強が始まる，わかるようになりたいという具合に学習前に学習するということを意
識するように促進する． 
・わからないことは教員に必ず伝えるよう繰り返す． 
・わからないと言って手を上げた学生には，とても丁寧に教える．また，わからないと
いったほうが得だと思ってもらえるようにする． 
④講座担当教員が対象学生へ推奨する留意点としては自分（で）・友だち（と）・先生（に） 
という，「で・と・に学習」を活用しながら，学生自身が，わかりたい，出来るようにな 
りたいと求めることを促進する． 
ゆえに，わからないという事実と向かい合う勇気がもつことができ，工夫や策を考える
ことができるようになるというものである． 
（3）参加学生の概要 
7 学科１年生 140 名，１クラスあたり約 20 名 
（4）参加学生の反応 
 教育責任者より参加学生の反応 12）について，受講後の感想文を見せてもらうことができ 
た． 
 以下，代表的なものを記載する． 
A さん「わからないことをわからないと言えてよかった．」 
B さん「もっと早くこのようなことを学べればよかった．」 
C さん「（自分では）わかっていたつもりでも，（本当は）わかっていなかったことがわか
った．」 
学習支援講座に参加した学生は，①授業中に質問できたことや，②専門学校以前の基礎学 
習が理解できたことが良かったという認識を持っていた． 
（5）課題 
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1）支援上の課題 
対象者のより適切な選抜，学生自身が学習支援の必要性を理解すること，そのためのメ
タ認知力を育むことなどである． 
2）運営上の課題 
低学力だけでなく，学力が高い発達障害（アスペルガー症候群）の対応も必要である． 
一つひとつの行動レベルで具体的な対応をもつことが求められる． 
5．第 2 節のまとめ 
 本節の事例の特徴は，地元の行政機関との連携の形を例示できることと，学生の質問力 
の育成を重視している 2 点であった．まず，地元の行政機関との連携については市の教育 
委員会の校長 OB，OG が，市内の小中高生対象に学習支援していたところに専門学校側が 
協力を依頼したケースである．  
 次に，学生の質問力の育成を重視した点については，学生の反応を聴いたところ対象学 
生からは好評であり，効果もあげていた．本節の事例は第２章第 2 節であげた専門学校中 
途退学危険因子の上位 5 つである「意欲の低下」，「成績不良」，「進路変更」，「生活習慣の 
乱れ」，「家庭の影響」のなかで特に「成績不良」対策を中心に取り組んだ例である． 
ここで再度，第２章第 2 節 4.2.6 の上位 5 つの中途退学危険因子の相関分析を振り返って 
ほしい．ここで「成績不良」は唯一他 4 つの危険因子と相関があった．とすれば，上位 5
つの危険因子すべてに対応する事例と考えられる． 
 
第 3 節 Y 専門学校と特定非営利活動法人が連携した学業定着施策について 
本節では，Y専門学校の入学登録から導入教育の概要と特定非営利活動法人とのかかわり 
について述べる．なお，本事例の特徴は教育系 NPO と連携する形を例示できることと作文 
を通じて書く力を育成することを重視しているという 2 点である． 
さて，Y 専門学校グループは，医療・福祉・美容・食の 6 校で共通した考え方・方法で学
業定着施策を実施している．ここ数年の中途退学率は 3%である．Y 専門学校グループでは，
クラス担任制をとっている．クラス担任は，学生の強みと学習計画を開発し，評価のフィ
ードバックを提供しながら必要な学習資源を提供するメンターとして機能している（第５
章にてアメリカと比較）．専門科目の難解な部分のフォローは，科目講師が補習という形を
取りながらチューターとして機能している．その新 1 年生のクラス担任が，所属学科の教
員や専従カウンセラーと共同しながら以下について進めている． 
また，Y 専門学校グループには，「PCP 教育システム」とよばれる教育フローシステムが
ある．学生の入学前から，卒業後まで，継続的に一貫したサポートをするために，入学前
教育（Pre College），在学中教育（College），卒後教育（Post College）を結んだ教育システム
フローを作っている． 
まず，入学前教育では，受験生が自分自身を深く掘り下げて考え，将来の職業，自分の
本当にやりたいことを見つけられるよう支援する．このことを「自己発見」支援と呼ぶ．
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次に，在学中教育では，学生が将来の目標である職業人へと，知識・技能・態度を身につ
けて，自分を変えていくよう支援する．このことは「自己変革」支援と呼ぶ．最後に，卒
業後は，継続的な教育により，卒業生がさらに高い職業知識や技能，あるいは上級資格を
得て，自分の夢を実現できるよう支援する．このことを「自己実現」と呼ぶ．1993（平成 5）
年に開発されたこの教育システムは，現在まで定着し続けている．具体的には，クラス担
任がコーディネートして，学生の学業定着を目的に進めている． 
 
1．入学登録から授業開始までのプログラム 
Y 専門学校グループは，入学登録からオリエンテーションまでを入学前教育と位置づけ
ている．その目的は，①学生同士がお互いに支えあう相互支援的集団の形成と②目的意識
と適性の強化を目的としている． 
まず，入学登録から 3 月までの間は，クラス担任は，入学前教育の目的のもとに，入学
予定者たちの状況を把握し，想定された新入生クラスの傾向をつかんだ上で，自己発見に
必要なプログラムを企画立案する．入学前教育は，原則として入学前年の 12 月から 3 月ま
でに 3 回実施することとしている． 
その内容は，①養成目的・カリキュラムマップ・取得資格の説明と討議，②現 1 年生か
ら学校生活に入る前に心がけることの講話，③表現・コミュニケーション能力向上ゲーム，
④自分史年表の作成である．担当教員たちは，何を説明するにも必ず「何が目的なのか，
何故そうなのか」をしっかり伝えることを重視している． 
次に， 4 月の入学式前にオリエンテーションが設定されている．このオリエンテーショ
ンはクラス担任から学生個々が目指す職業につかせることを，そして学生はそのために自
己変革することを双方ともに約束する契約の場だと位置づけている．この日をもって自己
発見期を終え，自己変革期へと入っていく． 
特に，①養成目的（卒業して 3 年後の姿），②教育目標（卒業時の姿），③学則・施行細
則を伝達する．教育システムと学生生活の方法，規則，学生相談室について充分に説明し，
学生が安心して学校生活のスタート切れるようにする機会としている．以下，この 3 つに
ついて述べる． 
①教育システムの説明については，養成目的・教育目標・カリキュラム・学年暦・ 
学年目標・時間割・シラバス体系を中心にポイントを絞りつつ，重要な事に漏れがないよ
うに説明することである．②学生生活の方法・規則の説明については，図書室・各実習室・
事務窓口利用，校舎の休日利用等はシミュレーションや校舎見学を行って具体的に説明す
ることである．③学生相談室については，カウンセラーによる学生相談室の役割・利用時
間等の紹介ツール等を活用して紹介するこというものである． 
 クラス担任は，この日から学校としては，上記①の教育内容について実施することを約
束します．そのかわりに，学生には，②の方法，規則を遵守することを約束してください
と働きかけている．③については，クラス担任以外に，学生一人ひとりに寄り添うことが
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できる専門職として，カウンセラーを紹介し，クラス担任教員以外に個別対応する存在が
いることを伝えている． 
 
2. 授業開始後のプログラム 
授業が開始されると専門科目，教養科目の何より先に 4月上旬に導入教育が開始されるこ 
とになる． 
導入教育とは，新入生の入学から夏期休暇終了までを目安に行われる教育である．導入
教育はⅠ，Ⅱ，Ⅲと連続している．導入教育Ⅰでは，4 月上旬までに実施され①将来の職業
像の明確化（職業人教育への動機付け），②目標を設定する，③仲間を作る，④学習方法の
基礎を知ることの 4 点が目的である．導入教育Ⅱ・Ⅲでは，5 月から 8 月までに実施され「目
的意識と適性の強化」を目的として実施する．入学初期の不安や迷いを乗り越え，学ぶ目
的意識を強化し，目指す方向を明確にしていく． 
次に，導入教育（Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ）の内容である．導入教育の目的のもとに，クラス担任は， 
入学生たちの状況を把握し，想定された新入生クラスの傾向をつかんだ上で，自己変革に
必要なプログラムを企画立案する．導入教育は，原則として入学後の 4 月から 9 月までに 3
回実施することとしている． 
まず，導入教育Ⅰの内容は，①職場見学と振り返りと，②「プロへのビジョン」（成長の 
原則：セルフマネジメントワークショップ），③自分史作成（自己理解ワーク），④アイス
ブレイクやイニシアチブゲームなどのコミュニケーションゲーム，⑤学習習慣法である． 
以下，この 5 つについて述べる． 
①職場見学実習については，現場の人たちに，まずは仕事の楽しさを教えてもらい，そ
の次にその仕事に就くために必要な努力を伝えてもらい，学生たちが意欲を持続できるよ
う留意している．②「プロへのビジョン」成長の原則については，目的，目標を持って始
めること，気づき自分を変えること，良い習慣を持ち持続させることの 3 点を重視するこ
とを説明し，1 年後の目標とすることを促している．③自分史作成については，自分の過去
に現在の進路を選択した理由が必ずあるとして，過去の自分の経験と現在の自分をつなげ
るように支援している．④アイスブレイクやイニシアチブゲームについては，仲間を作る
ことに留意している．⑤学習習慣法については，授業プリントや小テストのファイリング
方法や効果的な暗記術を伝えている． 
これらの過程でのクラス担任の重要な役割としては，①導入教育の理解の促進，②欠席者 
フォロー，③評価の 3 つがある．以下この 3 つについて説明する． 
①導入教育の理解については，入学前教育から継続的に行われる導入教育の一連の動機
付けプロセス（オリエンテーション・ガイダンス，導入教育Ⅰ，導入教育Ⅱ，導入教育Ⅲ）
を原則として，それぞれの教育プログラムを実施する前に入学生がプログラムのつながり
について理解するよう促す（図 3-1）．②欠席者フォローについては，導入教育Ⅰの欠席者
には欠席理由を確認した上で，後日同等のプログラムを別途実施する．この欠席者の中に
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は入学辞退（または退学）を家族と話し合っている場合がある．また，集団になじめない
学生も休むことがあるので，適切な見極めとフォローが必要である．③評価については，
導入研修Ⅰの『評価』は実施後の学生の振り返りシートや開講後の授業出席率を用いて問
題発見・機会発見をおこなう． 
 
 
図 3-1 導入教育Ⅰフローの概略 Y 専門学校の教育資料から引用 
 
次に，導入教育Ⅱ，Ⅲの内容については，前述の通り目的意識と適性の強化を目的とし， 
目的意識の強化としては，業界グループ研究，適性の強化としては，キャリア教育として
社会人基礎力ワークショップを行っている．業界グループ研究では，4,5 人の新入生でグル
ープになり，目指す業界の動向の調査研究を行い，業界人をゲストに招き講評してもらう．
社会人基礎力ワークショップでは，目指す業界に必要な基礎力を学科ごとで抽出し，専任
教員がそのワークショップをおこなう． 
これらの過程でのクラス担任の役割としては，①導入教育Ⅱ，Ⅲの目標・目的の確認と， 
②導入教育の総括の 2 つがある．①導入教育Ⅱ，Ⅲの目標・目的の確認については，導入
教育Ⅰで明確化した将来の職業像と設定した目標を思い出し，強化定着するよう促すこと
である．②導入教育の総括については，半年間に計画した導入教育のすべてが終了した後
に参加率，実施後の授業出席率，参加学生アンケート結果の分析をもとに，問題発見・機
会発見を次年度の立案に活かすようにすることである． 
 
4. 外部専門機関（特定非営利活動法人 キズキ共育塾）13）とのかかわり   
 Y 専門学校の学業定着施策は，特定非営利活動法人キズキと連携して実施している．特定 
非営利活動法人キズキ，キズキ共育塾の活動は，学習支援事業として 2011 年に開始された．
代表者は理事長である安田祐輔氏である．安田氏は，1983 年，神奈川県横浜市に生まれ，
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ICU（国際基督教大学）教養学部国際関係学科卒．在学中にイスラエル・パレスチナで平
和構築関連の NGO を組織した後，一時大学を休学しルーマニアの研究機関に勤務．主に
紛争解決に向けたワークショップのコーディネートなどをおこなう．帰国後は，在学中か
ら卒業後に至るまで，バングラデシュの娼婦街にて現地の学生，NGO と協力してドキュ
メンタリー映画を製作（現在は編集作業中）．2009 年からは日本に在住し，総合商社にて
油田権益投資に関わった後，2011 年 NPO 法人キズキを設立した．現在の構成員は 70 名
（アルバイト・インターン含む）で若年者就労支援や社会参加促進プログラムの他事業も
展開している． 
なお，表 3-4 がキズキの事業概要である．事業②が専門学校の基礎学力向上施策に該当
する．ここに成果として特質すべき記載があるので以下に抽出する． 
ある専門学校で学習センターを開設する前の 2011（平成 23）年に，入学生のパーソナル
アンケート上で「意欲の低下」があるもののうち 41.5%が年度末までに中途退学に至って
いたが，2012（平成 24）年には，それが 14.5%になり，2013 年には 1.4%になった． 
とある． 
（1） ミッションと組織 
1）ミッション 
  代表の安田は，事業の方針とミッションについて以下のように言っている． 
まず，「不登校などの多様な背景を抱えた生徒一人ひとりの心に寄り添った指導をするこ
とを特徴としている．生徒一人ひとりに対応するために，授業は個別指導が中心であり，
それぞれの状況に合わせて授業の内容や進度を調整する．また講師の多くは，かつて不登
校や引きこもりだった経験があり，そのため生徒の悩みや疑問に対して共感し，じっくり
向き合うことに心がけている．」という． 
さらに，「何かにつまずいたら，やり直せばよいのです．やり直せば良いと思えることが
大切なことなのです．やり直すことの大切さなのです．それでも日本はやり直しが利かな
い社会だと指摘されることが多いです．しかし，われわれは何度でもやり直せる社会にな
ることに貢献していくつもりです． 
以上，多様な背景を抱えた生徒に対する一人ひとりの応じた学習支援が方針であること
がわかる． 
キズキのミッションは，そういう生徒も「何度でもやり直せる社会を作る」である． 
2）講師配置とサポート体制 
月曜から金曜日までの授業が終了した 15:00～18:00 の時間の 1 時間程度，学生 4~5 人に講
師１人体制，学習指導コーディネータ 1 名で運営する． 
 
表 3-4 特定非営利活動法人キズキの事業概要 
NO 事業種類 概要 
事業① 学習教室事業 2011 年 8 月より，「何度でもやり直せる社会を作る」ための第 1 歩 
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として不登校・引きこもり・中途退学経験者のための塾「キズキ共育塾」 
を設立した．現在入塾者 140 人で学習面・メンタル面の両面から生 
徒の自立を支援している． 
事業② 中途退学予防のための基礎
学 
力支援事業 
2012 年 7 月より，キズキ共育塾で培った「困難を抱える若者を支援 
するノウハウ」を生かしてさらに多くの若者を支援するために「中 
退予防事業」を開始した． 
学習意欲と中途退学には密接な関係があると指摘する．（中退白書 
2010 チェック）大学・専門学校内に「学習支援センター」を開設． 
基礎学力支援のプロであるキズキの講師を派遣している．少人数の 
クラスで文章作成・数学などの基礎学力支援を行い，入学したもの 
の基礎学力不足により授業についていけず，中途退学の危機にある学生の
ドロップアウトを予防している．ある専門学校で学習センターを開設する
前の 2011 年に，入学生のパーソナルアンケート上で学習意欲の低下がある
もののうち 41.5%が年度末までに中途退学に至っていたが，2012 年には，
それが 14.5%になり，2013 年には 1.4%になった． 
事業③ フリースペース・社会参 
加プログラム 
特に①の通学者の方々に対して学習支援に並行して行っている．フ 
リースペースは来所者同士の自由な会話や自習の場として使用して 
いる．現在 5 名の方が使用中である． 
社会参加プログラムには PC スキル講座，文章作成講座，ボランテ 
ィア活動，スポーツ教室，遠足を開催している． 
事業④ 若年者就労支援事業・あ 
んだんて 
新宿区内在住者の若者とその家族の相談窓口運営を公益財団法人新宿区勤
労者・仕事支援センターより依頼を受け実施している．就労までのおもな
流れは,コミュニケーションに苦手意識のある方々に,①グループワーク
（企業へのあいさつ，マナー等），②企業訪問，③インターンシップの手
順で体験を行い④就業や進学につなげている．主な実施プログラムは SST
（ソーシャルスキルトレーニングと心理カウンセリング，発達障害に関す
るセミナー，高等学校卒業程度認定試験（旧大学入学資格検定）合格のた
めの学習支援を展開している．2014 年 4 月～6 月（2 ヶ月）にて相談 36 回，
支援プログラム 45 回が実施されている． 
出所：NPO キズキ,2013（2013/07/01~2014/06/30）事業報告書：1-10. 
 
（2）学習支援事業内容と特徴 
1）工程と内容 
 表 3-5 の通り，授業が終了した 15:00～18:00 の時間の 1 時間程度にて，高校普通教育レ
ベル以下の作文指導をしている．作文指導は，枠組み→肉付け→並べ替えの成熟を，目指
し週 1 回 1 時間を 8 週に渡って行い，テーマの難易度を上げていく方法をとっている．こ
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の方法により，①接続詞の使い方，②書くべことの優先順位の付け方などが，改善されて
いく．そればかりでなく，学生の個人差はあるものの，日本語文法については，「３つ以上
のものを列挙する際のポイント」，「主語・述語の関係に気をつけること」，「句点は意味の
切れ目につけること」等の 3 点についても改善が見られた．たとえば，新聞記事について
意見を求めると,ただの文章の羅列ではなく，「結論→論拠→具体例→まとめ」などの論理構
成のある文章を書けるようになるというものである． 
 
表 3-5 特定非営利活動法人キズキの基礎学力向上施策の工程 
時間 講師の動き 学生の動き 専門学校教員の動
き 
15：00～18：00 の
間の 1 時間 
学生一人ひとりの 1 週間の学習 
ポートフォリオを確認し，コメ 
ントをする． 
 
1．本日のテーマを黒板に版書す
る． 
テーマ例 
①自分の所属学科を説明してく
ださい， 
②目指す仕事を説明してくださ
い等 
（8 回にわたり，テーマをステッ
プアップ方式で難易度を上げ
ていく） 
 
2．学生皆で作文の構成を考えさ
せる． 
テーマに沿った作文を書くに
はどのような要素が必要なの
かを問い，出た意見を版書す
る． 
 
 
3．作文の構成要素が大体出尽く
したら，その要素から自分で
いくつか選択し各要素に文章
週間の学習ポートフォリオを
提出する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
1．テーマに沿った作文を書く
にはどのような要素が必要
なのかを答える．  
 
 
 
2．自分でいくつか選択し各要
素に文章を肉付けしてい
く． 
 
 
3．並べ替えて完成させる．  
 
授業見学としてク
ラス担任が授業に
入ることがある． 
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を肉付けしていくよう指示す
る． 
4．最後に適切な順番に並べ替え
するよう指示する． 
 
  
19:00～19:30 対象学生に対するスタッフ間
の情報共有 
 対象学生に対する
スタッフ間の情報
共有 
 
（3）参加学生の概要 
1 年生対象で，学校・学科の都合により，入学前の数週間前から，入学後 2 ヶ月後の間で 
開始している． 
（4）参加した学生から反応 
  コーディネート教員より，参加学生が受講後の感想を語った映像と振り返りコメン
ト 14）を見せてもらうことができた． 
  以下に代表的な学生の感想を記載する． 
  A さん「レポート課題を書くときに学習支援センターで習った書き方を実践したら書け
た．」 
B さん「学習支援センターに来るのが楽しくなった．」， 
C さん「文章の書き方を習ったことがなかったので良かった．」 
受講した学生たちは，文章の書き方を修得できたことを良かったと感じたり，楽しさを
覚えたりしていた． 
（5）課題 
1）支援上の課題  
理解力の低い学生の伸びに課題がある．成功パターンは，担任教員とリレーションがで
きたことと，作文力が向上したこと，居場所作りになったことである．対象学校の各学科
の導入教育プログラムフローにしっかりと位置づけることが課題である．やはり，早い時
期からの介入が必要であり，養成目的が明確な専門学校であるならば，入学前にプレスメ
ントテストを行い，入学前からの専門学校レベル準備教育を開始することと，さらには高
校と接続することが必要である． 
2）運営上の課題 
現在，専門学校 9 校，大学 1 校にて，学習支援授業の実施とそのコンサルティングを実
施している．全体的に専門学校も大学も他機関と連携するという意識は薄いが，少しずつ
契約法人が増えてきている現状である．法人と結んでも, いざ学校現場に行き学生状況の把
握のために授業を見学させていただこうとしても，各クラス担任は，「私の授業は結構です」
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という先生が多い．授業がまだ公開されることに慣れていないのである．よって，公開授
業などの教授力開発プログラムの必要性があると考えられる． 
 
5．第 3 節のまとめ 
 本節の事例の特徴は，教育系 NPO との連携の形を例示できることと，学生の作文力の育 
成を重視している 2 点であった．まず，教育系 NPO との連携については教育系 NPO が， 
不登校の高校生や引きこもりがちな大学浪人生対象に学習支援していたところに専門学校 
側が協力を依頼したケースである．それまで専門学校の教員たちは，補習と称してクラス 
担任が中心に，専門学校レベル以前の基礎知識についてドリル演習などを通じて支援して 
いたが，なかなかやり切れずにいた．その後契約を交わし連携関係はスタートした． 
本節では専門学校と教育系 NPO との連携というひとつの連携ケースの形を示すことがで 
きた．  
 次に，学生の作文力の育成を重視した点については，学生の反応を聴いたところ対象学 
生からは好評であり，効果もあげていた．本節の事例は前節同様に，第２章第 2 節であげ 
た専門学校中途退学危険因子の上位 5 つである「意欲の低下」，「成績不良」，「進路変更」， 
「生活習慣の乱れ」，「家庭の影響」のなかで特に「成績不良」対策を中心に取り組んだ例 
である．ここでも再度，第２章第 2 節 4.2.6 の上位 5 つの中途退学危険因子の相関分析を振 
り返ってほしい． 
ここで「成績不良」は唯一他 4 つの危険因子と相関があった．とすれば，上位 5 つの危険 
因子に対応する事例と考えられる． 
 
第 4 節 Z 専門学校と会社法人が連携した学業定着施策 
本節では，Z 専門学校の入学登録から導入教育の概要と会社法人とのかかわりについて述 
べる．なお，本事例の特徴は会社法人と連携する形を例示できることと聴く力と読む力を
育成することを重視しているという 2 点である． 
さて，Z 専門学校では，クラス担任制をとっている．クラス担任は，学生の強みと学習計
画を開発し，評価のフィードバックを提供しながら必要な学習資源を提供するメンターと
して機能している（第５章にてアメリカと比較）．専門科目の難解な部分のフォローは，科
目講師が補習という形を取りながらチューターとして機能している．その新 1 年生のクラ
ス担任が，所属学科の他の教員や専従カウンセラーと共同しながら以下進めている． 
Z 専門学校は，ここ数年の中途退学平均率は，3%台である．そのうち登録販売者学科は，
中途退学率は，26 年度 0%であった．登録販売者学科の学業定着施策としては，キャリア教
育と学習技術，基礎学力向上の 3 つを実施しており，入学登録後からすぐに実施する．そ
れは，在学期間に「働きながら学ぶ」教育システムを取り入れているためである．また，
基礎学力向上支援は，登録販売者学科を学内のモデルケースとして会社法人立のスタディ
レボリューション（3 にて後述する）と連携して施策を講じている．一連の学業定着施策の
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最終目的は①目的意識に沿った意欲の向上と，②「成績不良」の解消を目指すことで中途
退学防止をおこなうこととしている． 
 
1．入学登録から授業開始前のプログラム 
まず，Z 専門学校は入学登録から授業開始前のプログラムとして，入学前教育の一環とし
て実施している「働きながら学ぶセミナー」において，薬業業界人として必要なサービス
マインドや，チームワーク，職業倫理，コミュニケーション，マナーについて学び，「キャ
リア形成」を始めていく．自分が目指す「夢」を明確にして行きながら，やる気を徐々に
高めて行けるよう，ワークショップを取り入れた計６回の入学前プログラムを開催する．
このセミナーは，「働きながら学ぶセミナープログラム」と称し，6 つの到達目標を設定し
ている．①「業界」を知る，②「職種（仕事）」を知る，③「働きながら学ぶ」を知る，④
就職活動基礎スキルの修得，⑤相互支援的環境の形成，⑥学校への信頼の形成である．表
3-6 がそのプログラムの一覧である． 
  プログラムを通して一貫した教員の留意点は，「働くことの面白さを伝える」「したいこ
ととできることの一致」としている．また，事前課題と実施後の振り返りシートの作成を
重視し，各自学生のポートフォリオとして，後の学習に活用している． 
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表 3-6「働きながら学ぶ」セミナープログラム一覧 
 
Z 専門学校登録販売者学科の教育資料から引用 
 
回数 日程 テーマ 目的 内容
医療という世界に必要なサービス
マインドを身につけるために必要
な行動や意識を見つける
なぜサービスマインドは必要なのか？
①医療の世界で働いている人の共通している事を理解する
【患者さんのため・人の役に立ちたい】⇒みんな共通している
②病院に来る患者さんはどんな気持ちでいるのか、薬を買いに来
るお客さまはどのような気持ちでいるのかを考える。
③②で自分が考えた気持ちを、グループで出し合い、サービスマ
インドとは何か、サービスマインドに必要な行動・意識・力は何か
を自分たちで見つけて、これから実行する意識を持つ★グループ
ワーク＆発表
2 12月 「医療」という世界を知るⅡ
医療という世界に必要なチーム
ワークを身につけるために必要な
行動や意識を見つける
なぜチームワークは必要なのか？
①医療の世界で働いている人に共通している思いを理解する・・・何の
ために医療の世界にいるの？
【患者さんのため・人の役に立ちたい】⇒みんな共通している気持ち・思
い
②共通した思いを持っているが、職種によって役割がある事を理解する
【例：医師・看護師・薬剤師・医療事務・登録販売者・医療保育士】
③役割は違っても、同じ思いで仕事を円滑に行うために必要なのは、
チームワークである。では、チームワークとは何か、チームワークに必
要な行動・意識・力は何かを自分たちで見つけて、これから実行する意
識を持つ。★グループワーク＆発表
1 10月 「医療」という世界を知るⅠ
3 1月
私達が目指す職種を知るⅠ
社会人としての倫理と心得
①社会人としての倫理を知る。
②仕事内容を知る。
③なぜリクルートスタイルをする
のかを理解する。
社会人の行動として良い事と悪いことの区別を事例を元
に指導。倫理感を持って実務実習に出れるように動機付
けする。
職種と仕事シート作成⇒在校生から職種別に仕事の内
容を聞いて、ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱでの仕事内容、調剤薬局事務の
仕事内容を理解する⇒登録販売者実務実習への動機付
けとする。
リクルートスタイルの意味を理解する。
4 2月
私達が目指す職種を知るⅡ
医療人としての心得
①医療人として現場で必要なコ
ミュニケーション方法を知る。
②個別面談
（年末までの合格者対象）
医療人として患者さま・お客さま第一に考える事が出来る
医療人としての自覚を持ち、必要な技術としてコミュニ
ケーション方法を学び実践する。
コミュニケーション力・・・笑顔、あいさつ、返事、聴く・見
る・感じる
5 3月 働きながら学ぶ流れを知るⅠ
①リクルートメイク講座・・・好印象
を与えるメイクを学ぶ
②「働く」とは何か、単なるアルバ
イトと違う、デュアル実習とは何
か？＋報告・連絡・相談の習得
①アルバイト面接・企業説明会＆面接会への準備とし
て、リクルートスタイルの第２弾。好印象のメイクの基本を
学ぶ。
②単なるアルバイトではなく、単位と収入が得られ、将来
の仕事として目指している現場での就労ということを理解
し、学びの場である事をしっかり理解する。＋報告・連絡・
相談を身につける。
6 3月 働きながら学ぶ流れを知るⅡ
①社会人マナーの第一歩を学ぶ
②薬業業界で求められる人財像
（登録販売者）を知り、将来像を明
確にする。
③個別面談
（年明けの合格対象者）
①午後の業界講演を前に必要最低限の社会人マナーを
学び、恥ずかしくない立ち振る舞いができるようになる。
また、５月末の登録販売者実習面接会へ向けて社会人
マナー講座授業をスタートする。
②ドラックストア人事部の方から「これから薬業界で求め
られる登録販売者の質は何か？」と企業説明をいただ
き、自分が目指す資格と埃を明確にして、４月から勢いよ
くスタートさせる。
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3．授業開始後のプログラム 
Z 専門学校では，授業を開始してはじめの授業が 4 月上旬に行われる導入教育Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ
である．これらは，プロの職業人になる上でのルール，養成目的，相互支援，学習方法を
学び，夢・目標を実現していく上での方法論を学ぶことでキャリア設計を進めていく．こ
の期間では，常に導入教育の 3 つの要素として学科が位置づけている①導入教育の目的，
②学生便覧，③入学前に行った働きながら学ぶセミナーの振り返りについて確認しながら
すすめる．9 月下旬に行われる導入教育Ⅳは，1 年次 8 月 1 日から開始される登録販売者実
務実習の開始後，初のキャリア設計教育として，学科として非常に重要な位置づけをして
いる．ここから 1 年間かけて，学生たちは，週 3 日程度の範囲で登録販売者実務実習を進
めていく． 
導入教育Ⅳ（9 月）とⅤ（10 月）では，サービスマインド，導入教育Ⅵ（1 月），Ⅶ（3 月）
では，チームワークを主テーマとして学ぶ（表 3-7）．全てのプログラムにおいて，ポート
フォリオファイルを作成して足跡を残しながら，節目ごとに担任教員面談を実施し，自己
肯定感を高めて行けるように指導する．他者と比べることなく過去の自分と比べながら歩
んで行けるように指導する． 
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表 4-7 登録販売者学科導入教育フロー 
 
Z 専門学校登録販売者学科の教育資料から引用 
4月上
旬
4月上
旬
4月上
旬
4月下
旬
5月上
旬
6月中
旬
7月中
旬か
ら下
旬
8月下
旬
9月下
旬
新入
生
オリエ
ンテ
ーシ
ョン
一人
暮ら
しセミ
ナー
導入
教育
Ⅰ
①～
③
入学
式
担任
面談
5月病
シン
ドロー
ム対
策
導入
教育
Ⅱ
実習
面接
企業
確定
面
談
実習
決定
シン
ドロー
ム対
策
導入
教育
Ⅲ
（実習
前教
育）
実習
前教
育
実習
適応
シン
ドロー
ム対
策
登校
日
夏休
みシ
ンドロ
ーム
対策
現場
不満
シン
ドロー
ム対
策
導入
教育
Ⅳ
／国
際教
育
現場
不満
シン
ドロー
ム対
策
基本
的な
学校
ルー
ルを理
解し、
学生
生活
をスム
ー
ズに
スター
トさせ
る事
が出
来る
ように
なる。
目指
す職
業とそ
の職
に就
く為の
成す
べき
事を明
確
にす
る。
結果
として
、自己
肯定
と
承認
を行わ
させる
。
※３つ
の要
素は
導入
Ⅰも
しくは
Ⅱで
実施
の事
キャリ
ア設
計に
向け
、
将来
像に
対す
る好
奇心
・
関心
を高め
る。
※内
発的
動機
付け
　⇒内
から生
まれ
る
　　動
機の
強化
学生
のキ
ャリア
設計
継続
の障
害とな
る要
素を取
り
除く。
入学
１ヶ月
を振り
返らせ
、
改め
て自
己肯
定と承
認を
行わ
させる
。
※３つ
の要
素
①コミ
ュニケ
ーショ
ン技
法
を学び
、チー
ムワ
ーク力
を
養う。
また下
半期
での
国
語力
向上
寺子
屋へ
つな
げる。 ②登
録販
売者
実務
実習
へ出
る為
の実
習前
講座
を
行う。
長期
の現
場実
習に
出て
働い
てい
く上で
「現場
力
＝サ
ービス
マイン
ド・チ
ー
ムワ
ーク」
を身に
付け
てい
く。倫
理とモ
ラルを
学び
、
その
上で
セル
フマネ
ジメ
ントの
大切
さを知
り、実
習
へ出
る。
実習
が始
まって
1ヶ月
目
の実
習適
応状
況の
把握
と
実習
振り返
り（ポ
ートフ
ォ
リオ）
を行な
い、次
月か
ら
の実
習目
標を設
定す
る。
①第
１期の
目標
が達
成出
来て
いるか
のポ
ートフ
ォリ
オを行
い、気
付き
を得る
。
さらに
自己
理解
・自己
管
理能
力に
研き
をかけ
る
②学
生の
キャリ
ア設
計継
続の
障害
となる
要素
を取
り除く
。
③海
外研
修に
向け
ての
動機
付け
。
項　目 目　的日　程 クォー
ター
1Q
２Q
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3.1 外部専門機関とのかかわり 
  Z 専門学校の学業定着施策は会社法人のスタディレボリューションと連携して実施して
いる．Z 専門学校の活動は，学習能力開発と実践を目的に 2008 年に開始された．代表者は
田苗真也氏である．田苗氏は 2004 年東京大学入学後に塾講師，家庭教師，小学校の主任学
習指導員，児童館臨時職員，発達障害児の介助指導員を経て，2007 年新たな内容を学び取
る力として「学習力」を提唱し，学習力セミナー・学習力テストを開始する．卒業後 2008
年に（株） スタディレボリューションを設立し，同社にて代表取締役社長に就任した．以
降，学習塾経営（全 5 教室）・指導法開発に集中後，現在，専門学校 2 校にて学習支援を実
施中である．その他に，小学校，幼稚園，保育園においても展開中である． 
なお，従業員は正社員 6 名，非常勤講師 24 名の計 30 名で，講師のほとんどはフリーラ
ンスである．資本金は 1,000,000 円である． 
（1）ミッションと組織 
1）ミッション 
田苗は，会社設立時の事業方針とミッションについて次のようにいっている． 
「受講生が，授業がわかるように，聴いた内容・読んだ内容がわかるように，自ら学習
できるようになってほしいのです．親が勉強しなさいと言わなくても自分自身に必要な事
柄について子ども自らが学習を進められるようになってほしい．これが会社を興したスタ
ート時の思いです．聴いた内容を 100%理解できれば学習能力が高まるのです．それができ
る社会にしたいのです．」 
スタディレボリューションのミッションは，すべての子どもたちが自分自身に必要な事
柄を学び取ることのできる社会の実現に貢献することである． 
スタディレボリューションでは，新しい事柄を学び取るために必要な力である「学習能
力」について，脳科学や言語学などの観点から，学習能力を細分化し段階的にとらえるこ
とにより，強化できるプログラムの開発と実践を行っている． 
2）講師配置とサポート体制： 
 専門学校医療系学科１年生 35 人に対して講師 1 名を派遣する．対象学生に対するスタッ 
フ間の情報共有は，その日の演習終了ごとに担当講師と専門学校クラス担任，学科長と行 
っている． 
（2）学習支援事業（寺子屋）内容と特徴 
1）工程と内容 
Z 専門学校では，基礎学力向上施策を「寺子屋」と称している． 
4 月にプレスメントテストをおこなう．課題文章を読んで，意味の塊でどれだけ切れるか，
つなげられるか，耳の記憶力はどうか，500 点または 1000 点満点でおこなう．500 点満点
の場合は 200 点以下が，1000 点満点の場合は 400 点以下が授業で寝てしまう場合が多いこ
とがわかっている． 
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次に，5 月 GW 以降，聴いたものを書く．日常会話レベル→参考書→医療専門書から→国
家試験問題レベルとステップアップしていきながら，12 回授業をおこなう．時間は 16：30
～19：00 で，ゲーム形式でおこなう．4~5 人でチームを作り，皆おなじように切れるまで
話あわせるチーム戦をおこなう．12 回の内の 8 回は全員で行い，後の 4 回は，苦手な学生
10 人に限定し，参考書から知識を 100 個とって「～は～だ．」を聞き書きする（表 4-8）． 
成果については，平成 26 年 11 月中旬に実施した国語力検査の結果(2 回目)は，1 回目の 4
月の結果と比較して大幅に点数がアップした（図 4-2）．「寺子屋」実施後のアンケート調査
では，多くの学生から，文章を読むことに対し「望ましい変化」があったという回答が得
られている（図 4-3）． 
 
表 4-8 スタディレボリューション基礎学力向上施策の工程 
時間 講師の動き 学生の動き 専門学校教員の動き 
16：30～19：
00 
1．文章を練習問題プリントとして配布す
る． 
（12 回にわたり，①日常会話レベル②参
考書③医療専門書④国家試験問題レベ
ルまでステップアップ方式で導く） 
 
2．個人ごとで聴いた内容について「～は
～だ」の形で箇条書きに書いていくよ
う学生に指示する． 
 
 
 
3．次に 4～5 人のチームを組ませ，チー
ムメンバーが皆おなじように「～は～
だ」の形に切れるまで話あうことを指
示する． 
 
 
4．グループを回り，必要なチェックと支
援をおこなう．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1．個人ごとで聴いた内容につい
て「～は～だ」の形で箇条書き
にいくつも分けて書いていく． 
 
 
 
2．編成したチームで各チームメ
ンバーが皆おなじように「～は
～だ」の形に切れるまで話し合
う． 
 
3．できたらチームごとに講師の
チェックを受け終了する． 
 
19:00～19:30 対象学生に対するスタッフ間の情報共有  対象学生に対するス 
タッフ間の情報共有 
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田苗の語りから，学業定着対策の目的と方法の論理を構築すると，聴く力を鍛えるアプ
ローチと，読む力を鍛えるアプローチの 2 つがあげられる．以下，この 2 つについて，説
明する． 
ひとつめの聴く力を鍛えるアプローチには 2 種類ある．①「聴覚優先度」を高めることと， 
1 
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複数回答 
図 4-2 国語の成績結果 
出所：高玉 2015「学生の低学力講座『寺子屋』」滋慶教育科学学会誌.Vol.11（印刷中） 
 
 
 
 
図 4-3 寺子屋実施後のアンケート「寺子屋の指導がどういう場面で生きているか？」 
出所：高玉 2015「学生の低学力講座『寺子屋』」滋慶教育科学学会誌.Vol.11（印刷中） 
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②「耳記憶力」を向上させることである．①については，人は視覚から情報をとろうとす
ることが多い．それを聴覚優先にすることである．②については，講義を聞いている間， 
テーマを保持し続けることである．これができるということは，脳細胞が活性化され続け
ているということであり，授業で聴いたことをつなげているということでもある．  
たとえば，授業中に「実は，○○」と教員がいったら，その後もしばらく「実は，○○」 
といったことを覚えているということは，脳細胞が活性化し続けている証拠であるので，
これは脳科学に基づいた学習法であると考える． 
2 つめの読む力を鍛えるアプローチについては，「言語理解力」を向上させることである． 
それは，意味の塊の理解を促進するために，文章を意味の塊ごとに，ばらばらにすること
である．具体的には，意味のつながりの理解を促進するために，ざっと読んで意味がわか
らなくても○が○なのだなとつなげられて，調べればよい．「犬が走る」は，すぐ理解でき
るが，「（難語）が（難語）した」となるとわからない，もうだめだとなる．しかし，○が
難解な言葉でも問題はない．D は/A が/B するのを/E したという文法型を知ることである．
主語と述語を把握することと，助詞に注目することと，つまり，語彙読みでなく文法読み
が大切なのである．それによって，文法読みができれば，知らない単語があっても読める
ということを理解することができるからである． 
（3）参加学生の概要 
登録販売者科１年生 35 人． 
（4）参加学生の反応 
 Z 専門学校では，参加学生の学習支援実施後のアンケートが集計されており，それを用い 
て述べる． 
図 4-3 のアンケート結果から「登録販売者試験に有効である」14 名，「他の授業に有効であ
る」11 名，「レポート作成時に有効である」11 名の順で多かった． 
（5）課題 
1）支援上の課題 
読む力は良いが聴く力の場合，差がある場合は運営が難しい． 
2）運営上の課題 
今のところ特にないが，しいて言えば，教育人材の育成である． 
 
5．第 4 節のまとめ 
 本節の事例の特徴は，教育系会社法人との連携の形を例示できることと，学生の聴く力 
と読む力の育成を重視している 2 点であった． 
まず，会社法人との連携については，会社法人が武蔵野市の小学生対象に学習支援してい 
たところに専門学校側が協力を依頼したケースである．それまで専門学校の教員たちは， 
補習と称してクラス担任が中心に，専門学校レベル以前の基礎知識についてドリル演習な 
どを通じて支援していたが，登録販売者の合格率が年々少しずつ下がっていた．その後， 
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契約を交わし連携関係はスタートした．本節でも専門学校と教育系会社法人との連携とい 
うひとつの形を示すことができた．  
 次に，学生の聴く力と読む力の育成を重視した点については，学生の反応のアンケート 
結果を聴いたところ対象学生からは好評であり，効果もあげていた．本節の事例は 2 節と 3 
節同様に，第２章第 2 節であげた専門学校中途退学危険因子の上位 5 つである「意欲の低 
下」，「成績不良」，「進路変更」，「生活習慣の乱れ」，「家庭の影響」のなかで特に「成績不 
良」対策を中心に取り組んだ例である．ここでも再度，第２章第 2 節 4.2.6 の上位 5 つの中 
途退学危険因子の相関分析を振り返ってほしい．ここで「成績不良」は唯一他 4 つの危険 
因子と相関があった．とすれば，上位 5 つの危険因子に対応する事例と考えられる． 
 
第 4 節 本章のまとめ 
  本章では，日本の専門学校における先駆的な学業定着施策を述べてきた． 
  以下，3 つの事例を横断的に鳥瞰して分析をまとめてみよう． 
X 専門学校では，クラス担任教員のほぼすべてが，学科の科目講師であることから，学
生の強みと学習計画を開発し，評価のフィードバックを提供しながら必要な学習資源を提
供するメンターや，科目の難解な部分の理解を支援するチューターともにクラス担任が担
っていた．しかし，専門学校レベルに学力を到達させるための学習計画開発は，地域の教
育指導主事チームに依頼し，連携している． Y 専門学校，Z 専門学校では，メンターをク
ラス担任が担い，チューターは，補習で科目講師が兼務しながら，やはり，専門学校レベ
ルに学力を到達させるための学習計画開発は，それぞれ，キズキ共育塾，スタディレボリ
ューションに依頼し，連携している．  
 つまり，先駆的に中途退学予防を行っている 3 専門学校は共通に，専門学校レベルに学
力を到達させるための学習計画開発機能を第 3 者団体に依頼しているのである． 
 続けて，学習計画開発の具体的な方法については，X 専門学校では，質問をする力，Y 専
門学校では，作文する力，Z 専門学校では，聴く力，読む力を重視しながら学業定着を促進
し効果をあげていた．言い換えれば，これらすべては学習技術ともいえる．このことから
高校までに学力を上げるための効果的な学習技術を修得していない入学生がおり，この指
導は，専門学校の教員には荷が重いことが示唆される． 
 最後に，入学前から導入教育までのプログラムの立て方について振り返って，表 4-9 にキ
ーワードをあげてみた．すると，入学前教育と入学後の導入教育において，3 校が共通のも
のは，学習技術と，高校までの基礎学力，クラス・仲間作りとなった．やはり，２章の第 2
節で明らかにした専門学校中途退学理由の上位の「成績不良」と 2 つ（学習技術と，高校
までの基礎学力）が特に関連があることがわかる． 
よって，本章であげた先駆的な 3 校の教員たちは，新入生に入学登録から導入教育を実
施する中で，「成績不良」が予想される学生に対しては，特に教員自身が苦手とする学習技
術に関する対策を外部専門機関に依頼して指導することで，中途退学率を下げていること
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が示唆される．とすれば，このことに集中的に対策を打つことができれば，飛躍的に中途
退学率を下げることができるという見方ができる． 
 以上のことから，専門学校には，「成績不良」が予想される学生には，導入教育期までに
専門学校レベルに学力を到達させるために，学習技術の開発を行えるメンター機能が，必
要であるといえる． 
 本章によって明らかにしたように，新入生に入学登録から導入教育を実施する中で，「成
績不良」に対策を打つことで中途退学率を下げることができれば，教育の向上だけでなく
若年者雇用問題に対する積極的労働政策にもつながる可能性が高くなった．第２章第 1 節 4
で若者の雇用はフレキシブルな生涯学習型の「教育重視」モデルへシフトしていることに
触れた．第２章第 1 節 5，6 で専門学校制度は現在，専門人材とセーフティネット追求期で
あることを述べた．よって，「成績不良」対策は，若年者の雇用をめぐる状況が悪化してい
る現代で，若年者の社会と職業への移行，失業後あるいは大学，短大退学後の進路変更に
よる再チャレンジのために有効な準備機関として期待できそうである．さらに中途退学予
防施策で先行するアメリカ調査分析については５章で述べることにする． 
 
表 4-9 X 校，Y 校，Z 校の入学前教育と導入教育におけるキーワードの比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
学校名 入学前教育 導入教育 
X 専門学校 過去の自分と現在の自分をつなげる私マッ
プの作成， 
安心安全の場となれるクラス作り 
学習技術，高校までの基礎学力， 
安心安全の場となれるクラス作り 
Y 専門学校 相互支援的集団形成，目的と適性の強化 将来の目標の明確化，仲間作り，学習習慣法（※
学習技術と同義），高校までの基礎学力 
Z 専門学校 業界や目指す職種の知識，就職活動スキル教
育，相互支援的環境の形成，学校への信頼の
形成 
学校生活のルール，相互支援的環境の形成，学習
技術，高校までの基礎学力 
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第４章 アメリカにおける中途退学危険因子とその対策の動向 
第２章で日本の専門学校の中途退学危険因子として，学内領域では，「意欲の低下」「成
績不良」「進路変更」の項目が上位 1，2，3 位で，学外領域では，「生活習慣の乱れ」「家庭
の影響」が，1，2 位であった．すなわち，この 5 つが学内・学外領域の両方に渡って 1 か
ら 5 位を占めた．また，この 1 位から 5 位の危険因子は相関があり，中でも「成績不良」
は他の 4 つすべての危険因子と相関があったので最優先で対応する必要がある．この危険
因子の分類をアメリカのハイスクールとコミュニティカレッジ，大学での上位の危険因子
と比べると，概して異質なものではなく基本的枠組みでは共通しており，その中で細かく
分けられたものだと考えられる．このことはまた本章のまとめで扱うことにする． 
次に第３章では，日本の専門学校において，入学登録から導入教育の期間に外部専門機
関と連携しながら先駆的に学業定着施策を実施している 3 専門学校の事例を分析した．そ
の結果，3 専門学校に共通して学習技術，高校までの基礎学力，クラス・仲間作りの 3 つに
注力していることが明らかになり，そのうちの 2 つ（学習技術，高校までの基礎学力）は
「成績不良」に関係の強いものであった． 
さて，以上の成果をふまえてアメリカとの比較を試みたい． 
はじめに日本の専門学校と比較するためにはどの学校種を対象に調査すればよいのか限
定する必要がある．そこで第 1 節では，調査対象として定めた学校種について述べること
にする． 
 
第 1 節 アメリカでの調査対象の学校種について 
 アメリカの中途退学問題は深刻である半面，その予防のための施策も進んでいる．では
その施策を日本の専門学校と比較するためにはどの学校種を対象に調査すればよいだろう
か． 
まず，はじめに日本の高等教育研究において，よくアメリカの職業教育機関として登場
するコミュニティカレッジを考えてみる．コミュニティカレッジは，あらゆる人種を超え
た学生たちに仕事を準備することによって失業の問題を解決してくれるものと期待されて
きた（鶴田 2012:20）． 
 アメリカのコミュニティカレッジの特徴は，多くは 2 年制のカレッジであって，且つ公
立であるが，一部私立も存在する．そして，その学習はハイ･スクールを卒業したすべての
青年および成人を対象に開かれ，原則として希望者全員入学制で，別名オープンドアカレ
ッジとも呼ばれている．また，授業は昼間･夜間を通して行われ，各種資格取得のための職
業教育コース， 4 年制大学 3 年次への編入コースの 2 つが主である．その他には地域住民
の学習要求にこたえる地域サービスコースや企業の人材養成研修の要求にこたえる企業サ
ービスコースもある．  
 以上の点を日本の専門学校と比較してみると，以下の 5 つの類似点がある．すなわち， 
①2 年制が主流で，②高校を卒業した青年および成人が対象であり，③原則として希望 
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者全員入学制であることと，④また授業は昼間･夜間を通して行われ，⑤各種資格取得のた
めの職業教育コースと，4 年制大学 3 年次への編入コースの 2 つが主であるということであ
る．そのためコミュニティカレッジが比較対象として適当であることは明らかである． 
 次に，調査対象として考えられるものにはアメリカの 4 年制大学がある．しかし，アメ
リカの 4 年制大学の多くはリベラルアーツ（自由技芸）を学ぶもので既存の職業と直結し
て教育をおこなう専門学校とはやや課程が異なっている．それでも日本の専門学校とアメ
リカの大学とを比較する理由はある．それは，日本の専門学校と類似しているコミュニテ
ィカレッジを基点としてアメリカの大学を調べることで，より的確にコミュニティカレッ
ジの中途退学予防施策の特徴をとらえることができるという点である．というのは，コミ
ュニティカレッジでは半数以上の学生が 4 年制大学へ編入を希望し近年さらに編入率 50%
を超えるコミュニティカレッジが増えているからである．とすれば，コミュニティカレッ
ジと大学では学業定着施策は同様なもので継続性があるのかどうか，または異質なもので
あるのかどうか調査分析する必要がある．よって，コミュニティカレッジ調査分析の補足
として本論文の調査対象の 2 つめの学校種としてとりあげた． 
しかし，アメリカのコミュニティカレッジと大学は，以上の比較理由の根拠をあげるこ
とができる反面，すべてが単位制 15）であってクラス担任不在のところなどは日本の専門学
校の特徴と合致していない． 
 そこでさらに，3 つめの学校種としてアメリカのハイスクールと比較することを考えてみ
た．すると，日本の専門学校とハイスクールの類似点としてあげられたのは，時間制やク
ラス担任制を布いているところであった．日本の専門学校での中途退学予防の中心を担う
スタッフは，現状ではクラス担任が中心として想定されることを考えるとアメリカのハイ
スクールを比較対象にすることができる．そうなるとクラス担任制を布くアメリカのハイ
スクールでは，どういう中途退学予防施策が実施されているのかについて興味がわくとこ
ろである．よって，アメリカにおいてクラス担任制を布くハイスクールは本論文の調査対
象にする価値があると考えた． 
 よって，本論文での調査対象は，アメリカのコミュニティカレッジ，大学，ハイスクー
ルの 3 種類に限定することとした 16）．そこで，まず本章では，国策レベルで中途退学予防
施策を展開するアメリカのハイスクール，コミュニティカレッジ，大学における中途退学
危険因子と予防施策についての動向を概観することとした．次の第５章では先駆的なとこ
ろでインタビューした事例を述べることにする． 
 
第 2 節.アメリカのハイスクールの中途退学研究の概観 
アメリカのハイスクールの中途退学研究の概観では，アメリカのハイスクールの中途退
学率を概観した上で，アメリカ教育省が委託した全米中途退学予防センターネットワー
ク 17）が全米レベルで行ったハイスクールでの「中途退学危険因子とその模範的プログラム
に関するテクニカルレポート」18）を概観する．なぜなら，ハイスクールの中途退学危険因
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子においては，特に研究がすすんでおり，中でもこのレポートは近年の成果の中で代表的
なものといえるからである． 
アメリカの中途退学危険因子の分類は日本の中途退学危険因子の分類より精密度が高い
が，危険因子は同様だと考えられる．よって，この分析に依拠することは今後の日本の専
門学校における中途退学危険因子の分類の解決につながると考えられるので，詳しく報告
することとする． 
 
1．アメリカのハイスクールの中途退学率 
 アメリカのハイスクールの中途退学率について The Condition of Education 2012（NCES）
によって，人種，民族性ごとの世帯（家族世帯以外の軍事施設や宗教団体の寄宿舎等含む）
の人口における 16 歳から 24 歳までの若者たちに関する中途退学率の状況が報告されてい
る．アメリカで生まれた生徒の全体中途退学者率は 7.0%であった．アメリカ以外で生まれ
た生徒の全体中途退学者率は 18.0%で，ヒスパニックが 31%と多い．一方，アメリカで生ま
れたヒスパニックは 10%である．移民の識字の問題があると考えられる． 
 
 
図 4-1 
人種，民族性ごとの世帯（家族世帯以外の軍事施設や宗教団体の寄宿舎等含む）の人口に
おける 16 歳から 24 歳までの若者たちに関する中途退学者率の状況：アメリカのコミュニ
ティ調査結果（ACS）2010 ．The Condition of Education 2012MAY 2012,Indicator33:83 より筆者作成 
 
2．アメリカのハイスクールの中途退学危険因子の識別 
2.1 全米中途退学予防センターネットワークの設立 
アメリカには，現在，3,250 の学校（幼稚園から 12 学年(ハイスクール 3 年生)まで）に通
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う 100 万近くの生徒たちに中途退学予防サービスプログラムを届け，中途退学予防をリー
ドする組織がある．それが「学校のコミュニティ」（Communities in schools ：以下 CIS）17）
である．CIS は，若者（幼稚園から 12 学年）にサポートサービスを提供する組織としては，
アメリカ国内で 5 番目に大きな組織である．CIS は，生徒一人ひとりに応じた既存のコミュ
ニティサービスメニューを特定，実行させて生徒やその家族向けにコミュニティの協力を
促進する調整組織である．主に活用するコミュニティサービスメニューとしては，メンタ
リング，チュータリング，健康管理，時間外補習，家族向けカウンセリング，地域内体験
学習がある． 
CIS は，特にハイスクールにおける中途退学危険因子の研究を精査するため，クレムソン
大学でチームを組み，全米中途退学予防センターネットワークを設立し，多要素研究を行
っている． 
2.2 中途退学危険因子の 25 年調査（1980～2005） 
全米中途退学予防センターネットワークによる中途退学に有意な危険因子の識別は，い
くつかのステップによって完成された．はじめは，Education Resources Information Center
（ERIC）に登録されている 1980 年から 2005 年 12 月までの 25 年分の文献が，この問題の
歴史的な考察を手に入れるために再調査された．まずはじめの調査は，再調査のために 3,400
ほどの可能性のある引用論文または要旨を選び出した．続けて重要性と，調査元，資源に
ついて検討され，おおよそ 75 論文を再選考した．その後，調査分析の初期ゴールとして高
校卒業者または高校中途退学者に焦点を絞り込むことにしたところ，44 論文が選ばれた．
さらにそこから，危険因子の大きな動向を調査しやすくするために，中途退学や卒業率を
説明しているものを抽出した．結果，最終的に選ばれたものは，有意な１2 のデータ・ソー
ス（表 4-1 中央列）を活用し分析を行った 21 の研究論文であった（表 4-1 右列）18）． 
 
表 4-1 データ・ソースによる危険因子のための引用文献とデータ収集の時間枠 
データ収集のおよその日付 データ・ソース:図表に関する文献名 引用文献 
ライフコースデータ収集 
1966-1993 シカゴ学校群 Ensminger et al. (1996); Ensminger 
&Slusarcick (1992) 
1970s to 1990s 危険見本 Jimerson et al. (2000) 
1982-1996 ボルチモア学校群 Alexander et al. (2001); Alexander et 
al.(1997) 
他の長期データ収集 
1960s 6学年一団 Lloyd (1978) 
1963-1967 カリフォルニア研究 Elliott & Voss (1974) 
1974 & 1985 カナダ研究（２団体） Janosz et al. (1997) 
1980-1982 高校とそれ以降 Barro & Kolstad (1987); Ekstrom et al. 
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(1986); Wehlage et al. (1986) 
1983-1988 3地域の研究 Cairns et al. (1989) 
1985-86 &1990-91 全米特別教育長期継続研究(NLTS) Wagner et al. (1993) 
1985-1993 シアトル社会開発集団データ Battin-Pearson et al. (2000) 
1988-1990 & 1992 全米教育長期研究(NELS) 1988 Goldschmidt & Wang (1999); Ingels et 
al. (2002); Jordan et al. (1994); Kaufman 
et al. (1992); Rumberger (1995); 
Teachman et al. (1996) 
1991-1995 学校中途退学論証支援プログラム
(SDDAP) 
Gleason & Dynarski (2002) 
資料：Cathy Hammond et al,2007, Dropout Risk Factors and Exemplary Programs  -A Technical report:80 より筆者作成 
 
12 の異なるデータ・ソースから，分析を行った 21 の研究が調査のために識別された．そ
のデータ・ソースおよび 21 の研究のリストを時系列に表 4-1 に示した．表の中で示された
ように，研究は，1960 年代中頃から 1990 年代中頃までに行われたデータ収集を基に，1974
年から 2002 年に公表されたものとなった． 
2-3 抽出された21論文からのハイスクール中途退学者の危険区分と因子の識別 
抽出された21論文からのハイスクール中途退学者の危険区分と因子の識別の選択基準は
以下の通りである， 
はじめに，上記の表4-1右列の21論文とその要旨の調査を行い，続けて重要な危険区分と
因子の識別，さらに研究選択基準を規定した． 
まず，21論文を選択した基準は，①データ源を直接分析したものであって，高校中途退
学者と高校卒業者の比較調査の結果であるもの．さらに②少なくとも2年にわたる時系列デ
ータであり，③30人以上の学生のサンプルの大きさがあるものとした．次に21論文の中か
ら，⑤いくつかの領域（個人，家族，学校，地域）について指標があるものを危険区分と
因子として抽出した．最後に，⑥中途退学者に有意な危険区分の規定および危険因子の規
定を行った（表4-2（1）（2））（Hammond2007:24-25）． 
さて，この表 4-2（1）（2）の 2 つの表に記載されている危険区分と危険因子を参照して
ほしい．日本の先行研究に比べて詳細に分類がされていることがわかる．しかも，個人の
危険因子（1）と家族の危険因子（2）に分けて記載されている．特に危険因子の列で有意
な要因であるデータ源の割合が 50%以上のものにアンダーラインを引いた．すると個人の
危険因子では，「成績不良」，「留年・卒業延期」，「長期欠席」が該当し，家族の危険
因子では，低い経済状況が該当した．なお，このパーセンテージは，抽出された 12 のデー
タ・ソース（表 4-1）のうち，有意な要因としてあげられた数の割合を表している．これら
の危険因子に対するアメリカのハイスクール，コミュニティカレッジおよび大学の施策は
第５章で扱うことにする． 
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では次に，以下にこの危険区分と危険因子について少し詳しく報告することとする． 
 
表 4-2（1） 学校中途退学者の有意な個人の危険因子 
 
資料：Cathy Hammond et al,2007, Dropout Risk Factors and Exemplary Programs  -A Technical report:41 より筆者作成 
 
表 4-2（2） 学校中途退学者の有意な家族の危険因子 
 
資料：Cathy Hammond et al,2007, Dropout Risk Factors and Exemplary Programs  -A Technical report:41.より筆者作成 
危険種類 危険因子
12データ源のうち
有意な要因の数
有意な要因である
データ源の割合
個々の背景特徴
学習障害・情緒
障害を持つ
2 16.7
とても長い労働
時間を持つ
2 16.7
（10代で）親で
あること
3 25
とても危険な仲
間集団を持つ
3 25
とても危険な社
会行動がある
4 33.3
学校外の社会で
非常に活発に行
動する
2 16.7
成績不良 12 100
留年または卒業
延期
7 58.3
長期欠席 6 50
成績不良予測を
持つ
4 33.3
努力不足 2 16.7
学校への低い接
触（出席不良）
5 41.7
課外活動への不
参加
3 25
不良行為 5 41.7
早い時期での攻
撃（暴力行為）
2 16.7
学校でのふるまい
若年での大人とし
ての責任
社会的態度、価値
観、ふるまい
学力成績
学校との結びつき
危険区分 危険因子
12データ源のうち
有意な要因の数
有意な要因である
データ源の割合
低い社会経済状況 10 83.3
高い家族の移動性
（多い引越し）
3 25
親の低い教育レベ
ル（低学歴）
4 33.3
かなりの兄弟数 2 16.7
両方の実の親と住
んでない
3 25
家族混乱 2 16.7
低い教育的期待
（教育無関心）
2 16.7
中途退学した兄弟 3 25
学校への関与不足 2 16.7
学校についての会
話不足
2 16.7
家族背景特徴
家族関与・教育へ
の参加
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3．アメリカのハイスクール中途退学者の有意な危険因子 
3.1 危険区分 
アメリカのハイスクール中途退学者の有意な危険因子は，最終的に生徒個人の危険区分6
つと家族の危険区分2つを併せて8つの要因区分に渡ると整理された．その区分は，生徒個
人」の危険区分が，①個人の背景特徴②若年での大人としての責任③社会的態度，価値観，
行為④学力成績⑤学校との結びつき⑥学校でのふるまいの6つであり，家族の危険区分は，
①家族背景特徴②家族関与・教育への参加の2つであった． 
3.2 危険因子 
（1）生徒個人の危険因子 
以下に，中途退学危険因子と模範的プログラムのテクニカルレポート（以下テクニカル
レポート）と，そこに引用された21の論文（表4-1右列）から，個々の危険因子についてま
とめることとする． 
この危険区分と危険因子の分析は第2節のはじめに述べたように，分析の対応が明らかに
されるとすれば，決定的な資料になると考えられる．よって，ここでは筆者の日本との比
較に関するコメントを付加して中途退学に有意な危険因子の識別を主として翻訳すること
によって報告する．  
1）生徒個人の背景特徴 
「生徒個人の背景特徴に含まれる危険因子は唯一，『学習障害または情緒障害を持ってい
る』であったことが示された（Hammond et al:29）．学習障害または情緒障害をもつ生徒は，
他の生徒より学校を中途退学する可能性があることを，2つの全米調査のデータは示してい
る．情緒的な問題をもつ生徒が他の生徒より5倍以上学校を中途退学すると考えられ，明ら
かに学習障害のある生徒は，3倍以上辞めると考えられるとした． 
このことについて，テクニカルレポートにおいて引用されたWagnerand et al. (1993)は，障
害をもつ生徒の学校成績に関するひとつの全米研究からデータを分析して，障害の種類に
よって中途退学率が大きく異なることを発見し，重い情緒障害と特定された生徒は，高校
を卒業する前に48%辞めていて，他の種類の障害の生徒より，かなり高い割合で辞めること
を指摘した．また，学習障害を持っている生徒は同じく障害を持っている他の学生たちよ
り高い28%で，知的障害のある生徒の30%と同様に，中途退学する可能性が高いことを指摘
した．」（Hammond2007:29,116（Cf. Wagner et al.（1993）） 
日本においては第２章第2節の専門学校中途退学危険因子調査で，「発達問題の疑い」は
図2-11で示したが，「対人関係が薄く，共感性が乏しい」が18%おり一番多く，次いで「情
報を統合して推測することに困難があった」が12%で多く退学の因子になった． 
他には，文部科学省は2012（平成24）年，全国の公立小中学校の通常学級に発達障害の
ある児童生徒が6.5％在籍している可能性があるという調査結果を公表し，このうち約4割の
児童生徒は，指導計画を作るなどの支援を受けていないことを指摘している． 
2）若年での大人としての責任 
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「若年での大人としての責任に含まれる危険因子は，『親子関係』と『とても長い労働
時間』であった．親になるか，雇われるような大人の責任を引き受けることは，卒業に有
害な影響を及ぼすことが示された」（Hammond et al:30）． 
「すべての人種・民族のグループの女子生徒が学校を中途退学する見込みを，結婚と10
代で親であることが，劇的に増やすということが，1つの全米調査から明らかになった． 
以下に『親子関係』と『とても長い労働時間』についてそれぞれ詳細を紹介する． 
①（10代で）親であること 
まず，『親子の関係』について，Barro & Kolstad（1987）は，女子の中途退学者全体のう
ち，40%は，結婚していたか，子どもがいたか，子どもと一緒に結婚していたかどうかであ
ったことを指摘した．続けて人種・民族に関係なく，子連れで結婚した女子生徒は，独り
も子どもがいない女子生徒の6倍も学校を中途退学すると考えられると指摘した．また，結
婚と親であることは，黒人の男子への影響は見出せなかったが，白人とヒスパニック系男
子の中途退学率にはかなり影響を与えたとことを指摘した． 
続けて，Gleason, P., & Dynarski M.（2000）は，4つの都市で中・高等学校からのデータを
分析した研究で，子どもを持っている高校生の中途退学率は32%であって，他方サンプルの
すべての高校生の中途退学率の平均は15%だったことを指摘した．これは，研究で分析され
た危険因子の中で最も高い中途退学率だった．長期欠席の27%よりも，2年以上の留年の28%
よりも高かった． 
②とても長い労働時間をもつ 
次に，『とても長い労働時間をもつ』ことについて，Barro & Kolstad,（1987）とGoldschmidt 
& Wang,（1999）の研究が，1週につき20時間以上働くことは，生徒が学校を中途退学する
見込みを増やすことを発見した．続けて，Barro & Kolstad（1987）の同じ研究で，1週につ
き22時間以上働くことは，生徒の中途退学率をほぼ2倍にすることが指摘された． 
最後に，Goldschmidt & Wang （1999） によれば，特に中学校生徒にとって，1週につき
20時間以上働くことが学校を中途退学することにかなりの指標になることが，他の全米調
査で明らかになった．そのうえ，社会経済状況に関係なく，仕事をすることは学校を卒業
することに有害だった．さらに高校の調査では，若くして働くことの経験は，彼らが卒業
しなかった可能性を増やすと結論づけた．」（Hammond2007:30,117-8（Cf. Barro & Kolstad,
（1987）とGoldschmidt & Wang,（1999）, Goldschmidt & Wang （1999）） 
第２章第2節の専門学校調査分析において10代で親であることと関連するものとして，ま
ず「妊娠」での中途退学があるが，この因子による退学者は5%であった．次にアルバイト
単体の調査項目はないが，調査小項目に「睡眠，食事，学習，余暇，アルバイトといった
活動計画の計画管理に不備が見られた」がある．これは38%で多かった．アメリカ調査に学
んでアルバイトが強い危険因子になっている可能性があるので，日本でも睡眠，食事，学
習，余暇，アルバイトに切り分けた調査が必要となろう． 
さて，日本において，まず， 10代で母親になった女性への子育て支援プログラムは保健
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所などで始まっているが，アメリカで行われているような子育て技術の伝授や母親の就職
まで支援するFamilies and Scools Together（FAST）（Hammond2007:231）には届かず，出産
時期に限定した支援が多い．細金（2009）は，10代親が地域での生活に困難を抱えやすく，
家庭的基盤が脆弱な状態にある親に社会的支援が必要であることを指摘している． 
次に，日本で何時間以上働くことが学校を中途退学することにかなりの指標になるかは
不明なのだが，高等教育機関および中等後教育機関では，留学生の就労は週28時間以内，
就学生は週20時間以内と定められているのでアメリカの研究結果にある中途退学にならな
い限界値にほぼ近い数値である．これは単なる偶然だろうか．今後の調査課題になる． 
3）「社会的態度と，価値観，ふるまい」 
「社会的態度と，価値観，ふるまいに含まれる危険因子は『とても危険な仲間集団をも
つ』，『とても危険な社会行動がある』，『学校外の社会で非常に活発に行動する』の3つであ
った．薬物の使用，暴力，盗みのような危険の高いもの，または反社会的行動への関与は
生徒が早く学校をやめるであろうという危険を飛躍的に増大させることが判明した」
（Hammond et al:29）．以下に，選ばれた21論文のうちから該当するものを引用することと
する． 
①とても危険な仲間集団をもつ 
「まず，『とても危険な仲間集団をもつ』について，Battin-Pearson et al.（2000)は，14歳
の反社会的な仲間へ親密な友好関係をもつ生徒は，どの程度学業をしていたかに関係なく，
高校を早い段階で辞めることを指摘した．Cairns et al.（1989）とElliott & Voss（1974）は，
双方ともに，途中で辞めた仲間と親しい友達だった生徒も，高校を早い段階で辞めること
を指摘した． 
②とても危険な社会行動がある 
次に，『とても危険な社会行動がある』について，Battin-Pearson et al.（2000）によれば，
彼らがどれほどうまく学校で能力を発揮していたかにかかわらず，反社会的行動に関係し
ている生徒たちの方が，他の学生たちより，10学年修了前に学校を辞める可能性がずっと
高かったという．続けて，Kaufman et al.（1992)は，薬物の使用と中途退学との相関がある
ことを見いだした．また，Ensminger et al.（1996）は，頻繁なマリファナの使用と相関があ
ることを見いだした．さらに，Wehlage & Rutter（1986）は，「法律にふれる重大なトラブ
ル」があることは，男性，女性に関わらず，学校を辞めることに相関があることを見いだ
した．いろいろな種類の反社会的行動をおこなう危険の大きい仲間に加わることが学校を
辞める危険性を増すとした． 
③学校外の社会で非常に活発に行動する 
最後に，『学校外の社会で非常に活発に行動する』ことについて，Wagner et al.（1993）
は，生徒が学校外で友人と過ごした時間量と，退学することに相関があることを指摘した．
他の特徴に関係なく，学校外の友人と密接な関係を持った生徒は，学校外の友人と親密に
ならなかった生徒より卒業する前に学校を辞めることを明らかにした．」 
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（Hammond2007:29,119-121（Cf. Battin-Pearson et al.（2000), Cairns et al.（1989）,Elliott & Voss
（1974）,Ensminger et al.（1996）,Kaufman et al.（1992), Wehlage & Rutter（1986）） 
 日本の専門学校研究ではこの対象者はあまりいないため調査項目には設定していない．
しかし，日本国内の高等学校の先行研究を調査すると以下の2つが該当したので若干述べる． 
 八並（1998）は高校の中途退学者は特定の仲間を作りその集団で喫煙，喧嘩などの問題
行動を起こして学業不振にあると中途退学につながることを指摘している． 
那須（1991）が問題行動，進路変更による中途退学者は，校内での交友が希薄である一
方，校外の交友関係が濃厚であり，校外者との交友はいわゆる悪い関係が多いと指摘して
いるので③と同様の分析といえる．  
4）学力成績に含まれる危険因子 
「学力成績に含まれる危険因子は，『成績不良』，『留年・卒業延期』，『長期欠席』
であった．『成績不良』の影響が，早い学年で始まると，生徒の学校経歴を通して続くこ
とがわかった」（Hammond et al:26）．以下に，選ばれた21論文のうちから該当するものを
引用することとする． 
①成績不良 
「まず，Alexander et al.(2001)は，長期研究において，他の全ての要因が等しかった場合，
１学年の『成績不良』は，年齢22または23までに辞めることの主要な指標の1つであるとし
た．『成績不良』が早く学校を辞めることの主な要因は，中途退者学自身のことから来て
いると指摘した． 
続けて，『落第』，『成績不良』または，『勉強についていくことができない』ことは，
2つの全米調査において，中途退学者による主要な理由だったことが明らかになった
（Ekstrom et al., 1986:3576-3730; Jordan et al., 1994）． 
②留年・卒業延期 
次に，他の学校成績要因としての『留年』では，第1学年から高校まで中途退学に関連が
あることがわかった．そして成績と相関している留年は，転校と個人の特徴にかかわらず，
中途退学に影響を及ぼした．よって，留年経験は，中途退学する見込みを増やす．さらに，
他のいくつかの調査でも留年する生徒が中途退学するという可能性を劇的に増やすことが，
明らかになった（Alexander et al., 2001:87-107; Cairns et al., 1989:1437-1452; Gleason & 
Dynarski, 2002:35-41）． 
最後に，Alexander et al.（2001）は，9学年の前に留年した生徒の80%は卒業することなく
学校を辞めた，そして，小中学校で留年する生徒の94%は辞めたことを指摘した．他では，
Cairns et al. (1989)が，留年の回数増による退学率の漸増を示すことを指摘した．具体的には
7学年を留年しなかった生徒の中途退学率は7%だった．しかし，1度の留年での中途退学者
は27%で，2度の留年は57%だった，そして，3度の留年は100%であったとことを示したの
である． 
③長期欠席 
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『長期欠席』では，まず，Alexander et al.（1997）は，ボルチモア学校群の研究において，
他の個人の特徴に関係なく，１学年の欠席は卒業の前に学校を辞めることにかなり関連が
あることを明らかにした．また，2学年以降で欠席の日が増加するとともに，辞める生徒の
可能性は5%増加したことを指摘した． 
続けて，Gleason & Dynarski（2002）は，年度の間に1週間欠席することは，生徒が辞める
という可能性を25%に増やし，2週は，50%に増やすとした． 
また，Kaufman et al.（1992）は，全米教育長期研究で，9学年で長い長期欠席がある生徒
の27%は，2，3年後に，学校を辞めたと報告して，出席不良者のもう一面である「長期欠席」
が，辞めることにかなり関連があることを明らかにした．週に一度，または，それ以上ク
ラスをさぼる生徒たちは，個人の特徴または学校経験に関係なく，授業を決してさぼらな
い生徒のおよそ6倍辞めると考えられた．調査の前に月に10回以上遅刻したその同じ調査の
生徒の辞める可能性は，決して遅刻しなかった生徒のほぼ7倍だったとした． 
最後に，Wehlage and Rutter （1986）は，高校の中途退学とその後の中途退学の調査分析
で，学業的に類似した仲間の間で，中途退学者を出す主要な要因の1つが無断欠席であった
と報告した．」（Hammond2007:26,122-126（Cf. Alexander et al.（1997）, Alexander et al.（2001）, 
Cairns et al. (1989), Ekstrom et al., （1986）,Gleason & Dynarski（2002）, Jordan et al., 
1994,Wehlage and Rutter （1986）, Kaufman et al.（1992）） 
アメリカのハイスクールでは前述したように「成績不良」，「留年・卒業延期」，「長
期欠席」が個人の危険因子では最も有意な危険因子である． 
ここで第２章第2節の日本の専門学校研究の中途退学危険因子の中項目の上位5つ「意欲
の低下」，「成績不良」，「生活習慣の乱れ」，「進路変更」，「家庭の影響」と比べて
みよう. 
日本の専門学校研究で「成績不良」は，上位2位でありながら，他の4つの危険因子と唯
一相関があった．また，「欠席」については，「成績不良」に関連する小項目としてとり
あげられ，45%の中途退学者が経験したものである．そのため日本の専門学校で中途退学に
大きな影響を与える危険因子になっている. 
よって，アメリカのハイスクールと日本の専門学校の中途退学危険因子の上位は同系統
のものであることがわかる． 
5）学校との結びつきに含まれる危険因子 
「学校との結びつきに含まれる危険因子は，①成績不良の予測②努力不足③学校へ関わ
り不足④課外活動への不参加の4つであった．特に『長期欠席』を通して，中途退学の可能
性が測定される時，学校の結びつきの分類として使われる主要な行動の1つは出席である．
『長期欠席』は，すべての学校レベルで中途退学に影響するとさまざまな研究で明らかに
なった．」（Hammond et al:27） 
このことについて以下，選ばれた21論文のうちから該当するものを引用することとする． 
①成績不良の予測があること 
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「まず，Rumberger（1995）は，1988年の全米長期教育研究において，他のふるまい，態
度または特徴に関係なく，8学年の『学業成績の低い予測』がある生徒は，他の生徒の2倍，
10学年の終わりの前に退学したことを指摘した． 
次に，Gleason,&Dynarski(2002）は，サンプルの平均中途退学率が15%の中で，卒業に対
する疑いを表した9学年の25%は，2から3年後に，退学したことを指摘した． 
最後に，Ensminger,&Slusarcick（1992）は，シカゴ都心部研究の男子にとって，他の個人
の特徴，態度またはふるまいに関係なく，そして，たとえ彼らの母が高学歴でなかったと
しても，かなり学校成績の高い予測があると彼らが卒業する可能性を増やしたことを明ら
かにした． 
②努力不足 
Kaufman et al.（1992）は，中途退学の要因として，学校での『努力不足』があると指摘し
た．そのKaufman et al.の全米教育長期研究において，通常授業の準備ができていなかった生
徒は，1週につき，通常授業を受講する覚悟ができていた生徒の8倍も宿題をしない，ある
いは辞めると指摘した．一方で，生徒が危険にさらされていたとしても，わずかでも事前
準備する授業にだけ来れば，準備ができていない授業に決して来なかった人々と比較して
辞める可能性を減らすことを指摘した． 
③学校への関わり不足 
まず，Ekstrom et al.（1986）は，学校に対する一般的な嫌悪は，学校中途退学者に関連づ
けられた『学校への関わり不足』が主要な指標の1つであるとした．1980年の全米調査で『学
校が好きではなかった』ことは，早い学年に学校を辞める中途退学者の2つの主要な理由の
1つであることを指摘した． 
続けて，Jordan et al.（1994）は，1988年の全米教育長期研究において，『学校が好きでは
なかった』理由は，中途退学者が辞める一番の理由だったことを指摘した． 
また，Ekstrom et al.（1986）は，1980年の調査での中途退学者の反応には，『成績不良』
および教師と仲が良くないことの2つの学校関連の理由が含まれ，学校以外の関連理由では，
仕事を引き受けることと結婚することの2つが含まれたことを指摘した． 
さらに，Jordan et al.（1994）は，1988年の調査において，中途退学者が辞める一番の理由
は，学校に関連があり，これらの中途退学者は，『落第した』，『ついていくことができ
なかった』，『先生とうまくやっていくことができなかった』，『学校で所属していない
ように感じた』と答えたことを報告した．」（Hammond2007:27,128-131（Cf. Ekstrom et al.
（1986）, Ensminger,&Slusarcick（1992）, Gleason,&Dynarski（2002）, Jordan et al.（1994）, 
Kaufman et al.（1992）, Rumberger（1995）） 
「残念なことに，どの調査分析においてもこれらの態度に至った段階について識別する
ことは，難しい．たとえば，はじめから結びつきが弱かったことが，成績が下がる原因に
なったのか，あるいは，成績で不可を出した結果，生徒は学校から分離し始めたのか，ま
たは，両方とも何らかの他の要因か要因の組合せによって，起こったのか？  
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何人かの研究者たちは，生徒の学校または教育への結びつきは，学校への単なる一般的
な嫌悪よりも，生徒の態度と振る舞いとの相関が強いことを指摘した．」（Hammond et al:130）． 
「最後に，Alexander et al.（2001）は，『参加態度』と呼ばれている要因を通して，ボル
チモアの生徒の長期的な研究で，学校への生徒の結びつきを分析した．結果，勉強をする
ため，または，良い成績を得るための彼らへの動機づけに関連したいくつかの方法が生徒
を成熟させ変化させたことを明らかにした．また，これらの態度が学校中途退学者を早い
時期の学年ではなく，第9学年にかなり影響を与えることを発見した． 
④課外活動への不参加 
課外活動参加は，男女ともに重要である（Ingels et al.2002）が，これらの活動へ，男子で
なく女子を継続させることは，学業定着に有効であることが明らかになった（Elliott, D. S., & 
Voss, H. L. 1974）． 
続けて，類似したパターンとして，Wagner et al.(1993)は，高校に通う間，障害をもつ生
徒が，学校またはコミュニティグループへ参加することは，途中で辞める可能性を減少さ
せることを発見した．特に9学年から12学年で減少させることを明らかにした． 
また，Wagner et al.（1993）は，学校に関連していない友人と活動するよりはむしろ，学
校と結びつくグループに強く属することが，学校に関わる生徒でいられることを助けると
主張した．」（Hammond2007:27,128-131（Cf. Alexander et al.（2001）,Wagner et al.（1993） , 
Elliott, D. S., & Voss, H. L. （1974） ,Ingels et al.（2002）） 
ここで再び第２章第2節の日本の専門学校研究の中途退学危険因子の中項目および小項
目と比べてみよう. 
（10）学内人間関係と（11）集団不適応に注目すると，学内人間関係の危険因子は，ほ
か学生との関係不全16%，担任との関係不全7%であった．集団不適応のほうは，クラス集
団に適応不全が見られたが一番多く39%と高かった．これらはアメリカのハイスクールの
「学校が好きではなかった」に該当するだろう．日本の専門学校は教員よりも学生同士の
関係不全が多いと推察される．やはり，第３章のまとめであげたクラス仲間作りは大切な
学業定着施策になると考えられる．また，本論文の専門学校調査はクラス担任を対象に行
っているのでバイアスがかかっている．よって，危険因子として教員もなりえることを忘
れてはならない． 
6）学校でのふるまいに含まれる危険因子 
「学校でのふるまいに含まれる危険因子は，①学校不良行為②早い時期での攻撃（暴力
行為）であった．『学校不良行為』が，12のデータ・ソースうちの5つで中途退学の主な指
標であったことが，わかった（Hammond et al:28）．以下に，選ばれた21論文のうちから該
当するものを引用することとする． 
①学校不良行為 
まず，Wehlage & Rutter,（1986）は，学校を辞めなかった彼らと類似した仲間（学校不良
行為のある生徒）と，中途退学者との最もちがう特徴は，無断欠席と遅刻等の問題行為で
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あるとことを発見した． 
次に，Kaufman et al.（1992）は，不良行為をしたために警察オフィス（以下オフィス）に
行かせられた生徒は，これまでオフィスに行かせられなかった生徒より辞める可能性を増
やすことを，8学年から10学年に続く成績の全米研究を通して示した．加えて，彼らがトラ
ブルに巻き込まれた回数が増えるほど，劇的に辞める可能性は増加したとした．そればか
りか，8学年において，1，2回オフィスに行かせられた生徒は，決してオフィスに行かせら
れなかった生徒より3.5倍も8学年から10学年の間で辞めると考えられ，さらに年間2度オフ
ィスに行かせられた生徒は，１度もオフィスに送られない生徒より6.5倍も8学年から10学年
の間で，辞めることが考えられるとした． 
②早い時期での攻撃（暴力行為） 
まず，Cairns, R. B., Cairns, B. D., & Neckerman, H. J. （1989）によれば，7学年において不
良行動が積極的であると評価された少年と少女は，11学年を修了する前に学校を退学する
見込みを増やすという．そして，この研究において，最も辞める可能性の高い生徒のグル
ープは，低い成績をとっていて，攻撃性の傷跡がある同級生であって，年齢が上の生徒た
ちだったと指摘した．また，Cairns, R. B., Cairns, B. D., & Neckerman, H. J. （1989）は，これ
らの特徴と経験のある男子の82%と，これらの特徴をもつ女子の47%は，卒業証書を受け取
る前に，学校を辞めたことを報告した． 
さらに，Ensminger &Slusarcick （1992）は，1学年を担当した先生から攻撃的であると評
価された男子は中途退学につながると警告した．」（Hammond2007:28,132-135（Cf. Cairns, R. 
B., Cairns, B. D., & Neckerman, H. J. （1989）, Ensminger &Slusarcick （1992）, Kaufman et al.
（1992）, Wehlage & Rutter,（1986）） 
ここでの項目は，日本の専門学校にはあまり該当したものがないようである．日本の高
校では，前述の八並（1998），那須（1991）がある． 
（2）家族の危険因子 
1）家族背景特徴に含まれる危険因子 
「家族背景特徴に含まれる危険因子は，①低い経済状況が最も割合は高く②高い家族の
移動性③親の低い教育レベル④かなりの兄弟数⑤両方の実の親と住んでいない⑥家族混乱
と全部で6因子に及んだ．なかでも，生徒の家族の社会経済状況（socioeconomic status :SES）
は，一貫して最もいろいろな生徒の教育成果に影響を与える家族の背景要因の1つである．
いろいろな測定全体で，家族の社会経済状況（SES）は，12のデータ源のうちの10で学校を
中途退学する主要な危険因子であった（Hammond et al:30）． 
このことについて以下に，選ばれた21論文のうちから該当するものを引用することとす
る． 
①低い社会経済状況 
まず，家庭の低い経済状況についてJordan et al.（1994） は，8ないし10学年の間で学校を
辞めた中途退学者の82%が平均以下の『社会経済状況』（SES）レベルの家族の出身であっ
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たことを，全米学生調査からデータを分析して発見した． 
次に，Alexander et al.（2001）は，ボルチモアでの生徒の長期的研究において，家庭の社
会経済状況と中途退学との相互作用として，最も低い社会経済レベルの家族の青年の60%と，
中レベルの青年の30%，高いレベルの青年の15%は，辞めるという中途退学パターンを明ら
かにした．その上，社会経済レベルは，10学年前までの初期の学年において，中途退学の
指標を分析した際，成績優良のような中途退学防止に役立ちそうな要因より，強力な影響
であることを指摘した．続けて，Battin-Pearson et al.（2000）は，たとえ彼らが良い成績を
取ったとしても，貧困の家族から学校に通うことは，生徒が学校を中途退学するという見
込みをかなり増やすことを指摘した．その他，同様の調査結果が，シカゴ都心部の貧しい
女子生徒によっても確認された（Ensminger & Slusarcick,1992）． 
②高い家族の移動性 
まず，『高い家族の移動性』についてシカゴ都心部の学校の生徒に関する研究で，転居
と女子生徒が辞めるという可能性の関連が明らかになった．家族の転居は男子でなく，女
子の辞める可能性をかなり増やすことを研究者たちは発見した（ Ensminger et 
al.1996:2400-16）． 
続けて，家族が転居した女子は，転居しなかった女子の生徒の3倍，辞めると考えられた．
しばしば家族の転居の結果，学校を変えることは，生徒が卒業の前に学校を辞めるという
見込みに重要な影響を及ぼすことがいくつかの研究で見つかった（Gleason & Dynarski, 
2002:25-41; Kaufman et al., 1992:88; Rumberger, 1995:583-625; Teachman et al., 1996:773-83.）． 
最後に，全米教育長期研究（NELS)データにおいては，社会経済のような他の家族や個人
の特徴に関係なく，卒業する前に学校を辞めるという見込みを，学校を1回転校することだ
けでもかなり増やしたことが指摘された（Kaufman et al., 1992）．そのうえ，辞める可能性
は，生徒各々が転校するたびに着実に増加した．かつて8学年の前に学校を変えた生徒が辞
めるという見込みは，ほとんど学校を変えなかった生徒の2倍であった．学校を3回変える
ことは，学校を変えなかった生徒の約3倍辞める可能性を増やした．そして，5回以上学校
を変えることは学校を変えなかったそれの8倍辞める可能性を増やした（Kaufman et al., 
1992:88）． 
③親の教育水準 
『親の教育水準』は，生徒の教育成果に関して最も調査対象になっている家族の背景要
因の1つである．それは家族の社会経済に関係があるが，チェックされたデータ源の4つで
は，社会経済と他の家族および生徒の特徴とは無関係に中途退学に影響を及ぼすとわかっ
た（Barro & Kolstad, 1987:1-64; Ensminger et al., 1996:2400-16; Goldschmidt & Wang, 
1999:715-38; Janosz et al., 1997:733-62）． 
一方，生徒の両親の教育のレベルがより高いほど，生徒は辞めなかった報告がある(Barro 
& Kolstad, 1987:1-64; Goldschmidt & Wang, 1999:715-38)． 
続けて，Barro & Kolstad（1987）は，高校10学年の（HS&B）調査を渡って，親の学校教
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育のさらに4年（短大卒）は，生徒の卒業の可能性を15%増やし，さらに6年（大学卒）の学
校教育でも，25%卒業する可能性を増やしたことを報告した． 
また，Ensminger et al.（1996）は，辞めることに関する周辺要因の影響について，母の教
育が男子女子ともに，中途退学に重要な影響を及ぼすことを発見した． 
さらに，Ensminger & Slusarcick（1992）は，母親の教育レベルが低かった生徒は，辞める
見込みを増やすと指摘した．生徒の成績と家族の特徴に集中した同じ生徒のもう一つの分
析では，男子の中途退学において，母の教育の間接的な影響だけを発見した．この分析で，
早い時期の学年のような青春期における母親の子どもにかける期待は，中途退学に影響を
与えることを発見した．また，母がより高学歴であるほど男子は，つねに留年することな
く単年で進級すると考えられ，高学歴である母親は子どもの教育に関して，より高い期待
があると考えられた．そして，その両方は彼らが卒業するという見込みを増やすことを指
摘した． 
しかし，Ensminger＆Slusarcick（1992）は，母親の教育の2回目の分析においては，女子
生徒に関して中途退学関連で母親の影響について何も発見できなかった． 
④かなりの兄弟数 
Barro & Kolstad（1987）は，生徒が他の要因（例えば社会経済状況，家族の構造，宗教的
な提携と宗教的熱意）に関わらず，兄弟が多いと辞める確率が高いことを指摘した．また
男子と女子ともに，さらなる兄弟の増加と共に辞める確率は増えることを明らかにした。 
⑤両方の実の親と住んでいないこと 
中途退学する生徒が片親の家庭で生活しているのを発見した研究は複数存在する（Barro 
& Kolstad1987:1-62）,（Kaufman et al. 1992:88),（Rumberger1995:583-625）のである． 
継親家族と暮らしている生徒の中途退学率が実の親と暮らしている生徒より高い中途退
学率であったことは，Rumberger（1995）と,Teachman et al.（1996）が，離婚した母と暮ら
した，または両親ともいない状態で暮らした生徒の中途退学率が実の親と暮らしている生
徒より高い中途退学率であったことはTeachman et al.（1996）がそれぞれ示している。 
まず，Kaufman et al. （1992）によれば，8学年で両親と一緒に暮らした生徒の中途退学の
見込みより，片親の家族と生活した生徒は2.5倍以上多かったという． 
次に，Teachman et al.（1996）は，実の両親と住んでいないということは，親と学校の相
互作用，または，親と子どもの相互作用の違いによらず，学校の中途退学への影響を引き
起こす場合があると証明した． 
最後に，Rumberger（1995）によれば，NELS研究において，中途退学に関連して，複合
家族で生きる影響について，人種や民族のグループ上で，なんらかの重要な違いがあった
という．さらに，白人の生徒にとって，複合家族で生きることは，彼らの辞める確率をか
なり増やした，一方で黒人の生徒にとって，それ（複合家族で生きること）は彼らの辞め
る確率をかなり減少させた．ヒスパニック系生徒では，複合家族の生活が辞める確率には，
重要な影響を及ぼさなかったとした． 
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⑥家族混乱 
 まず，Alexander et al., （1997）; Alexander et al.（2001）は，ボルチモアの生徒のサンプ
ルを活用し要因を調べた際，１学年の間に起こる家族の変化の数が，辞めることに重要な
影響を及ぼすことを指摘した．後の学校経験と成績，家族の社会経済状況に関係なく，そ
の生徒が彼らの1学年の間に，より家族の変化を経験したほどに，後に彼らは，さらに辞め
ることになるとした．家族の変化は，離婚，結婚，家族の動き，病気または死，または他
の大人たちが来ること，世帯から去ることを含んだと指摘した． 
さらに，Janosz et al（1997）は，カナダの生徒の2つの一団に関する研究論文で，中学と
高校で家族の混乱と中途退学間の同様の関係を明らかにした．」 
（Hammond2007:30-32,135-142（Cf. Alexander et al., （1997）; Alexander et al.（2001）, Barro 
& Kolstad（1987）,Janosz et al（1997）, Kaufman et al. （1992）, Rumberger（1995）, Teachman 
et al.（1996）） 
アメリカのハイスクールでは，家族の危険因子について研究がすすんでいる．確かに家
族の影響は大きく中途退学の危険因子がある．日本の専門学校の中途退学危険因子調査を
はじめた時点では，本章で引用しているテクニカルレポートを翻訳始めたころであって専
門学校の調査項目としてあまり入っていないものがある． 
それでも（4）家庭の影響については調査している．この設問では，学生と家族との間に
関係不全が見られたが21%おり，保護者機能の不全がある家庭は16%，両親の離婚などの問
題は13%，保護者に経済危機が発生したが13%であって，これらの理由で退学している．退
学者の内で親との関係不全が20%以上退学の理由になっていることは注目すべきである．な
お，アメリカでは学業定着施策として親へのアプローチも行っている．それは第５章で述
べることにする．  
2） 家族関与・教育への参加 
「家族関与・教育への参加に含まれる危険因子は，①低い教育的期待，②中途退学した
兄弟，③学校への関与不足，④学校についての会話不足であった．生徒のために，教育へ
の家族の参加は，学校中途退学にかなり影響を与えることがわかった．実親でない家族，
中途退学した家族がいるかどうかに関わらず，家族の教育への参加はひとつの指標である」
（Hammond et al:32）．以下に，選ばれた21論文のうちから該当するものを引用することと
する. 
①低い教育的期待 
「社会経済のような個人的特徴や異なった家族であることに関わらず，子どもの『教育
への親の低い期待』（教育的無関心）が，卒業する前に学校を辞めるという見込みをかな
り増やすことが，NELSデータを使用した2つの調査で，明らかになった（Kaufman et al., 
1992:88; Rumberger, 1995:583-625）． 
まず，Kaufman et al.（1992）によれば，両親から高校を卒業すると思われていなかった8
学年の生徒は，両親から少なくとも大学教育を受けると思われていた生徒のほぼ14倍，後
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に学校を中途退学する見込みを増やすという．また，親から若干の大学教育を受けると思
われていた生徒でさえ，親から4年で卒業資格を得ると思われていた生徒より，40％以上辞
めることが予測されるとした． 
次に，Ensminger & Slusarcick（1992）は，シカゴ都心部の学校での生徒の分析において，
母の教育的な期待と青春期の娘の卒業との類似した関係を見つけた．しかし，同じ関係は，
母の期待と青春期の息子の卒業の間では見つからなかった． 
続けて，Ensminger &Slusarcick（1992）は，彼らの母に，彼らに対する高い教育的な期待
があれば，生徒はより高い期待をもつと指摘した． 
②中途退学した兄弟 
まず，Kaufman et al.（1992）は，NELS調査において，SEのような個人の特徴や他の家族
と暮らすことに関係なく，辞めた年上の兄弟をかなり持つことは，生徒が卒業する前に学
校を辞める見込みを増やすとした．また，兄弟の中途退学者の数が増加すると，リスクは
増加するとした． 
続けて，Kaufman et al.（1992）は，退学した 1人の年上の兄弟と一緒に暮らす8学年の生
徒は1.5倍以上後に学校を中途退学することが推測されるとした，また，2人以上の中途退学
者兄弟と一緒の場合は2倍，中途退学者兄弟のない生徒より，のちに辞めるとした． 
また，Elliott & Voss（1974）によれは，生徒がかなり辞めるという可能性を，辞めた兄弟
ならびに１人以上の両親を持つと増やすという． 
さらに，Elliott & Voss（1974）は，下層階級の青年の家庭に学校を辞めた家族がいると，
そのことは生徒ら自身の辞める可能性を増やした．生徒たちにとって，教育的な達成への
親の期待は，生徒が卒業の前に学校を辞めるかどうかの重要な指標だったことを指摘した． 
③学校への関与不足 
まず，Rumberger（1995）は，8学年の子どもにおいて，社会経済状況と異なった家族，
個人の特徴に関係なく，両親が子どもの成果や行為について学校や先生に連絡しなかった
生徒は，かなり辞めると考えられることを指摘した． 
次に，Jimerson et al.（2000）は，中途退学のために生徒の学校経歴を渡っていろいろな要
因の影響を分析している際，6学年の親の関わりが，年齢19までに辞めることに最も重要な
指標であることを発見した． 
④学校についての会話不足 
Kaufman et al.（1992）は，高校計画について両親とこれまで話さなかったNELS調査の8
学年の生徒は，両親とたくさん学校計画について会話を定期的にした生徒より，約6倍辞め
ることを指摘した．」（Hammond2007:32-35,142-148（Cf. Elliott & Voss（1974）, Ensminger 
&Slusarcick（1992）,Jimerson et al.（2000）,Kaufman et al.（1992）, Rumberger（1995）） 
この項目も専門学校の中途退学危険因子調査では触れられていない．日本の高校調査で
もあまり扱われていない観点といえそうである．考えてみれば親の学校への関与，子ども
への期待，子どもとの会話，いずれも子どもが意欲を持ち続けるために欠かせないもので
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ある．また兄弟が学校を退学するとその連鎖で退学する可能性があることも言えそうであ
る． 
 
4.模範的な支援施策についての概観 
全米中途退学予防センターネットワークが抽出した模範的な支援施策には学問の支援，
成人教育，放課後学校，行動の関与，キャリア開発，職業訓練，ケース・マネジメント，
紛争解決・怒りマネジメントなど多岐にわたり，全州で50のプログラムがあった（付表3）． 
これらのプログラムの抽出基準は，まず，コロラド大学でシャロン F.ミハリッチ
（2005）によって良質なプログラムを抽出するための検索基盤（エンジン）が整備さ
れ，全米中途退学予防センターネットワーク（NDPC/N）のメンバーは，プログラム
識別を開始した．最終的には，8 つのデータ基盤 21)から，①現在，活動中のもの②プ
ログラムのランキング以来主な改訂のないもの③一貫して明白な評価結果をもち，小
中高校を対象にしたものであって，4 段階評価（Exemplary, Effective ,Model ,Promising）
で 2 つの最高位（Exemplary）を獲得したプログラムを 50 抽出したのである．そのプ
ログラムをサービスの種類ごとに，まとめたものが，表 4-3 である．22 種類とその他
に分かれるがサービス種類を概観できる．生活技術（30），家族強化（23），学問の
支援（13），行動の関与（10），家族療法（10）が上位を占めている． 
 なお，この表に示されている Academic support 学問の支援とは本論文でキーワードとし
てあげている（特に３章，５章中に記載）チューター機能のことだと考えられる．また，
もうひとつのキーワードであるメンター機能は，表4-3の中ではMentoring （メンタリング）
として示されている． 
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表 4-3 抽出された模範的なプログラムのサービスの種類 
 
資料：Cathy Hammond et al,2007, Dropout Risk Factors and Exemplary Programs  -A Technical report-pp.55-57． 
 
5．2 節のまとめ 
 本節では，アメリカのハイスクールの中途退学研究について述べてきた．まず強調した
いことは，本研究で調査した日本の専門学校の上位の中途退学危険因子とアメリカのハイ
スクールが非常に類似していることである．それは「成績不良」に関することが上位を占
めるということである．また，学校外の家族の社会経済状況も中途退学におおきな影響を
与えることがわかった． 
本節の全体を通していえることは，やはりアメリカは，中途退学問題が深刻な反面，そ
の予防のための施策はすすんでいそうである（本格的には第５章で実例をみる）．アメリ
カには全米中途退学予防センターによる全米レベルでのハイスクール中途退学研究があ
った．ここには精査された中途退学危険因子と吟味された良質な予防プログラムがあった． 
日本の中途退学危険因子の上位がアメリカと似通っていればそれを予防するプログラ
ムも活用できる可能性が高い．その内容は第５章で調査分析することにしよう． 
次に，調査対象に選定したコミュニティカレッジと大学について調査分析したものを述
べることにする． 
 
第 3 節アメリカコミュニティカレッジと大学の中途退学研究の概要 
サービスの種類/戦略 プログラム数. サービスの種類/戦略 プログラム数.
Academic support 学問の支援 13
Life skills development
生活技術開発
30
Adult education　成人教育 0
Mental health services メンタ
ルヘルス・サービス
4
Afterschool 放課後学校 6 Mentoring　メンタリング 7
Behavioral interventions
行動の関与
10 Pregnancy  prevention
妊娠予防
2
Career development/job training
キャリア開発　職業訓練
1
School/classroom environment
学校クラス環境
8
Case management ケースマネジ
メント
7
Service-learning サービスラー
ニング（学校と地域の連携）
1
Conflict resolution/anger mgmt
紛争解決/怒りマネジメント
4
Structured extracurricular
activities 構造化された課外活
動
9
Court
advocacy /probation/transition
法廷支持/執行猶予/移行
2
Substance abuse prevention
薬物乱用防止
9
Family  engagement 家族の関わ
り
6
Teen parent support
１０代親の支援
2
Family  strengthening 家族強化 23
Truancy  prevention
無断欠席防止
1
Family  therapy  家族療法 10
Gang intervention/prevention
ギャング関与　防止
0
Other 他 10
TOTAL NUMBER PROGRAMS 　プログラム総数 50
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 本節では，アメリカコミュニティカレッジと大学の中途退学研究において，アメリカ大学
入試テスト（ACT）が行った中途退学危険因子とそれに対応する学業定着施策について概
観しながら，その内容を明らかにしていく．なお，本節では，コミュニティカレッジと大学
を同種に扱うことにする．大学入試テスト（ACT）の調査がそうしているからである． 
 
1．アメリカ大学の中途退学率 
ここでは，アメリカ大学の中途退学率を概観することとする．まず，指摘しておきたい
のが，アメリカにおいて用いられる政策的に着眼される概念は， Dropout（中途退学）で
なく，Retention（定着）22)であるということである．というのは，アメリカでは，いかに
途中でやめることなく修了まで学業が定着（Retention）するかが指標となるからである．
これに関する数値については，2010（平成 22）年にアメリカのACT（American College Testing 
Program, Inc.以下 ACT） によって行われた What Works In Student Retention？Fourth  
National Survey Report for All Colleges and Universities  ACT2010 を援用しながら，分析する
こととする． 
まず表 4-4 は，2009 年次現在の 1 年次から 2 年次への学生定着率を表している．日本の
専門学校のように職業教育を担う 2 年制のコミュニティカレッジは，4 年制大学よりも低
い 56.0%になっており，定着の困難さがわかる． 
 
 
表 4-4 現在の 1 年次から 2 年次への定着率 
現在の 1 年次から
2 年次への定着率 
サンプル コミュニティカレッジ 私立 4 年制 公立 4 年制 
母数 282 421 256 
平均(%) 56.0 73.4 74.3 
出所：What Works In Student Retention？Fourth  National Survey Report for All Colleges and Universitoes 
ACT2010：8-9. 
 
 次に，表 4-5 は，2009 年次現在の学生修了率を表している．2 年制大学は 3 年以内，4
年制大学は 5 年以内で修了した学生までを含んでいる．やはり，2 年制のコミュニティカ
レッジは，4 年制大学よりもかなり低い 27.4%になっており，定着率の困難さがわかる． 
 
表 4-5 現在の学生修了率（2 年制は 3 年以内，4 年制は 5 年以内で） 
現在の学生修了
率（2 年制は 3 年
以内，4 年制は 5
年以内で） 
サンプル コミュニティカレッジ 私立 4 年制 公立 4 年制 
N 209 359 236 
平均 (%) 27.4 57.8 50.1 
出所：What Works In Student Retention？Fourth  National Survey Report for All Colleges and Universitoes 
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ACT2010：8-9. 
2．アメリカ大学の中途退学危険因子と有効な対策について 
それでは，アメリカ大学の中途退学危険因子と有効な対策について，2004（平成 16）年に
アメリカのACTによって行われたWhat Works In Student Retention – All Survey Collegesを概観
する． 
まず，表 4-6 を参照いただきたい．ACT は，2004（平成 16）年に学生が大学に定着するた
めに，何が有効に働くのかについて，全米の 2995 の 2 年制および 4 年制大学にアンケート調
査を依頼し，1015 の有効回答を得た． 
 
表 4-6調査回答大学 
カレッジ 送信した調査数 Surveys 
 
 
 
返信のあった調査数 返信率 
全体 2,995 1,061 35.4% 
 
  
991 386 39.0% 
私立 2 年制* 197 46 23.4% 
公立 2 年制 536 228 42.5% 
私立 4 年制 1,271 401 31.5% 
出所：What Works In Student Retention – All Survey Colleges© 2004 by ACT, Inc. All rights reserved：5. 
*注：このグループのいくつかの回答大学は 2 年制と私立大学の両方に分類することができなかった．低い
応答率と組み合わせるこの要因は，データの有意な分析を排除した．その結果，追加の分析は行わなかった．
そのため，本調査の分析は，返信のあった私立の 2 年制大学 46 校を除いた 1015 大学において行われた． 
 
続けて，表 4-7 は，学生減少を最も大きく導いている学生特徴について，すべての調査大
学に 5 件法で調査したものである．5（大きな導き）と，4（大きな導きと穏やかな導きの
間），3（穏やかな導き），2（穏やかな導きと導かないの間），1（導かない）の 5 段階で
計算された．結果は，①成功への意欲の不足と②財源不足が 4.17 と最も高くなった．次に，
③大学レベル学習に対する準備不足④スタディスキルの不足⑤教育抱負と目標の不足と続
き，以上が上位 5 つという結果だった． 
 
表 4-7 すべての調査大学において，学生減少を最も大きく導いている学生特徴 
学生特徴の項目数 
平均寄与率 
成功への意欲不足 4.17 
財源不足 4.17 
大学レベル学習に対する準備不足 3.85 
スタディスキル不足 3.67 
教育抱負と目標の不足 3.31 
あまりに多い仕事需要 3.27 
社会経済学的不利益 3.21 
学位取得へのかかわり不足 3.18 
個人の対処スキル不足 3.18 
移民のこどもとして大学に通うこと 3.16 
学業への統合不足 3.12 
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出所：What Works In Student Retention – All Survey Colleges© 2004 by ACT, Inc. All rights reserved：11. 
次に，表 4-8 は，調査したすべての大学において最も多い一般的な（学業）定着実践を
まとめたものである．その中で，上位 5 位まで（調査大学において 80%以上使用）のもの
は，①チュータリングプログラム②アカデミッククラブ③学習技術の教育利用④個々のキ
ャリアカウンセリングサービス⑤インターンシップ⑥事前登録オリエンテーションの 6 つ
という結果であった． 
 
表 4-8 調査したすべての大学において，最も多い一般的な（学業）定着実践） 
プログラム、サービス、カリキュラムの提供、介入（項目数） 
実践を報告しているキャンパスの割合% 
チュータリングプログラム 87% 
アカデミッククラブ 84 
学習技術の教育利用 83 
個々のキャリアカウンセリングサービス 83 
インターンシップ 82 
事前登録オリエンテーション 82 
学内レクリエーション 78 
文化活動プログラム 78 
クラスルーム評価 77 
義務付けられたコース分けテスト 76 
キャリア開発ワークショップまたはコース 76 
選ばれた学生集団によるアドバイス介入 75 
図書館オリエンテーション，ワークショップ，コース 73 
アドバイザートレーニング 70 
出所：What Works In Student Retention – All Survey Colleges© 2004 by ACT, Inc. All rights reserved：13. 
 
3．3節のまとめ 
 本節では，アメリカコミュニティカレッジと大学の中途退学研究について述べてきた．
まず強調したいことは，本論文で調査した日本の専門学校の上位の中途退学危険因子とア
メリカコミュニティカレッジと大学が，ほぼ同じであったことである．それは「成績不良」
に関することが上位を占めるということである．  
本節の全体を通していえることは，やはりアメリカは，中途退学問題が深刻な反面，そ
の予防のための施策はすすんでいたということである．ここにもハイスクール同様，精査
された中途退学危険因子と吟味された良質な予防プログラムがあった． 
日本の中途退学危険因子の上位がアメリカと似通っていればそれを予防するプログラ
ムも活用できる可能性が高い．その内容は第５章で調査分析することにしよう． 
 
4 節 本章のまとめ 
 本章では，アメリカのハイスクールと，コミュニティカレッジ，大学の中途退学率と，
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危険因子，それに対応する施策を調査分析して紹介してきた．中途退学率について単年度
で見ると，ハイスクールが 7.0%，コミュニティカレッジ，大学では，1 年次から 2 年次の
定着率でみると，カレッジは，56.0%，大学は 73 から 74%程度である． 
 本章のまとめとして一番強調したいことは，ハイスクール，コミュニティカレッジ，大
学で中途退学危険因子が同系統のものであることと，さらに日本の専門学校とも同系統の
ものであることである．表 4-9 を参照いただきたい．中途退学危険因子を 3 つの学校種ごと
で並べてみた．すると，ハイスクールでは，「成績不良」，「長期欠席」，「留年・卒業
延期」，「低い社会経済状況」（経済，関係不全）が高い．コミュニティカレッジ，大学
では，成功（修了）への意欲不足，不充分な財源，大学レベル学習のための準備不足，不
充分なスタディスキル，抱負と目標の不足が高い．ハイスクール，コミュニティカレッジ，
大学ともに日本の専門学校の危険因子である「意欲の低下」，「成績不良」（出席不良含），
「生活習慣の乱れ」，「進路変更」，「家庭の影響」（経済，関係不全）と基本的枠組み
では共通しており同系統のものである． 
 それに対応する施策は，ハイスクールでは多岐にわたっており，生活技術開発，家族強
化，学問の支援（チュータリングのこと）の順で多い．コミュニティカレッジ，大学では，
チュータリングプログラム，アカデミックプログラム，学習技術の利用，キャリアカウン
セリングサービス等が多い． 
 以上のことから，中途退学危険因子は日本の専門学校と同系統のものであることが明ら 
かになったといえる．とすれば，アメリカの学業定着施策は日本の専門学校生の学業定着 
にも効果的に働く可能性が高いと考えられる．では，その調査分析の詳細は，５章で論じ 
る． 
 
表 4-9 専門学校，ハイスクール，コミュニティカレッジ，大学のおもな中途退学危険因子の比較 
 専門学校 ハイスクール コミュニティカレッジと大学 
 
おもな 
中途退学危険因子 
①意欲の低下 
②成績不良（出席不良含） 
③生活習慣の乱れ 
④進路変更 
⑤家庭の影響（経済、関係不全） 
①成績不良 
②長期欠席 
③留年・卒業延期 
④低い社会経済状況（経
済、関係不全） 
①成功（修了）への意欲不足 
②財源不足 
③大学レベル学習への準備不足 
④学習技術不足 
⑤抱負と目標の不足 
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第５章 アメリカの主な中途退学危険因子に対応する施策 
第２章で日本の専門学校の中途退学危険因子として，「意欲の低下」，「成績不良」，「生活
習慣の乱れ」，「進路変更」，「生活習慣の乱れ」，「家庭の影響」が上位を占めた．また，中
でも「成績不良」は他の 4 つすべての危険因子と相関があったので最優先で対応する必要
があると述べた．  
 続けて第３章で，日本の主な専門学校における学業定着施策について，専門学校 3 校（X，
Y，Z 校）および，その連携団体（市教育委員会，特定非営利活動法人，会社法人）の，半
構造化インタビュー分析をした結果，やはり専門学校中途退学理由の上位にあげられた「成
績不良」に対して 2 つ（学習技術と高校までの基礎学力）の対策が効果をあげていること
がわかった． 
次に第４章では，第２章で専門学校の危険因子で上位にあげられた上記の 5 つをアメリ
カのハイスクールとコミュニティカレッジ，大学の上位の危険因子と比べたところ，それ
らは概して異質なものではなく，基本的枠組みでは共通しており，その中で細かく分けら
れたものだということがわかった．つまり，中途退学危険因子はアメリカのハイスクール
とコミュニティカレッジ，大学，日本の専門学校に渡って同系統のものであった． 
続けて本章では，アメリカのハイスクールとコミュニティカレッジ，大学の対応施策を
取り上げることにする．施策が先行するアメリカの主な中途退学危険因子とそれに対応す
る施策について文献および現地調査し，今後の日本の中途退学予防施策についての示唆を
試みるために行った調査について分析するものである．なお調査方法については，半構造
化インタビューとし，学業定着施策を実際中心に実施している責任者およびメンバーへの
聞き取り調査を主たるデータとして用いる（付録 2，3）． なお分析方法については，ディ
スコース分析を用いる．つまり，トランスクリプト（逐語録）を読み返し特徴的な箇所を
抽出したものを基にしてまとめることとする． 
さて，序章の 1 で述べた通り，アメリカは日本の専門学校と違い，すでに連邦政府が示
した法律 23）に基づいて学業定着施策が展開されており，まずハイスクールについては，す
でに連邦政府や州政府から委託されて施策を実施している団体を抽出して調査した．また，
コミュニティカレッジ，大学では，州政府が示した法律に基づいて，それを専らおこなう
専門部署（連邦政府や州政府からの委託事業含む）があるので，そこを調査した． 
本章で解明したいのは，以下の 2 点である． 
①アメリカにおける中途退学危険因子に合わせた支援方法の解明 
中途退学の理由は多岐に及ぶ．それらの理由に対し，誰が，どのような方法で支援をお
こなっているのか． 
②学校と中途退学者をつなぐシステムの解明 
アメリカでは，いち早く中途退学の危険領域にいる生徒と学校をつなぐ NPO 等が生まれ
てきている．中途退学の危険領域にいる生徒と学校をつなぐ総合的なシステムはどのよう
なものか．第３章で取り上げた日本の専門学校と連携する組織と同じなのか，それともそ
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れ以外の効果的な施策があるのかどうかである． 
するとアメリカの学業定着施策では，チューター，メンターおよびアセットベースに論
点を当てて論ずることにした． 
 
第 1 節 アメリカのハイスクールレベルの中途退学予防施策 
 筆者が事前に抽出した 2 つのプログラムについて，2014 年 5 月にアメリカの現地で実施
した半構造化インタビューの内容について分析することとする． 
1．本調査対象 
本調査対象は，連邦政府から中途退学予防研究を委託された全米中途退学予防センター
によって抽出された教育事業体の中から以下の 2 事例を取り上げた．こうした方法をとる
根拠と彼らの概要について明らかにしよう． 
まず，その抽出理由としては， 2 事例ともに，全米中途退学予防センターによって抽出
されたプログラムの中で，特に「成績不良」，留年対策および家族強化で最良の質であると
されている(Hammond et al.,2007:204)．さらに， Check＆Connect（後述）については，学習
障害・情緒障害学生にも有効であることが実証されているためである (Hammond et 
al.,2007:204)． 
次に概要としては，以下の通りである． 
➀Check＆Connect は，ミネソタ大学地域統合研究所が運営する組織である．その規模は
アメリカ 6 州（ミネソタ，アイオワ，ミズーリ，ワシントン，ネブラスカ，ジョージア）
とニュージーランドで展開するほど大きく，高校修了のための包括的な支援方法の先駆的
な情報が得られる事例であること． 
②Advancement Via Individual Determination（以下 AVID）についても，その規模はアメリ
カ 45 州およびアメリカ統治領，16 ヶ国にて展開，約 70 万人の生徒，学生を担当するにお
よび，特に学習支援方法の先駆的な情報が得られる事例であるため調査対象として選定し
た．なお，AVID は，Nonprofit Organization（以下 NPO）として組織されている． 
 
2．地域統合研究所における学業定着施策 
 ミネソタ州立大学の地域統合研究所に Check＆Connect24）はある．Check＆Connect は発達
障害学生を含めたハイスクール修了のための学業包括的支援を目的に 1990 年に開設された．
代表者は Sandra Christenson 氏である．Sandra Christenson 氏は，ミネソタ州立大学の教育心
理学科教授の立場で地域と協働し地域統合研究所を組織する．Check＆Connect の開発者の
ひとりである（Institute on Community Integration2012：Prefaceⅰ）． 
Check＆Connect の実践と研究は，1990 年にアメリカ教育省からの 5 年の資金サポートか
ら始まった．その開始は，ミネソタ大学地域統合研究所の研究者とミネアポリスパブリッ
クスクールを基盤にした専門家たちとの協働の努力で実現した．1995 年から，学習障害学
生，1996 年から情緒障害学生支援のために連邦政府より資金を得ている．2006 年，アメリ
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カ教育省教育科学情報センターの研究証拠（Research Evidence）を満たした（Institute on 
Community Integration2012：Prefaceⅰ）． 
Check＆Connect は，ハイスクール生徒対象のプログラムである．そのプログラムは他者
との関係構築，脱落兆候のモニタリング，生徒へのニーズへの個別介入，問題解決能力開
発，課外活動への参加の奨励を通じて，生徒の学校の関与を増やすことを中心に設置され
ている．Check＆Connect モデルにおいて鍵となるのはメンターの存在である．メンターは，
生徒の学校関与のレベル評価と，基本的で集中的な介入をするために重要である． 
方略（Strategy）としては，学業サポート，行動介入，ケース・マネジメント，家族の強
化，モニタリング，無断欠席防止である．「Check（点検する）」では，毎日または毎週，
生徒の学校関与指標，特に出席状況についておこなう．「Connect（つなぐ）」では，生徒に
焦点を当てた以下の 2 つの介入のレベルが含まれている．ひとつは，①選出された（クラ
スの平均約 15%）すべての生徒のための観察，それらの進捗状況に関するフィードバック，
認知行動問題解決の訓練についての定期的な情報提供と基本的な介入である．②さらに，
個別指導，家庭，学校の会議，コミュニティリソース，または行動契約と介入をおこなう
ことに困難を抱える生徒のための集中的な介入である．家族との関係が確立され，学校と
家族の絆は，電話，会議，家庭訪問を通じてメンターによって強化される（Hammond et al 
2007:226）． 
2.1 ミッション 
Check＆Connect を運営するチームは，ミネアポリスパブリックスクールの専門家たちと
協働し，学習障害，情緒障害の学生たちを含めて学業を定着させ，困難を抱える学生に包
括的な支援を行いながら，学校を修了させることである． 
2.2 プログラムについて 
（1）構成要素 
プログラム構成要素は，①プログラムマニュアルとスタッフ（メンター）の開発，②メ
ンター1 人当たり 35 人までのサービングモニタリング，③毎日または毎週記入するモニタ
リングシート，④モニタリング·シートからのデータ入力と分析，⑤親と生徒へのアウトリ
ーチでの関与，⑥中途退学防止コーディネータ（以下コーディネータ）の監督によるメン
ター養成，⑦メンターと対象生徒の間の定期的な会合である． 
このプログラムは生徒に障害（学習，情緒，行動障害の学生を含む）があるなしに関わ
らず，効果的であるということが証明されている．特定の警告標識（例えば出席問題，「成
績不良」または情緒または行動の問題）に基づくプログラムをおこなうこととしている
（Hammond et al 2007:226）． 
（2）実施手順 
実施手順としては，①意欲喪失の指標（出席，成績，問題行動等）を決める，②クラス
の中で対象学生を決める（約 15%目安），③メンターを選ぶ，④生徒毎に重点的に関与する
ことを決める，⑤関与のための組織を作る，⑥システム化されたチェックと適切なタイミ
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ングでの関与，⑦統一性を保つためにコーディネータらと定期的な会合をおこなうという
ものである(Christenson2006:336)． 
⑥のシステム化されたチェックとは，週一回のデータチェックと面談・記録をつけるこ
ととコーディネータと定期的に協議することである．メンターは，モニタリングシートを
使い関係者と情報を共有し，各学生の達成目的に向けて支援をしていく．そのシートは，1
ヶ月分の行動記録が書ける．内容の構成は，「Check」と「Connect」に分かれており，「Check」
欄は，遅刻，雲隠れ早退，欠席，行動の様子，停学，留学，未修得単位数が記入でき，「Connect」
（Basic）欄は，共有したいデータ，定期的なフィードバック，学校内での対話，危険につい
て解決された問題についての内容記録 「Connect」（Intensive）欄は，個人目標，成績や行
動面での約束事，親との同意事項，コミュニティサービス参加，学校内の責任ある活動，
ソーシャルスキル活動，チューターとの仕事，構造化された正課外活動などの記録欄があ
る（Institute On Community 2012:101-2）． 
このプログラムで影響を受ける危険因子は，（1）学習障害や情緒障害，（2）成績不良，（3）
出席不良がある．研究の実証としては，過去 20 年の調査で非統制群の生徒と比べて，プロ
グラムで統制された 275 名の生徒には，役立ったことが実証されている（Hammond et al 
2007:227）．具体的には，無断欠席の減少，長期欠席の減少，中途退学率の減少，信用発生
の増加および進級の増加に効果があった（Hammond et al 2007:227）． 
（3）生徒への干渉理論 
代表者であって教育心理学者でもある Christenson（2007）は，Check＆Connect の生
徒への干渉理論について以下のように論述している． 
 
「中途退学を防ぐ」ことと「学校修了を目指す」（a school completion goal）ことは違う
という非伝統的な考え方こそが Check & Connect という手法の哲学であり理論である． 
「中途退学を防ぐ」試みについては既に多く論じられているが，いずれも遅刻や長期欠
席を防ぐために障壁（barriers）を作ることに焦点が当てられている．例えば強制的に生徒
を学校に連れてきたり（transported to school），学校の課題で D（不可一歩手前の成績）
を取るような出来でも，とにかく単位数だけは稼がせるために課題を終わらせるよう促し
たりといったことだ．このような方略では，生徒がなにか学んだり有意義な学校生活を送
ったりといったことは保証できない．それとは対照的に，学校を修了する（school 
completion）ための干渉というものは，生徒が高校を卒業するときに必要なスキルと人生
で学び続けるための意欲を持っているようにすることを目指すものなのである． 
つまり，「学校を修了するための関与」というものは「悪い結果を防ぐ」だけでは不十分
で，「良い結果を促す」ことができるものでなければならない（Christenson,L,S & Reschiy,A,L 
2006:327-347.）． 
 さらに，これまでに中途退学の話が語られるときは，常に変化しなければならないのは
若者であり，問題はその若者個人にあるものだという調子だった．その論法では子どもの
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中にある「欠点を治す（fixing deficiencies)」ために干渉が必要だということになる．だが，
「学校を修了するため」の論法では違う．重要なのは個々の状況に鑑みて，生徒にサポー
トを与えるため変化しなければならないのは学生だけではなく学校や家続，コミュニティ
であるという事になる（Christenson,L,S & Reschiy,A,L 2006:327-347.）． 
 
と指摘する． 
 この論述から生徒への干渉理論として以下の 4 つがあげられる． 
①「中途退学を防ぐ」ことと「学校修了を目指す」ことは違う． 
②多くの「中途退学」の論述は，遅刻や長期欠席を防ぐために障壁（barriers）を作ること
に焦点が当てられている． 
対照的に，学校を修了する（school completion）ための干渉というものは，生徒が高校
を卒業するときに必要なスキルと人生で学び続けるための意欲を持っていることを目指す
ものである． 
③「学校を修了するための関与」は「悪い結果を防ぐ」だけでは不十分で，「良い結果を促
す」ことができるものでなければならない． 
④いままでの多くの「中途退学」の論法では子どもの中にある「欠点を治す（fixing 
deficiencies)」ための干渉だが，「学校を修了するため」の論法は，個々の状況に鑑みて，
変化しなければならないのは学生だけではなく学校や家続，コミュニティである． 
 
2.3 職種と組織 
2.3.1 コーディネータの任務と経験 
 コーディネータの任務と経験についてコーディネータは，以下のように言っている． 
「①メンターの採用，②トレーニング，③スーパービジョン，④助成金の申請，⑤ケース・
マネジメント，⑥年間の統計評価です．担当エリアは 16 学校区であり，日々巡回し，問題
解決に当たっています．メンターはすべての環境を理解し生徒に関わるのです．メンター
には I teach Life（人生そのものを教える）の考えで関わるよう指導しています．わたしは，
この『パートナーメンター制度』が始まった 1995 年からメンターとして関わっており，コ
ーディネータ経験を含め，経歴はもう 20 年になります．」 
コーディネータの任務と経験は，長いメンター経験に裏打ちされた人事（採用と育成），
財務，学生支援すべてにわたり，事業計画の立案・実行・評価すべてに責任を持つディレ
クターであることがわかる． 
また，メンターには意欲・学習法・生活習慣・家族問題などすべてに I teach Life の考え
で対応するよう指導していることがわかる． 
2.3.2 メンターの役割 
 また，同コーディネータは，メンターの役割について以下のように言っている． 
「メンターの定義は，生徒本人の自発的・自律的な発達を促す支援者としています．資格
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としては学士号を取得していることが基本です．フルタイムメンター（週 5 日勤務）の役
割は，①課題学生のみを上限 35 人担当し，②卒業までを支えます．担任と連携しながら意
欲・学習法・生活習慣・家族問題などすべてに対応します．③困難な家族問題は，随時上
長(コーディネータ）につなぎます．各メンターは，統括するコーディネータから，2 日間
の研修を経て現場へ出ますが，基本行動はすべてマニュアル化されています．月 1 回のカ
ンファレンスでコーディネータと各ケースの状況確認を行いながら指導を受けることにな
ります．」 
この語りには，プログラム推進の組織体制の鍵となるのは，メンターであることが示さ
れている．また，そのメンターが実施手順と活用シートのデータを重視しながら，粘り強
く対象学生に働きかけて信頼関係を構築していることがわかる． 
 
 
図 5-1 中途退学防止のためのチーム組織図（聞き取りから筆者作成） 
 
2.3.3 組織 
 さらに，組織について同コーディネータは以下のように言っている． 
「広域学区に１名のコーディネータがおり，教育委員会と連携しています．中途退学防止
コーディネータは，教頭，教務主任クラスのマネージャーが勤めています．この 2 者は，
メンターの上長に当たります．それ以外にスクールカウンセラー，スクールソーシャルワ
ーカーとも連携を行います（図 5-1）．メンター同士で「パートナーメンター制度」という
励ましあう関係を作っています．利用生徒のストレスが高いと，メンターにきつくあたる
時があります．はけ口になるのでつらくなります．その時はパートナーが担当を替わって
くれるというものです．最も日々コミュニケーションを取る相手は，クラス担任の教員で
す．」 
語りに沿って，図 5-1 に組織図を示した．図のようなチーム組織になっている．単に Check
＆Connect が学校の業務の一部を肩代わりしているのではなく，学校と Check＆Connect が統
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合された組織である． 
2.3.4 メンターの属性と動機 
Check＆Connect を実施している４つのハイスクール（ルーズベルト，チェスカ，ガーフ
ィールド，クレアマウント）にてメンターを担っているメンバーに自身の動機と属性（表
5-1）について聞き取り調査を行った．  
以下 7 人のメンターたちは次のように言っている． 
A さん「教育に関係する仕事がしたかったからです．大学の教育学部を卒業して，この高校
でメンターになったのです．担当生徒の課題は英語の読み書きと数学の成績を上げること
です．2，3 年のうちには教員養成のプロフェショナルスクール（大学院修士課程）に入学
して，その卒業後は学校の先生になるつもりです．今は将来に向けて貴重な体験をしてい
ます．」 
B さん「大学ではソーシャルワークを学んでメンターになりました．このミネソタの地域は
多民族がいる地域なので，その文化を知りたかったからメンターになったのです．担当生
徒の課題は，数学，化学の成績を上げることです．メンターの契約が終わったらソーシャ
ルワーカーになるためにプロフェショナルスクールに入学するつもりです．」 
C さん「ケニアから難民としてきてメンターになりました．自分は勉強をしたかったのです
が，子どものころはそれができる環境になかったのです．学習ができる環境を作ることが
難しい生徒を応援したいのです．ここでメンターを経験したらソーシャルワーカーになる
ためにプロフェショナルスクールに入学してシカゴの南地域で働きたいと思っています．」 
D さん「メンターは目的を助ける人だと聞いたのです．やってみても悪くないなとコーディ
ネータの先生に会ってそう思ったのです．将来は教師になろうと思っていましたのでちょ
うど良かったです．」 
E さん 「誰かの役に立ちたかったからです．」 
F さん「自分もメンターのお世話になりました．とても良くしてくれたのです．彼女が居な
かったら私は不良のままだったと思います．だから週の 1 日はメンターをやっているので
す．いつもは電気関係の仕事をしています．」 
G さん「私はハイスクールの教務部長ですが，30 人を担当しています．毎日 6～7 人会って
います．仕事上の必要もあってメンターになりました．メンターとメンティーは 2 人の人
間関係作りが一番大切です． 
また，先生とメンターの違いについて次のように言っている． 
A さん「メンターは主に私生活の話をします．先生は，単位が取得できたかどうかの話をし
ます．」 
B さん「学校の先生は生徒に「能力を上げなさい．」と言います．メンターは能力を上げる
支援をします．」 
 メンターは，教育学，社会福祉学を大学で学んだ者が多く，人の役にたちたい気持ちと
近い将来，自分がプロフェッショナルスクールを卒業して目指す職業に役立つスキルを今 
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のうちから上げるための経験と捉えていた．そのため，メンターは 20 代の若者が多かった． 
 
表 5-1 メンターの属性 
No 担当高校 卒業学部 性別 世代 
A チェスカ（公立） 教育 女 20 代 
B チェスカ（公立） 社会福祉 女 20 代 
C チェスカ（公立） 社会福祉 女 20 代 
D ルーズベルト（公立） 教育 男 20 代 
E ルーズベルト（公立） 教育 男 20 代 
F ガーフィールド（公立） 不明 男 20 代 
G ルーズベルト（公立） 不明 男 40 代 
 
2.3.5 メンティー（対象生徒）になる動機と支援を受けた感想 
次にプログラムを受けるメンティー（対象生徒）にメンターを依頼した理由と受けた感
想について質問したところ 2 名のメンティーは以下のように言っている． 
H さん「メンターの先生がいることは担任の先生から聞いたのです．勉強は大切だとは思っ
ていたからメンタリングをお願いしたのです．メンターの先生も他の先生も『あなたなら
できる』と励ましてくれました．この高校に来てよかったです．前の学校は規模が大きす
ぎました．細かく指導してもらえなかったのです．」 
I さん「メンターの先生がいることは担任の先生から聞いたのです．勉強は大切だからです．
家のことも相談に乗ってくれました．家まで来てくれたのです．」 
 
    表 5-2 メンティーの属性 
NO. 高校 学年 性別 年齢 
H ガーフィールド
（公立） 
1 年生 女 15 
I ルーズベルト
（公立） 
1 年生 女 16 
 
このように，メンティーはこのプログラムを受けた動機と支援を受けた感想として①勉
強は人生で大切なもの，②クラス担任から勧められたこと，③相談にのってくれて励まし
てもらったという認識をもっていた． 
2.4 地域統合研究所における学業定着施策のまとめ 
地域統合研究所における学業定着施策のまとめとしては，まず調査したハイスクール 4
校に共通してメンターの配置とその業務のマニュアル化が中途退学予防に効果的であった
ことである．次にその支援内容は，「成績不良」対策を中心におきながらも，包括的な支援
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を行っていたことである．包括的としたのは，意欲・学習法・生活習慣に家族問題も含め
て I teach Life の考え方で支援していたからである． 
また，「中途退学を防ぐこと」と「学校を修了すること」は違うという観点に立ち，個々
の状況に鑑みて，生徒にサポートを与えるため変化しなければならないのは学生だけでは
なく学校や家続やコミュニティであるという干渉理論をもっていた（Christenson,L,S & 
Reschiy,A,L 2006:327-347.）． 
このプログラムの実践研究は過去 20 年ほど研究されており，統制群 275 名と非統制群 275
名の比較によって有意差を実証し成果をあげている．その効果を連邦政府に認められ助成
金を獲得．2002 年から現在ミネソタでは 21 の公立学校に導入されている（他 5 州＋ニュー
ジーランド）． 
 
3．NPO における学業定着施策 
特定非営利活動法人である AVID25）は，成績の平均値が C であって，低収入世帯の水準
値を下回る世帯で，大学に入学する機会を得るのが家族の中で初めての生徒にハイスクー
ル内の大学準備のコースワークを修了することを支援することをおこなうことを目的に
1980 年に開設された．また，現在は，希望者は全員入学できるコミュニティカレッジの入
学登録をすでに済ませたが，大学レベルに到達しない学生に対しても準備教育を行ってい
る．代表者は Sandy Husk 氏である．Sandy Husk 氏は，教師，カウンセラー，校長と教育長
と，教育セクターにおけるいくつかのポジションを歴任し，2014 年１月に CEO になってい
る． 
AVID の大学入試準備教育プログラムは，サンディエゴでもともと英語の教師であった
Mary Cathrine Swanson 氏によって独自に開発された． 
その方略は，学業支援，ファミリー強化，構造化課外活動である．大学入試準備講座を
担当する教師は，プログラム内の専門的な開発を提供している．生徒の書く力，探求する
力および批判的思考スキルだけでなく，学習スキル，図書館研究スキルおよび大学入試準
備も教える．生徒が学年を修了できるように AVID コースの開講期間中は，チューターがマ
ンツーマン指導をしている．生徒は，昼食時間や放課後さらにいくつかの関連した課外活
動にも参加する．AVID は，親または他の家族にも大学入学まで継続援助するために，家族
トレーニングカリキュラムも行っている（Hammond et al 2007:220）． 
現在では，アメリカ 45 州およびアメリカ統治領 16 ヶ国にて展開し，約 70 万人の生徒・
学生を担当している．アメリカ国内においては，4,837 校のハイスクールと契約し展開して
いる．必要な学生には，大学入学後もチューター支援を行っている． 
さらに，ここ数年では，大学生のための学業支援プログラムとそのピアチューター養成
も強化してきている．また，アメリカ国内 41 校の大学と契約して教授陣の教授能力の開発
や，キャリア教育の教職員研修を行っている． 
3.1 ミッション 
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 AVID のミッションは，家庭の経済状況に関わらず，すべての生徒がグローバル社会で成
功できるよう，大学準備をさせることによって，対象生徒の学習達成度を大学入学レベル
に押し上げることである． 
3.2 プログラムについて 
（1）構成要素 
構成要素は，①AVID カリキュラムとプログラム教材，②学際的なリーダーシップのある
チーム，③コーディネータ，④一週間にわたる最初の夏の研修（9 月の学校開講前）と毎月
の専門的なフォローアップ，⑤生徒が選べるいくつかの選択コース，⑥大学または AVID カ
リキュラムで訓練されたピアチューター，⑦生徒の進歩に関するモニタリング，⑧毎日行
われる AVID 選択科目での学習支援活動である． 
対象生徒は，成績の平均値が C であって，低収入世帯の水準値を下回る家庭で育つ生徒
であるが，大学準備のコースワークを修了する意志があって，彼らの家族の中で初めて大
学に入学する機会を得る生徒である． 
プログラムのコンセプトは，「ＷＩＣＯＲ」と呼ばれ，Writing（書く），Inquiry（探究），
Collaboration（協同），Organization（確立），Reading（読む）である．これらが育つような
カリキュラムにしている． 
（2）実施手順 
その実施手順は，①意欲喪失の指標（出席，成績，問題等）を決める，②クラスの中で
対象学生を決める，③1 週間にわたる夏の集合研修（ハイスクール 9 月開講前）をおこなう，
④チューターを選ぶ，⑤生徒毎に重点的に関与することを決める，⑥リーダーの先生また
はコーディネータ，同僚たちと関与のための組織を作る，⑦リーダーの先生またはコーデ
ィネータとの毎月のチェックと適切なタイミングでの関与である．活用シートは，チュー
トリアルシートである（3.3 で後述）. 
AVID プログラムを受講した生徒は，AVID プログラムが実施された学校の長期研究にお
いて，実施していない学校での対応と比較して，学業成績が改善，進学コース登録と修了
が増加，中途退学率の減少，大学登録（入学）の増加について著しく効果が現れたことを
実証した（AVID2015）． 
3.3 職種と組織 
 副代表は以下のようにいっている 26）． 
「我々は，教育委員会と連携し，学校指導部とともに働いています．広域学区に１名のコー
ディネータがおり，チューターの上長に当たりますが，双方で月 1 回の定期的な会合を持
っています．もちろん随時広告相談することも出来ます．コーディネータは，チューター
の育成と報告・連絡・相談に対応します．チューターは，ほぼ現役の大学生ですが，多く
の AVID 経験者が含まれています．チューターになるには，オンラインを通じて，2 時間ず
つ，5 つのモジュールを学習することが求められます．それは，①AVID の概要，②チュー
トリアルの前に（指導プロセスの準備，観察チェック用紙の活用について），③チュートリ
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アルの間（学習技術を伝えること，生徒集団をまとめること），④指導の後（チュートリア
ルチェックシートの記入と生徒へのフィードバック），⑤コーディネータへの報告手順で構
成されています．このトレーニング終了後も，地区リーダーによる訪問トレーニングやワ
ークショップがあります．チューターは，GPA2.0 から 3.4 の生徒に対して 1 日 2 時間を週
１から 2 回指導します．週の間に最低 90 分は個別指導することをルールにしています．チ
ューターは，指導する中で，チュートリアルチェックシートを用いて，学習必需品を持っ
ているか，事前にテキストを読んできたか，当日のメモの取り方，質問の仕方，議論の仕
方，データ収集の仕方，分析の仕方，復習をしたかの点検を行います．」 
 この語りから，AVIDもCheck&Connect同様に，チーム組織になっていることが示された．
また，チューターは，現役の大学生であって，AVID 受講経験者が多く含まれていることか
ら，チューターとして務める動機に，お世話になったことを返したいという気持ちが含ま
れていると考えられる． 
3.4 対象生徒になる動機と支援を受けた感想（元生徒への聞き取り） 
インタビューした元生徒 4 名は，対象生徒になる動機と感想について以下のように言っ
ている． 
A さん「高校に AVID が入っていたので先生の勧めで入会しました．勉強はつらいものでし
た．でも仲間がいたから続けられたのです．メンターの先生も家族みたいです．色々相談
に乗ってくれました．そのおかげで州立大学に進学することができたのです．」 
B さん「姉が AVID に入っていたので影響されて入会しました．家族とメキシコから移住し
てきました．メンターの先生はわたしに『なぜかな？』と質問してきて，わたしが悩むと
待ってくれました．一緒に考えてくれました．おかげで州立大学に進学できました．」 
C さん「先生の勧めがあったからです．わたしは，成績は悪くなかったです．大学に行きた
いなら入会したほうが良いと先生に言われました．メンターはよく話を聞いてくれて応援
してくれました．最後どうするかは自分で決めるように手伝ってくれました．おかげで私
立大学に入学できました．」 
D さん「家族はメキシコからの移民で，中学校の時にサンディエゴシティ内の担任の先生か
ら AVID を勧められました．お金は無料（学区の補助金にて支弁）ということなので，先生
の勧めで入会し，高校卒業までプログラムに参加しました．徹底的に個別支援してくれる
ところが良かったです．おかげで州立大学に入学できました．」 
 このように，彼女らの語りから，対象生徒になった動機はハイスクールの先生や家族な
どの周りの人からの勧めがあったことがわかる．また，このプログラムを受けた感想とし
ては，よく話を聞いて，一緒に考えてくれて，徹底的に個別支援してくれたことを認識し
ていることがわかる． 
 
表 5-3 元生徒の属性 
NO. 進学先 性別 世代 
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J 州立大学 女 20 代前半 
K 州立大学 女 20 代前半 
L 私立大学 女 20 代前半 
M 州立大学 女 20 代前半 
  
3.5 NPO における学業定着施策のまとめ 
NPO における学業定着施策のまとめとしては，大学受験準備教育のために WICOR を反
映させたカリキュラムに沿ってチューターが個別支援することを重視していた．また対象
生徒の学習が進むよう，その家族に対するトレーニングプログラムもあった． 
2020 年までにアメリカの 35％の職業は学士がないと就けなくなる．それにもかかわらず，
大学資格そのものを得られない若者がいる．その根底には貧困層の問題がある．これらの
支援プログラムとして開発されたのが AVID であった．だからこそ家族に対するトレーニ
ングプログラムが存在すると考えられる． 
 
4．1節のまとめ  
アメリカのハイスクール調査で，施策の特徴について明らかになったことを，以下 8 つ
にまとめる． 
①中途退学予防のために学校以外の第 3 者団体が学校と家庭の中間機関として地域ごと
に組織化され連携・協働していた．②その中でメンターおよびチューターの配置とその業
務のマニュアル化が中途退学予防に効果的であった．③支援内容は，「成績不良」対策を中
心におきながらも，家族強化も含めた包括的な支援であった． Check&Connect では，ハイ
スクール修了を目指す支援者をメンターと称し，AVID では，大学入学を目指し，チュータ
ーと称していたが，双方ともに家族強化も含めて包括的であった．④また，プログラム研
究は過去 20~30 年ほど研究されており，統計的に有意差を実証している．⑤その効果を連
邦政府や州に認められ，助成金を獲得し実施している．⑥生徒への干渉理論は，「中途退学
予防」でなく「学校修了」支援であった．生徒が高校を卒業するときに必要なスキルと人 
生で学び続けるための意欲を持っていることを目指すものであった（Check&Connect）.⑦修
了支援についての外部専門機関がハイスクールにチームとして介入していることから，仮
説・検証型の科学的論証が習慣化されているように見えた．⑧さらに，大学入学後も必要
な学生にメンター支援を行っている（AVID 実施中，C&C は 2015 年より実施）．以上の情報
を得ることができた． 
 
第 2 節 アメリカワシントン州におけるコミュニティカレッジ，大学の中途退学予防施策 
前節では，ハイスクールにおける施策を対象にした．本節は，若者の職業訓練型のセー
フティネットとして大きな役割を果たしているといわれるアメリカのコミュニティカレッ
ジと，それに加えて大学の調査分析も扱う．ワシントン州では，「アセット（身の上）ベー
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ス」，「チューター・メンターシステム」27）に力を入れて学業定着施策を展開しており，先
駆的な情報を得られる事例である．特に学業定着をミッションにする施策と組織について
調査分析を実施した．なお，コミュニティカレッジと大学では，第３章での日本の専門学
校の事例や本章 1 節のアメリカのハイスクールの事例で扱った外部専門機関との連携では
なく，常勤教員が部署ごとに役割を分担し，協働しながら運営し，さらに学生メンター，
学生チューターと協働しながら行っている．なかでも鍵となるのは，学生メンターと学生
チューターである．よって，それを中心に分析していく． 
1. 本調査研究について 
1-1 本調査研究の方法 
米国ワシントン州ハイラインカレッジ，ベルビューカレッジ，グリーンリバーカレッジ，
並びにワシントン大学への半構造化インタビューとし，学業定着施策を実際中心に実施し
ている責任者およびメンバーへの聞き取り調査を主たるデータとして用いる（付録3）．ま
た分析方法については，前節のハイスクール同様，ディスコース分析を用いて，トランス
クリプトの中から特徴的な箇所を抽出したものを基にしてまとめることとする． 
1-2 訪問先と特徴 
 訪問先と特長については，以下の表5-4に一覧にしたので，参照いただきたい． 
 
表5-4 訪問先とその特徴について 
コミュニティカレッジ，大学
名 
特徴 
ハ イ ラ イ ン カ レ ッ ジ
（Highline College） 
ハイラインカレッジでは，アセットベースがキーワードであり，その考え方に基づい
て学業定着教育を展開している．その支援人材としてはチューターとメンターを活用し
ながら，1 年 1 学期から 2 学期への学業定着率を 82%まで改善している. 
ベ ル ビ ュ ー カ レ ッ ジ
（Bellevue College） 
ベルビューカレッジは，認証評価において，114 項目中 100 以上で A 評価を取得して
おり，教育レベルが高いカレッジである．特に評価で重視されるミッションのコアテー
マである①学生の成功②教授と学びの方法③学生の多様性を重視した学生生活④地域連
携の項目が，7 年以上効果をあげ続けることができている．上級生メンターを活用しな
がら 1 年 1 学期から 2 学期への学業定着率を 82%までにし，以前よりも向上させた． 
グリーンリバーカレッジ
（Green River College） 
グリーンリバーカレッジは，2013 年度ポール・サイモン・アワードにて，質の高い学
校に送られる「統括的なキャンパスの国際化」の部門で受賞した．新入生にメンターに
よるアドバイスを行ったところ，2015 年 1 年次 1 学期から 2 学期への学業定着率は 88%
になった定着率の高いカレッジである． 
ワシントン大学（University 
of Washington） 
ワシントン大学は，アメリカ合衆国の州立大学である．米国太平洋岸北西部最大の規
模を持つ．全米で広く知られている著名校であり， 2015 年の U.S. News & World Report’s 
Global University Rankings では，世界第 11 位の大学として認められている質の高い大学
である．上級生のピアアドバイザー（チューター）を活用し，学業定着率を 93%にして
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いる． 
※インタビュイーは付表に記載 
 
2.調査結果 
2.1 ハイラインカレッジ訪問報告 
2.1.1 アセットベースでの教育について 
ハイラインカレッジ28）では，アセットベースがキーワードである．アセットベースとは，
個人の身の上を大切にすることを基盤におくということである．その教育の方法は，学生
の身の上に沿って，クラス外にコミュニティを作り，その身の上を重視して教育すること
である．このアセットベースのターゲットは，おもに低学力学生であり，このやり方で学
業定着施策を行っている． 
なお，このシステムは他国の高等教育業界で注目されはじめているので，海外から教員
が留学できるシステムを構築しはじめている．最近では，エジプト，中国，南アフリカの
教員の訪問が多い．その訪問教員の研修期間は，6ヶ月程度である．アメリカの大学生は，
多国籍であるので，その背景をよく理解ができるようにしてから研修に入っている．訪問
者は，アセットベースの考え方と方法を母国に持ち帰って活用している．これに上級生チ
ューター，メンターの配置がある．では，そのアセットベースでのプログラム3つとチュー
タリングセンターを分析することにしよう． 
（1）Umojaプログラムについて 
Umojaプログラムは，ワシントン州では始めて導入された．アフリカ系アメリカ人が，他
文化の学生とアカデミックな成功，個人の成長と自己実現を共有できることを目的とする
専門的な学習コミュニティである．このプログラムができた背景は，以前，アフリカ系ア
メリカ人学生が，入学後初めに履修した45単位の成績を分析したところ，大学レベルの英
語，数学の平均点に満たない学生が多かったからだという．このコミュニティには，研修，
アドバイス，カウンセリング，チュータリング，メンタリング，奨学金申請支援について
のプログラムが用意されている．ここでは，メンバー同士の相互扶助を大切にしている．
自分さえよければよいという個人主義や人を蹴落とす競争力に取って代わる相互扶助によ
る1年次のプログラムである．ゴールは，すべての学生が成功することとしている．ここに
は専従職員の配置があるが，新入生へのOne on One（1対1）を実現できるのは，上級生チュ
ーター，メンターがいるためである（High Line College 2015a）． 
（2）MESAプログラムについて 
MESAプログラム，は全米のプログラムであり，ワシントン6つのカレッジでも行われて
いる．その中でハイラインカレッジは，リーダーになっている． 
ハイラインカレッジでは2つのタイプの学生についてフォローしている．家族の中で初め
て大学に入学する学生，そして数学と理工はよくできるが家庭において経済状況が不遇な
学生である．この2つのタイプの学生に対して，4年制大学からの入学情報提供，学費の相
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談，４年制大学への編入相談ならびに産業界との連携などを行っている．産業界との連携
プログラム例をひとつあげると，2015年9月に，ワシントン6つのカレッジのMESAと企業の
IBMの共同により，在学生22名が開発したアプリケーションソフトのプログラミングを選考
し，この分野で自分（学生本人）がやっていけるかについてのワークショップを行った． 
 MESAでは，GPAが3.5以上の学生に，ティーチャーズアシスタントになるためのワーク
ショップを用意して，教員の補佐となるティーチャーズアシスタントを養成している．こ
のティーチャーズアシスタントとは，呼称は異なるが本論文のキーワードのひとつとして
取り上げているチューター8）のことである．彼らは併せてインターンのコーディネートやメ
ンターも行っている． 
MESAプログラムの支援組織には産業界の団体が多かったこともあり，2015年10月現在，
定員75名対して69名が活用している．ここには専従職員の配置があるが，新入生へのOne on 
Oneを実現できるのは，上級生チューター，メンターがいるためである（High Line College 
2015b）． 
（3）TRIOプログラムについて 
TRIOプログラムは，アメリカ文部省が全ての学生が学べる環境を作るために，1965年か
ら助成金を作って創った．対象者は，家族で初めて大学の卒業を目指す学生や障害を持つ
学生などである．TRIOの活動内容は，学生の包括的支援であり，学業支援，奨学金申請，
転校転科申請，キャリア開発支援などである．これらは彼らのステージアップを目的とし
ている． 
TRIOプログラムは，5名のスタッフで運営しているが，スタッフはすべてコーディネータ
であり，他に上級生メンターたちとともに支援にあたっている．現在は，150名から200名
の学生をサポートしている．その対象学生については，個人別に細かく調査しながら支援
している．ワシントン州を統計的に見ると，このような子どもたちは高校卒業後，見習い
工，インターンなどにいければ，まだ良い方で，厳しい場合は，そのまま生活できなくな
ることから，大学に進学するためにTRIOを活用してきたのである．そのためサポートは，
学生本人以外にその家族にまで及ぶ．そのような背景の学生が在校生の18％を占める．こ
のTRIOの報告は，5年ごとに改定が行われ，大学自体の成功評価のひとつになる．このプロ
グラムで新入生へのOne on Oneが実現できるのは，上級生メンターがいるためである（High 
Line College 2015c）． 
（4）チュータリングセンター 
 求めるすべての学生に対して，学業支援をおこなうチュータリングセンターがある．セ
ンターは，科目の難解なコンセプトについて支援だけでなく，学習者の共同体を組織し，
開かれた雰囲気を作ることに努めている．学習のためのコンピュータ操作支援，資料集め
などグループまたは個別に支援する．予約の必要はなくいつでも訪れることができる．1年
間で2,000人程度の学生来所がある．どの科目の相談にも対応しており，ここには上級生の
訓練されたチューターが配置されている．このチューターは，学生本人と教授たち双方の
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要請で支援を開始する．GPA評価が3.5以上であることが求められる． 
1） チューター養成プログラム 
チューターは，学業に課題を抱える学生に対して，様々なプログラムを活用して支援し
ている．いわば中途退学予防のキーパーソンである．そのチューターの養成には，3段階の
資格レベル1，レベル2，レベル3があることがわかった．そのレベルについて概説しよう
（Shen 2016a）． 
資格証の必要条件…レベル１． 
1学期間で最低10時間のプログラムを受けることが必要である．そのうち，チューター養
成トレーナーとともに，最低6時間のワークショップ，あるいは，オンラインディスカッシ
ョン，多様なユーザー対応のバーチャル体験を行いながら，トレーニングを受ける．トレ
ーニングする項目の構成は，①チューターの定義と責任，②基本的な個別指導ガイドライ
ン（するべきことと，してはいけないこと），③正常にチューター期間を始めて，終わる
こと，④成人の学習者，学習理論と，学習スタイル⑤自信を持つこと，そして難しい学生
たちに対応すること，⑥チューターモデルを演じてみる，⑦ゴールを設定することと，計
画を立てること，⑧コミュニケーション能力，⑨積極的傾聴と要約，⑩紹介の技能，⑪学
習技能，⑫批判的思考力，⑬チュータリングプログラムの倫理と哲学の遵守，性的いやが
らせ，盗作等，⑭問題解決を設計すること，⑮その他である．その10時間が終了後， 25時
間に渡って実際のチュータリングをおこなう． 
資格証の必要条件…レベル2． 
 レベル１の資格証を持っていることが必須条件である．そこから，1学期間で最低10時間
のプログラムを受けることが必要．そのうち，チューター養成トレーナーとともに，最低
４時間のワークショップ，あるいは，オンラインディスカッション，多様なユーザー対応
のバーチャル体験を行いながら，トレーニングを受ける．トレーニングする項目の構成は，
①レベル１の振り返りの精査，②深い質問の使用，③脳優位学習，④文化的な認識，異文
化間コミュニケーションや特別支援学生コミュニケーションの多様性について，⑤見極め
をすることとリソースを使うこと，⑥特定の技能あるいは科目領域でのチュータリング，
⑦学習行動を評価することあるいは，変えること，⑧その他をすること．レベル1が終了後， 
25時間に渡って実際のチュータリングをおこなう（累積では50時間となる）． 
資格証の必要条件…レベル3． 
 レベル1と2の資格証を持っていることが必須条件である．そこから，1学期間で最低10時
間のプログラムを受けることが必要である．そのうち，チューター養成トレーナーととも
に，最低2時間ワークショップ，あるいは，オンラインディスカッション，多様なユーザー
対応のバーチャル体験を行いながら，トレーニングを受ける．トレーニングする項目の構
成は，①レベル１と2の振り返りの精査，②自己管理した学習，脳優位学習あるいは記憶，
③対象学生の対処方法，④高等教育における学習センターの役割，⑤学習経験の構造化，
⑥他のチューターを訓練・監督すること，⑦グループマネジメント技能（グループ相互作
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用とグループ動的関係），⑧その他をすること．レベル1，2が終了後， 25時間に渡って実
際のチュータリングをおこなう（累積では75時間となる）（Shen 2016b）．チューター養成
の統括者は，教育心理学を専門とする教員であった． 
2.1.2 学業定着施策 
（1）登録後から授業開始前のプログラム 
登録後から授業開始前のプログラムは，大学レベルで学業ができるように入学生の準備
を加速させるプログラムとして位置づけている．  
1） プレスメントテストについて 
アメリカの大学において，入学前のプログラムとしてまずおこなうのがプレスメントテ
ストである．大学の入学レベルの語学力に到達するためには，全米英語学校のステージに
おいて10段階の内，最高のレベル10が必要である． 
ハイラインカレッジでは，2010年のプレスメントテストにおいて，大学入学英語力レベ
ルに満たない入学生（入学直前段階にて7レベル，8レベル，9レベル）に対して事前補習を
行ったのち，レベル10を受験させた．すると補習前に7レベルだった学生の合格率は24%，8
レベルでは合格率29%，9レベルでは合格率42%という散々な結果となってしまった．それ
に加え，プレスメントテストの実施から補習やレベル別クラス分けまでの途中段階の脱落
者を加えると非常に多くの学生が脱落したのである．その失敗を分析した結果，既存のや
り方に問題があることがわかった．それまでは，7レベルの入学生には8レベルに達するた
めに10単位の履修， 9レベルに達するためには5単位，さらに，10レベルに達するためには
5単位と積み上げ式での準備教育を行っていた． 
しかし，翌年の2011年度から，この3段階に分けずに初めから10段階を目指す10単位プロ
グラムをあらたな別プログラムとして設定し，なおかつ，教員と学生一人ひとりとのOne on 
Oneが行える環境を整備して行ってみた．すると改善が見られたのである．既存の10レベル
5単位プログラムを履修した学生の合格率が56%だったのに対して，あらたな10レベルOne 
on One Plusプログラム（10単位）の合格率は83%となり，32%の改善につながったのである．
その経験から，既存のコースレベル段階を短くし，学生個々にステップを増やし，個別指
導することにした． 
この結果から，ハイラインでの5年間（高校3年間とカレッジの2年間）では，高校の成績
などをみて，その入学生のバックグランドにあった適切なレベルを図りコースに導くこと
が大切であって，これがうまくいかないと脱落する学生が発生することを学んだ． 
あらたな10レベルOne on One Plusサポートプログラムは，文法などを教えるが，文法だけ
のサポートではなく，暗記法や教材の使い方等の学習スキルも併せてサポートしている．
その中で「必ずうまく行く．」29)と動機付けしながら自覚を持たせている．結果，改善につ
ながったのである． 
したがって，プレスメントテストは，その学生の素質を見抜いてあげることが第1ポイン
トである．入学前後の期間は大変重要であり，以前は大学レベルまでに引き上げる間に脱
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落していた学生が多くいたが，現在は，学生の初期段階のフォローが大変効果をあげてい
る．学生にとっては自分のレベルの可視化と実際にやってみることが重要である． 
これらの準備教育は特別な組織がおこなっているわけではなく，教職員全員でおこなっ
ている．入学前と入学後と学生の支援を分離するのではなく，フローでつなげており，そ
のための教材作成も同様に教職員全員で製作にあたる．これらの活動の中でプレスメント
テストのマニュアルを作成し，修正点は随時改定しているところである． 
（2）授業開始後のプログラム 
授業開始後のプログラムは，学生の持続性のためのサービスの提供として位置づけてい
る．  
1） 学生の学習を強化するための技術ツールの導入について 
入学生の学習を強化させるために電子技術（PC，携帯端末，ネットワーク，E-ラーニン
グ）などを使う教育は有効である．しかし，入学生の中にはそのことを知らない学生がい
る．そのため，ハイラインカレッジでは，授業で入学早々からネットワーク上のディスカ
ッションボードを使っている．まず，教員から学生に課題を出し，次にその課題へ学生た
ちが書き込みをする．さらにその書き込みに教員が応えることで学生が離れないようにし
ている．入学生の中には，自分の意見を出せるのだが，他者との対話は得意ではない者が
多くいる．そのため，このツールで対話の重要性を強調しているのである． 
このボードで展開されている対策プログラムは，はじめの2週間は「自分の意見をディス
カッションボードに書いてみましょう！」とし，次の2週間は「最低2人のクラスメイトと
対話をしてみましょう」と続け，最後に書き手と読み手の双方が内容を理解できているか
についてお互いに感想を書かせる．このことを数回続けることで習慣化させている．なお，
ディスカッションの話題例としては，以下のようなものがある． 
①入学生たちの文化の差異について 
②スケジュールについて 
③教員とどのように付き合うか 
入学生たちは，自分の意見をボードに書き込むというはじめの2週間が過ぎると，自分の
意見を書けるようになる．しかし，2人のクラスメイトとのやりとりや特定テーマに沿った
やりとりでは，相手の考えに対して自分の理解度を示せるようになるまでには時間がかか
る． 
2） One on Oneによる英語教育プログラム 
ハイラインカレッジでは，入学早々から One on One による英語教育プログラムを実施
している．このプログラムは，毎年入学生の約 80％の学生が受講しているが，テキストを
用いた対面のクラス形式とオンライン形式がある．どちらもプログラム内容に違いはなく，
授業の履修パターンや自分の仕事のスケジュールに合わせて，オンラインを使って受講し
ている学生が多い．特に夜間の学生となるとオンライン活用の頻度が高い．また，対面で
の授業参加とオンラインの組み合わせを履修する学生もいる．柔軟に学習機会を提供する
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という姿勢を大切にしている． 
オンラインでは制限を設けた上でチャットを活用している．ある課題に対し週 2 回は教
員が意見を述べる．学生たちは課題に対して週 3 日間は対話をする．学生の中にネットを
使えない学生もいる場合には，PC での初歩的なファイリングから教え，ネット情報の整理
の仕方までを教えている．  
受講学生のうち 30 から 35％は 4 年制大学への編入に向けてこのプログラムを受講してい
るが，学生の年齢は 18 から 22 歳が一番多く，次に 28 から 30 歳の年齢構成の学生がいる．
残りの受講生のうち 20％は 2年制大学のレベル，40％が高校レベルの内容を履修している．
また，自分本位に次のステップに進めないように小テストを実施するなど工夫をしている． 
（3）2.1のまとめ 
 ハイラインカレッジでは，アセットベースを強調したプログラムとチューターとメンタ
ーの配置が重要である．学業定着施策のキーワードは，One on Oneである．学生一人ひとり
への支援を大切にした教育方針を徹底することを重視することで，定着率をあげることが
できる． 
2.2 ベルビューカレッジ訪問報告 
2.2.1 学業定着施策 
 （1）登録後から授業開始前のプログラム 
ベルビューカレッジ30）の入学者は，現在16歳から77歳までである．履修登録開始時は，1
クラス24名以下に分けてフォローする．登録開始時に徹底していることは，新入生を対象
に学期が始まる前に必ずプレスメントテストを実施することである．英語と数学のプレス
メントテストは，全米で活用しているCOMPASS31)を使用している（Hada2015）．英語スコ
アが低い学生は，英語コースのレベルが必然的に決まる．そのフォローは独自教材を開発
して教育支援を行なっている． 
以下に，登録後から授業開始前のプログラムにおいて，重視している2つの施策を述べる． 
まず一つ目は，プレスメント（クラス分け）サポートである．新入生は初年次経験コー
スのクラスを選ぶことになるが．アカデミックアドバイザー（職員）のサポートにより，
各自の学習目標に応じた最適なクラス選択が可能となる．初年次経験コースの1クラスの平
均人数は20から30人であり，徹底した少人数制を採用している．授業はインタラクティブ
で，学生が主体となったアクティブな展開である． 
次に二つ目として，スチューデントサクセスコースである．学生はこれまでのキャリア
に応じて3つのグループに分けられることになる．その指標は，家族で初めてカレッジに入
学する学生，低学力の学生，障害を持った学生，スポーツ推薦学生別などである．その3つ
のグループとは①TRIO一団，②学生競技者，③大学で働く学生である．学生たちは自分で
ゴール設定をおこない，７つのコースゴールの中から自分の必要な学びを選ぶことになっ
ている． 
そのコースゴールとして，①大学への所属意識と誇りを感じてもらうこと，②学業への
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期待と大学文化について記述すること，③履修科目とキャリアゴールを計画すること，④
大学での支援サービスを理解すること，⑤多様な学習方略を実践すること，⑥大学での人
種・民族に渡る多元的共存を理解すること，⑦人間関係の開発を理解することが設定され
ている（Cory et al 2015）． 
（2）授業開始後のプログラム 
GPA（評価基準）におけるポイントは，毎学期ごとに学生個々がレポートを提出し評価
されるが，「成績不良」学生には毎学期ごとに4段階に分けて指導が行われる． 
例年，1学期目に10％程度の学生が，「成績不良」に該当している．まずその対象学生に
は注意喚起の通知が出される．次に2学期連続の学生には，科目登録システムをオンライン
ブロックして登録できないようにして，その後教員，アカデミックアドバイザー，カウン
セラーの何れかがカウンセリングをおこなう．さらに3回連続は，1学期間の登録停止とす
る．そうなった場合は，どういう方法で復帰するか自らが考え，教員，アカデミックアド
バイザー，カウンセラーの何れかにきちんと説明し，認められると登録が可能となる．4回
目に至っては，1年間登録停止となる． 
1） 行動介入チーム 
プログラムの行動介入チームは，スチューデントサクセスセンター，公共安全センター，
障害リソースセンター，多文化サービスセンター，学生問題センター，国際教育センター，
およびカウンセリングセンターそれぞれの部署の責任者で構成する． 
まず，国のシステムであるMaxient32)を週に1度活用し，このシステムの書き込み内容を検
討する． 
次に，対策を上記の各部署との連携し実施する．重篤ケースを検討するシステムではな
く，オンラインでの非緊急ツールであり，不良行動を示す学生などに対しては学校とコミ
ュニティ資源が協働して対象学生とコンタクトするものである． 
対象学生向けのインフォーマルサポートとして，教員がおこなうサポートは，One on One
やグループミーティングの形式をとる．授業内容のチュータリング，学習技術のアドバイ
スを受けることができる．その他に，学生アルバイト，大学でのクラブ，クラスメイトか
らの支援がある（Cory et al 2015）． 
2） 学生への追加サービス 
学生が利用できる追加サービスとして，アカデミックサクセスセンター，カウンセリン
グセンター，障害リソースセンター，学費支援，多文化サービスセンター，国際教育オフ
ィスがある．アカデミックサクセスセンターには，アカデミックチュータリング，数学ラ
ボ，読みラボ，書きラボがある．カウンセリングセンターでは1学期平均100名から150名が
利用している．これらのサービスを学生は自主的に利用している（Cory et al 2015）． 
3） 共通の課題と問題解決方法 
まず，学生における各部署の共通課題としては，金銭，仕事の両立，子どもを育ててい
ること，高校での成績不良，入学後の再試験での学力不足などがある．特に英語と数学に
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課題がある．これに対して，英語と数学の教育・訓練キャンプ（1週間）で，1対1のフォロ
ーを実施している．この2科目は重要だが嫌いな学生が多い． 
次に，運営上の課題としては，上記の各部署との連携のための学生データベースが未だ
整備されていないことである．現在，問題解決のために進行中であるものは，まず学生に
対するアリーアラート（初期の警報）のシステムの構築である．これは，関係職員が誰で
も共有データベースにアクセスし，警報を発することができる．最初の学業上の警告は，
教授が1年4学期の早い時期に学業に苦しんでいる学生について学生サービススタッフたち
に通知することができるものである．しかし，そこにはまだ長期欠席学生のケース・マネ
ジメントのためのデータベースがないため，現在開発中である．アーリーアラートは，5人
常勤3人パートタイマーで運営している． 
問題解決方法としては様々な支援活動がある． 連邦政府事業のTRIO学生サポートプログ
ラムと，アカデミックアドバイザー，スチューデントサクセスセンターがあり，これら３
つは，頻繁に連携がされている．アカデミックアドバイザー職員が，苦手科目のある学生
に対して，その実力にあった支援をする．さらに，スチューデントサクセスセンターは，
プレスメントテストにより，成績不良者に対して，大学生活が送れるレベルに到達するよ
うに，普通教育レベルの読む，書く，数学についてフォローしており，その方法は，チュ
ーターによる直接支援やE-ラーニングで行っている． 
また，課題を抱える学生が多いので，カウンセラーを増やすことと，支援のできる上級
生メンターを育成し増やすことを行っているところである． 
 さらに，インターンシップの学生に対してのメンターも行っている．このメンターは，
在校生やそれ以外のOBや地域の高齢者ボランティアであるという規定に合致した後，8時間
の講習受講と25時間のチュータリングを受けて初めて認定され，その任に就くことが出来
る．報酬（$11）は，学生は週19時間，それ以外は週17時間まで支給される．メンターは奨
学金をもらうこともできる． 
最後に，キャリア・センターもメンターを配置している．職業接続のためのキャリア・
センターの重要な機能は，地元の雇い主との専門の関係を確立することである．そのため，
大学と企業をインターンシップでつなぐ役割や，新しいインターンシップの窓口を開発し，
就職口として結びつけることに力を入れている．施策としては，模擬面接と採用イベント，
クラスワークショップ，ジョブフェア等で雇用者参加の手配をすることと，大学と企業と
の間で共同のプロジェクトを増やすこと，大学寄付金を増やすために，潜在的サポーター
を見つけるなどを行っている． 
（3）2.2のまとめ 
 ベルビューカレッジでは，学生支援を担当する各センター間の連携が重要である．支援
人材としては，アカデミックアドバイザーの配置とメンター養成・配置を重視しており，
基礎学力，インターンシップ，キャリア開発にわたり包括的に支援することが重要である． 
2.3 グリーンリバーカレッジ（Green River College）訪問報告 
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2.3.1 学業定着施策 
（1）入学前（登録前後）のプログラム 
 グリーンリバーカレッジ33）の本科生入学前の準備教育は多岐に渡る．本科生登録者に対
する接点と方法としては，あらたな訪問モデルがある．それは訪問の試みと地域協力によ
って成り立つものである．入学後のコースの選定としては，選択数を増やすことに重点を
置いている．コミュニティカレッジへの定着教育としては，高校でのCOMPASS Programを
活用している．その内容は，キャリア開発に必要な条件，学業計画に必要な条件，リーダ
ーシップと市民との関わりに必要な条件を学ぶことや，Bachelor of Business Administration 
Program( BBA：ビジネス管理学士プログラム)の見学などの観察調査を終えることである．
K-12dual enrollment partnerships(College in the High School：高校との単位互換の提携），地域
ボランティア，SATテストの予習，奨学金調査，大学訪問見学などの大学と結びついた活動
(College Bound Activities)，インターンシップを用いた職業的，技術的な仕事力教育
（Workforce Education），退役軍人とその家族のためのAmeriCorps ProgramやVeterans Corps
などの職業・技術教育，あらたな応用科学学士New BAS (Bachelor of Applied Science)Programs 
がある．授業クラスの収容力とプログラムを増やすためのあらたな教育力開発や，入学生
が修了を目指すための学生管理システムの実施，大人のための基本的なスキルである科目
登録計画について実施を行っている（Casey 2015:1-19）． 
それらの活動の中から，それぞれのプログラムからどんな学生が入学するのかがわかる
仕組みになっている．それは学生のタイプ別分類ができるようになっているということで
ある．「入学レベルに学力が達しておらず基礎を学ぶ学生」「4年制大学へ編入する学生」
「その他の選考学生」に別れる．家族の中で大学へ初めて行く学生が多い．その親には保
護者教育を開始する．また，入学生の高校時の状況をマーケティングしている．その他に，
入学許可後に，奨学金申し込みの支援，入学生のキャリア希望と高校成績に応じたコース
登録支援，TRIOサポート，少数民族であるMuckleshoot種族やソマリア難民への学校コミュ
ニティとの接続のためのイベント開催等の支援を行っている（Casey 2015:1-19）． 
（2）授業開始後のプログラム 
 まず，学生自身の期待だけでなく，実際自分が学習到達したレベルを自分で認識するこ
とが重要である．また，18歳以下の学生（１年生）は，大学と親とのコミュニケーション
が大切である．College Experience（CE）Classは，入学してから1学期目の5週間にわたるク
ラスで週3時間ずつある．そのクラスでFoundation for successというメンタリングプログラム
を実施している．上級生のメンターが新入生に支援する毎週行われるセミナーである．主
題は，学生生活，健康と安全，意思決定，時間管理で，両親への詳しい経過報告を伴う．
メンターはキャンパス内に150人登録されている．在校生の80%が，4年制大学に編入学して
いる． 
次に，入学願書から入学者確定の歩留まり率を高めるために，1学期前のオリエンテーシ
ョンでメンターを入れている．早い時期に学習定着に課題を抱える学生をキャッチするこ
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とが大切である．その学生用に教育プログラムをひとり一人作成してカスタム化している．
これまで7,000件作成した．自分のキャリアを考えてもらえるようにフォローしているので
ある．その選択分野のキャリアを学生に分析させることが大切である．カリキュラムは，
職種につける科目を強化して，一般教養は，削減している． 
さらに，1学期，2学期にキャリア分析のための「カレッジコース」という科目が選択で
きる．2学期までに，この科目を履修しないと3学期に進めない仕組みになっている．授業
のノートの取り方や試験に向けての取り組み方など今後大学でどのように歩んでいくかに
ついて学ぶものである．これは，中途退学予防に有効である．このコースは2％のドロップ
アウトで収まっている．その他1学期には，学生個々のキャリアゴール探求と大学での履修
プランニングがうまくつながるようにメンター支援がある．また，1学期修了後も再度続い
て，履修プランニングの支援がある． 
結果，1学期中に入学生に対して，メンターによるアドバイスを行ったところ，1学期か
ら2学期への学業定着率は88%になった，アドバイスを行わなかった入学生の学業定着率の
63%を25%上回った．さらに，TS101と呼ぶキャリア分析支援を行った入学生は，1学期から
2学期への学業定着率は82%で，行わなかった入学生の63%の定着率を19%上回った． 
 また，2014年から，これまでメンターによる個別支援は7,000以上に及んでおり，この取
組みによって，メンター導入以前の2013年度は，1年次1学期から2学期へのフルタイム入学
生全体の学業定着率は，62%だったものが，2014年度には80%に上昇した．個別支援は成果
をあげている（Casey 2015:1-19）． 
 したがって，学生が大学をやめない環境づくりには①同じ目標の学生が多くいる環境を
つくること，②自分を自己評価して今後どうしていくか上級生メンターと考えていく方法
をとること，③上級生メンターがウイークポイントのフォローをすること，④奨学金援助
を受けることができるかどうかの４つが必要であることを関係部署で共有しながら行って
いる． 
（3）2.3のまとめ 
 グリーンリバーカレッジでは，授業開始前のクラス分けにおいて，同じ目標を持つ学生
が多くいる環境をつくり，授業開始後にファンデーションサクセスというメンタリングプ
ログラムにおいて，早めに課題学生をキャッチしてメンターが支援するという方針・方法
を取る事で，学業定着率を飛躍的に向上させることができる． 
さらに，18歳以下の学生の場合は，併せて親と大学教職員とのコミュニケーションが重
要である． 
2.4 ワシントン大学（University of Washington）訪問報告 
2.4.1 学業定着施策 
（1）入学前のプログラム 
 ワシントン大学34）では，入学する9月の前に「サマーブリッジ」というプログラムを実施
している．新入生の夏休みを利用したスペシャルコースなのだが，コミュニティカレッジ
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での成功の方法（カレッジサクセス）を修得する準備期間としている．その内容は，その
学生にあった授業の取り方，図書館の利用方法などがある．授業の取り方については，そ
の学生がどのようなキャリアに行きたいか，そのための科目は何かについて支援する．そ
の活動グループの中で仲が良くなり連帯感が生まれる．その際，問題学生を発見すること
ができる．その学生には入学前早めに上級生であるチューターがつくことになる．さらに，
サマーブリッジ前に成功している学生を高校へ送り込むこともしている．大学教育への動
機付けになる．その対象は家族に大卒がほとんどいない学生が多い．その際は，学生の家
族と直接コミュニケーションをとっている．親の役割は，大変重要なことである．親と本
人双方に同じオリエンテーションをする． 
（2）授業開始後のプログラム 
 プレスメントテスト実施後，適切なレベルのクラスに入れることが大切である．従来の
やり方だと低すぎたり，高すぎたりすることが発生していた．そのため学生本人がストレ
ッチモデルを設定するDirect Self Programを開発した．それは通常の2倍の時間を使い取り組
むので学生のモチベーションと自信が上昇している．自分はなぜこの教科をとるのかを明
確にすることが大切である．過去15年のデータから効果が実証されており，サクセスレー
トとなっている．成功するための利用方法として考えられるのは，一貫して同じ先生であ
ってクラス人数が少ないことである．ストレッチコースは，20週に渡って行なうことで向
上している．ストレッチモデル（Direct Self Program）の履修者は，入学生の20％が選択す
る． 
（3）学業定着のための組織について 
 効果が高い実践にするには，学生ティーチャーのトレーニングが必要である．ピアアド
バイザーと呼んでいるのだが，アドバイザーは4週間のトレーニングを受ける．はじめの3
週間のトレーニング内容は，1週目にメンターの役割と行動，2週目にリテーションのセオ
リー，3週目に現状を打破する方法について履修し，終了後，4週目はアドバイザーオフィ
スにて実地をおこなう．上級生だけでなく，教授がメンターになることもある．学内での
ピアアドバイザーの数は225名，待遇は，時給（$11）である． 
1） アカデミックアラートAcademic Alert：学業警告 
アドバイザーと教授で組織化している．教授がレッドカードを出すとアドバイザーが該当
学生と話し合う． 
2） スチューデントインターベーションStudent Interventions：学生介入チームについて 
インターベーションは，措置することを意味する．危険のある学生には，セキュリティー
ヘッド（警備責任者），教室管理者，健康管理者，法律を取り締まる役（警察官ではない）
が対応する．①メンタル的に課題のある学生（非常に危険度がある学生）は，教授への相
談体制がある．②学生を成功に導くためには大学全体の責任としてとらえる必要がある．
③ピアアドバイザーは自分の出身校にいってフォローする．④ピアアドバイザーが，該当
学生にフォローする．ピアアドバイザー１人当たり，在学期間中は新入生を20人担当する．
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サマーブリッジでは，１人当たり5人を担当する．いずれにせよ該当学生に対し居心地の良
い環境を作ることが大切である．所属意識を育てることから始めることである．しかし，
アメリカは，21歳になると成人となり，保護者への連絡は基本的にできなくなり，本人の
みへのアプローチになる． 
(4)2.4のまとめ 
 ワシントン大学では，その学生に合った単位の取り方と家族が大学経験のない学生を成
功させること，生活と心理面を確認することの3つの支援を重視しながら，4週間トレーニ
ングを受けたピアアドバイザーが支援することが重要である．家族が大学経験のない学生
の親には子どもと一緒にオリエンテーションを実施することが重要である． 
3．第2節のまとめ 
 アメリカワシントン州コミュニティカレッジ，大学における中途退学危険因子に合わせ
た支援方法の概要が明らかになった.コミュニティカレッジ，大学レベル教育と修了に課題
を抱える学生をつなぐシステムも明らかになった.コミュニティカレッジ，大学では，その
専門部署を設けており，ハイスクール同様にチューター・メンターが，修了に課題を抱え
る学生に対して直接干渉する者として鍵となっていた.その育成・配置については，ハイス
クールが外部専門機関と連携しているのに対して，コミュニティカレッジ，大学では，専
門部署がその育成・配置を行っていた. また，「アセット（身の上）ベース」プログラム
も学内のコミュニティ（共同体）として効果的であった. 
 
3 節 本章のまとめ 
 まず，ハイスクールでは，学業定着のために学校以外の外部専門機関が，学校と家庭を
つなぐ中間的な専門機関として，地域ごとに組織化されていた．その中でメンターおよび
チューターの配置とその業務のマニュアル化が中途退学予防に効果的であった．その支援
内容は，成績不良対策を中心におきながらも，家族強化も含め，包括的な支援を行ってい
た． 
そのチューターとメンターの定義として本章 2 節のはじめに以下をあげた． 
まず，チューターは，科目の難解な概念が登場すると助けてくれる者であって，次に，
メンターは，学生の強みと学習の計画を開発する者で評価のフィードバックを提供し必要
な学習資源を提供する者であるものとした（WGU WASHINGTON 2016）． 
しかし，本調査においては，ハイスクールと連携する 2 団体は，目指すゴールに違いは
あるものの，日々の学校生活における支援内容は酷似していると考えられる．  
まず，Check&Connect は，成績不良者に注目し，ハイスクール修了を目指している． 
続けて，AVID は，低収入世帯の水準を下回る不遇な生徒に注目し，大学入学を目指して
いる． 
次に，日々の学校生活における支援については，Check&Connect は出席問題と成績不良，
情緒障害を警告標識として扱い，AVID は，成績不良と学校との接触不足（長期欠席）を危
126 
 
険因子としていた．さらに双方ともにファミリーサポートまでも行っている． 
したがって，これらの類似から，チューターとメンターは，役割の呼称は異なるものの
実際の支援内容は大分重なるものがあると考えられる．つまり，それぞれのメンターおよ
びチューターは，実際のところ 2 つの機能を担っているともいえる． 
また，生徒への干渉理論は「中途退学防止」でなく「学校修了」であり，それは生徒が
高校を卒業するときに必要なスキルと人生で学び続けるための意欲を持っているようにす
ることを目指すものであった． 
それに比べて，コミュニティカレッジ，大学では，学業定着に必要な専門部署を設置し，
担当教員以外に，上級生チューターと，上級生メンターが配置されていた．このことは，
言い換えれば，ハイスクール同様，コミュニティカレッジ，大学レベルの専門教育をおこ
なう学部と入学生がスムーズにつながるように中間的な専門機関として組織化されていた
といえる． 
続けて，コミュニティカレッジ，大学では，チューターの役割とメンターの役割を明確
に分けて育成・配置していた．なぜなら，コミュニティカレッジ，大学の科目の内容は高
度であって，難解な概念が登場するためである． 
また，コミュニティカレッジ，大学では，アセットベースという施策が設けられていた．
留学生が多く，240 もの言語が飛び交う（ハイラインカレッジ）環境では，同じアセットベ
ースでのコミュニティが必要になっていた．そこにもチューターやメンターが配置されて
いた． 
さらに，コミュニティカレッジ，大学でも 18 歳以下の学生には，親と大学教職員とのコ
ミュニケーションを重要視していた． 
以上，これらのことから，ハイスクールとコミュニティカレッジ，大学を通じて鍵とな
るのはチューター，メンターの存在であることがわかる．また，コミュニティカレッジ，
大学においては，アセットベースという施策が注目に値すると考える． 
 さて，もうひとつの側面としてアメリカのハイスクール，コミュニティカレッジ，大学
の調査分析を通して以下のことが明らかになった． 
ハイスクールでは，特に「成績不良」，「長期欠席」に対して，対策をおこなうことで飛
躍的に学業定着があがることがわかった． 
コミュニティカレッジ，大学では，特に，意欲不足，大学レベルの準備教育不足，スタ
ディスキル不足に対して対策をおこなうことで飛躍的に学業定着があがることがわかった．
その他コミュニティカレッジ，大学の中途退学危険因子の上位にあがった財源不足につい
ても意欲不足，大学レベルの準備教育不足，スタディスキル不足が解消し，成績が上がれ
ば奨学金申請ができるのでこの対策にもつながる． 
 とすれば，前述の表 4-9 で示したように，アメリカのハイスクール，コミュニティカレッ
ジ，大学の中途退学危険因子が日本の専門学校と似通っていたことを考えると本節にあげ
られた施策は，日本の専門学校に活用することが可能だといえる． 
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 さらに，本章のアメリカでの学業定着施策に加え，第３章の日本の専門学校での学業定
着施策を考察し，専門学校にとって効果的な学業定着施策を明らかにできれば，教育の向
上だけでなく，日本の若年者の雇用問題に対する積極的な労働政策につながると考えられ
る． 
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終章 専門学校における中途退学危険領域にいる学生への学業定着施策への課題 
本論文では，日本の専門学校の中途退学危険因子とアメリカ，日本の学業定着施策の実
践を考察することを通して，専門学校の学業定着施策のあり方を考えることを目的とした．  
その際には，専門学校の中途退学に関する政策課題について論じていくために①今まで
あまり明らかにされてこなかった専門学校の中途退学の危険因子の特性について，②その
対策を先駆的に行っている学校，外部専門機関の運営の実際について，③今後の専門学校
生のための学業定着施策を重視した． 
本論文では，以下の 3 点から上記の課題を明らかにすることとした． 
まず，第 1 に今まであまり明らかにされてこなかった専門学校の中途退学の危険因子の特
性について，中途退学理由という分類を用いて，できるだけ具体的な行動レベルに細分類
し，専門学校生の中途退学理由の特徴の提示をおこなうことを課題とした． 
第 2 にその対策を行っている学校，学部または内部専門機関の運営の実際について，日
本国内では，先駆的に独自な方法で中途退学予防に成果をあげている事例の実施者にイン
タビュー調査し，構成可能な彼らの認識の論理を抽出した．さらに，海外では，代表的な
先駆的事例調査として，アメリカのハイスクール，コミュニティカレッジ，大学の事例を
取り上げ，実際の学業定着施策を明らかにすることを課題とした． 
第 3 に今後の専門学校生のための学業定着施策について，1，2 を通して，日本の専門学
校がどのように学生の学業定着を進めていくべきかの施策を提示することを課題とした．  
そこで，本章では，本研究のまとめとして，上記の課題を次の 4 点に整理してあらため
てまとめ，その上で専門学校における中途退学危険領域にいる学生に対する学業定着促進
のための今後の課題を明らかにする． 
①中途退学危険因子の実態 
②学業定着施策の現状（日本の専門学校，アメリカのハイスクール，コミュニティカレッ
ジ，大学） 
③専門学校における今後の学業定着施策の方向性 
④中途退学危険領域にいる学生と専門学校を結ぶ外部または内部専門機関 
 
第 1 節 中途退学率，危険因子の実態および施策の現状 
1．中途退学率および危険因子の実態 
 本調査における日本の専門学校の中途退学率は，以下の結果になっている． 
本論文で規定した就職型専門学校 18 校の調査では単年度の中途退学率が 3.2%となった．
目安として，これを大学 4 年課程と同じく 4 倍にすると 12.8%になり，１章の先行研究で示
した 4 年制大学の 4 年間の退学率 12.4%（専修 2014）と，さほど変わらないこととなった．
そのため，専門学校を一概に中途退学率が高い学校種と評価することは危険があるという
見方も出来る．  
また，全分野を対象にした先行研究の専修（2014）によると専門学校の年間の中途退学
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率は 7%であった．しかし，本研究は，就職型専門学校に絞って中途退学者の調査をし低い
中途退学率となった．結果，本研究の調査の精度が悪いというよりは，就職型専門学校が
全分野よりも中途退学率が低いといえる． 
次に，本調査における日本の専門学校では，次の危険因子がみられた． 
まず，アンケート大項目では，学外理由の 39.2%より，学内理由が 60.8%で多かった． 
続けてアンケート中項目では，学内領域における因子として，①意欲の低下，②成績不
良，③進路変更が多かった．学外領域における因子としては，④生活習慣の乱れ，⑤家庭
の影響が多く，結果①から⑤が，学内・学外をわたって上位 5 つの因子となった． 
また，危険因子上位 5 つである「生活習慣の乱れ」，「家庭の影響」，「意欲の低下」，「成
績不良」，「進路変更」は相関があることと，中でも「成績不良」が他の 4 つすべての項目
と相関があることが明らかになった． 
アンケート小項目から明らかになった中途退学者像は以下の通りであった．  
ひとつには，学内領域における中途退学者像として，目指す職業・分野への関心や必要
能力の修得，提供された教育システムに対する関心の低下，出席不良，知識・技術の修得
不全がみられた．あるいは，クラス集団に不適応が現れ，現状の困難を回避する策として
自身の適性を考えて，あらたな分野への変更の検討がなされた消極的な理由での退学者だ
と考えられた． 
もうひとつには，学外領域における中途退学者像として，睡眠，食事，学習，余暇，ア
ルバイト等活動の計画・管理に不備があり，自宅学習の習慣化ができなかった．一人暮ら
しの者は生活ペースがつかめなかった．あるいは，学習に影響する精神症状と，家族との
関係不全がある学生だと考えられた． 
 次に，アメリカでは，次の因子になっている． 
ハイスクールでは，①成績不良，②留年，③卒業延期，④低い社会経済状況が多かった．
コミュニティカレッジ，大学では，①成功への意欲の不足と，②不充分な財源，③大学レ
ベルの作業のための準備不足，④不充分なスタディスキル，⑤教育抱負と目標の欠如が，
上位 5 つという結果だった．これらの理由は，日本の専門学校の中途退学危険因子の中項
目の上位（意欲の低下・成績不良・家庭の影響）と共通性が高いと考えられる． 
 
2．学業定着施策の現状 
日本の専門学校では，次の施策内容がある． 
①担任教員による学校生活適応（仲間作り・カウンセラー紹介）支援，自己理解と社会人
基礎力向上プログラム，目指す職業を想像できるキャリアデザイン支援 
②科目講師や専任教員による専門知識・技術補習 
外部専門機関とのかかわりとして，市教育委員会や，特定非営利活動法人，会社法人と
連携した 
①質問力の育成（専門学校レベル教育以前の漢字，作文，関数演習） 
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②書く方法（専門学校レベル教育以前の作文演習） 
③読む，聴く方法（専門学校レベル教育以前の文節分け法，修飾関係を理解する法の演習） 
を行っている． 
 これらはすべて学習技術と考えられることから，学習技術は，専門学校レベルの学習を
スタートするに当たって必要な知識・技術であると考えられる．一方で，専門学校の教員
たちは，その学校・学科の専門知識・技術に加え，学校生活適応支援，キャリア教育につ
いて施策を組みながら行っているものの，効果的な学習技術の指導には疎いことが考えら
れる． 
アメリカのハイスクールでは，次の施策内容がある． 
地域共同研究所や，NPO で，広域コーディネータによって採用・育成されたメンターや
チューターがハイスクールスタッフの一員となり，クラス担任やカウンセラー，ソーシャ
ルワーカー，学校コーディネータなどと協働し，生徒一人ひとりの状況に沿った対応を行
っている． 
その生徒への干渉理論は，「中途退学防止」でなく「学校修了」であり，生徒が高校を卒
業するときに必要なスキルと人生で学び続けるための意欲を持っているようにすることを
目指すものとして関係者は共通している（Check & Connect）． 
また，実施方法は，ケースごとにチェックシートがあり，学習面だけでなく学業生活や，
家族サポートまで含まれるマニュアルが確立されている．支援対象生徒は，クラスの約 15%
（Check＆Connect）で，家族ではじめて大学に入学する生徒であった．介入が必要な場合は，
コーディネータや他のスタッフに相談でき，支援を受けることができる．日本には，この
ような国策レベルの施策はない． 
コミュニティカレッジ，大学では，学生たちの学業定着を専門におこなう内部専門機関
がある． 
まず，ACT2010（表 4-8）が調査したすべての大学において最も多い学業定着実践は，①
チュータリングプログラム，②アカデミッククラブ，③生活技術の利用，④個々のキャリ
アカウンセリングサービス，⑤インターンシップ，⑥事前登録オリエンテーションの 6 つ
であった． 
日本の専門学校においては，①，②，③，⑥の調査研究結果はない．④については，教
職員が兼務で行っている割合が 56%と最も多く専従者配置は 15.8%であった（吉本
2009:23-8.），⑤については，70%の学校において，全学生または一部の学生対象に行われて
いる（吉本 2009:17-22）．④の例から考えると，上記の他の項目についても同様に教職員が
ほとんど兼務していると推察される． 
本研究で調査したコミュニティカレッジ，大学の特徴は以下の通りである． 
ハイラインカカレッジでは，アセットベースプログラムに力を入れていた．アフリカ系
アメリカ人たち，低収入な家族ではじめて大学に入学する学生たちおよびハイスクールま
で成績は良いが家族が低収入のため不遇だった学生たちに，コミュニティを作り，研修，
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アドバイス，カウンセリング，チュータリング，メンタリングおよび奨学金申請支援など
をおこなう． 
また，そこにはチューターとメンターの配置が重要であった．学業定着施策のキーワー
ドは，One on One である．学生一人ひとりへの支援を大切にした教育方針を徹底すること
を重視することで，定着率をあげることができる． 
ベルビューカレッジでは，スチューデントサクセスセンター，公共安全センター，障害
リソースセンター，多文化サービスセンター，学生問題センター，国際教育センターおよ
びカウンセリングセンターそれぞれの責任者で構成する行動介入チームがあった．不良行
動を示す学生に対して学校とコミュニティで協働して介入する．学生支援を担当する各セ
ンター間の連携が重要である．支援人材としては，アカデミックアドバイザーの配置とメ
ンター養成・配置を重視しており，基礎学力，インターンシップ，キャリア開発にわたり
包括的に支援することが重要である． 
グルーンリバーカレッジでは，学生が大学をやめない環境づくりには，①同じ目標の学
生が多くいる環境をつくること，②自分を自己評価して今後どうしていくか上級生メンタ
ーと考えていく方法をとること，③上級生メンターがウイークポイントのフォローをする
こと，④奨学金援助を受けることができるかどうかの 4 つが必要である． 
その他 1 学期には，学生個々のキャリアゴール探求と大学での履修プランニングがうま
くつながるようにメンター支援がある．その後，1 学期修了後も再度続いて，履修プランニ
ングの支援がある．また，ファンデーションサクセスというメンタリングプログラムにお
いて，早めに課題学生をキャッチしてメンターが支援するという方針・方法を取ることで，
学業定着率を飛躍的に向上させることができる．特に，18 歳以下の学生の場合は，併せて
親と大学教職員とのコミュニケーションが重要であるとしていた． 
ワシントン大学では，その学生に合った単位の取り方と，家族が大学経験のない学生を
成功させること，生活と心理面を確認することの 3 つの支援を重視しながら，4 週間トレー
ニングを受けたピアアドバイザーが支援することが重要である．家族が大学経験のない学
生の親には子どもと一緒にオリエンテーションを実施することが重要である． 
  
3．サポート組織と，法律，予算 
直接学生をサポートするのは，日本の専門学校においては，担任教員である．吉本ほか
（2009）によれば，専従カウンセラー配置は 5.7%，専従就職指導配置 15.8%である．教職
員に多様な役割が期待されていることがわかる． 
 しかし，アメリカのハイスクールでは，クラス担任にメンター，チューターが加わる．
生徒人数規模によっても異なるが，各校に一人のカウンセラー，ソーシャルワーカーがい
る． 
専門学校 3 校では，外部専門団機関（市教育委員会，特定非営利活動法人，会社法人）
と協働している．ハイスクールは，外部専門機関（地域統合研究所，NPO）と協働し，コ
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ミュニティカレッジ，大学は内部専門機関を置いている．アメリカでは，家族で初めて大
学に入学する学生に対して連邦政府または，州の法律に基づく予算がある． 
 
第 2 節 学業定着を先駆的に行った専門学校の今後の方向性 
1．X 専門学校と市教育委員会指導主事チームが連携した学業定着施策の今後の展開 
課題としては，以下の 2 つがあげられる． 
（1）支援上の課題 
対象者のより適切な選抜，学生自身が学習支援の必要性を理解すること，そのためのメ
タ認知力を育むことなどである． 
（2）運営上の課題 
低学力だけでなく，学力が高い発達障害（アスペルガー症候群）の対応も必要である． 
一つひとつの行動レベルで具体的な対応をもつことが求められる． 
 
2．Y 専門学校と特定非営利活動法人キズキ共育塾が連携した学業定着施策の今後の展開 
課題として，以下の 2 つがあげられる． 
（1）支援上の課題  
理解力の低い学生の伸びに課題がある．成功パターンは，担任教員とリレーションがで
きたことと，作文力が向上したこと，居場所作りになったことである．学科の導入教育と
つながっているかどうかは調査不足で不明である．やはり，早い時期からの介入の必要性
を感じる．養成目的が明確な専門学校であるならば，入学前にプレスメントテストを行い，
入学前からの専門学校レベル準備教育を開始すること，さらには高校と接続することが必
要である． 
（2）運営上の課題 
現状において，専門学校教員は，他機関と連携するという意識は薄い．法人と結んでも, い
ざ学校現場に行き学生状況の把握のために授業を見学させていただこうとしても，各クラ
ス担任の先生は，「私の授業は結構です」と断る先生が多い．授業がまだ公開されることに
慣れていない．よって，公開授業などの教授力開発プログラムの必要性がある． 
 
3．Z専門学校と会社法人スタディレボリューションが連携した学業定着施策の今後の展開 
課題として，以下の 2 つがあげられる． 
（1）支援上の課題 
 読む力は良いが，聴く力の場合，差がある場合は運営が難しい． 
（2）運営上の課題 
今のところ特にないが，しいて言えば教育人材の育成である． 
 
 まとめると，支援上の課題として，X 専門学校では，学生のメタ認知力の必要性をあげて
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いる．専門学校レベルまでの基礎学力について自分が必要だと思うことが，まず大切とい
うことである． 
 Y 専門学校では，担任教員とのリレーションと，早い時期からの介入の必要性をあげてい
る．Z 専門学校では，聴いて理解する力の涵養の必要性をあげた． 
 運営上の課題は，X 専門学校では，発達障害学生の対応，Y 専門学校では，学校教員の他
機関と連携するという意識改革，Z 専門学校では，教育人材の育成をあげた． 
 最後に，入学前から導入教育までのプログラムの立て方について， 3 校に渡って共通の
ものは，学習技術と，高校までの基礎学力，クラス・仲間作りとなった．専門学校中途退
学理由の上位の「成績不良」と 2 つ（学習技術と，高校までの基礎学力）が特に関連があ
る． 
よって，本章であげた先駆的な 3 校の教員たちは，新入生に入学登録から導入教育を実
施する中で，「成績不良」が予想される学生に対しては，特に教員自身が苦手とする学習技
術に関する対策を外部専門機関に依頼して指導することで，中途退学率を下げており，こ
のことに集中的に対策を打つことができれば，飛躍的に中途退学率は下がると考えられる． 
 
第 3 節 中途退学危険領域にいる学生および家族と専門学校を結ぶ専門機関 
1.外部または内部専門機関の必要性 
全国 2800 あまりの専門学校においては，経営規模も様々であり，自助努力だけでは限界
がある． 
専門学校の教員たちは，専門学校レベル教育以前の基礎学力向上施策には疎いというこ
とと，現状でもカウンセラー的機能と就職指導機能が求められており（吉本 2009：23-4．），
多様な役割を求められているので，日本の先駆的事例やアメリカのハイスクールのように
外部と連携するにしろ，コミュニティカレッジ，大学のように内部に独自に専門部署を設
置するにしろ，専門機関は必要であると考えられる．どちらを選ぶかについては，法人ご
との経営規模等の事情による． 
 日本の先駆的事例では，地域の教育委員会，特定非営利活動法人，会社法人と連携して， 
効果をあげていた． 
 アメリカのハイスクールでは，地域統合研究所， Nonprofit Organization が，各ハイスク
ール組織に一体となる形で協働して効果をあげていた．コミュニティカレッジ，大学では，
内部に専門機関を設けて，入学登録から導入教育期までのプログラムが吟味され，効果を
あげていた．また，ファミリーサポートについて，本研究で調査したアメリカのハイスク
ール，コミュニティカレッジ，大学では，すべて積極的に行っていた．なお，アメリカは，
前述の通り，連邦政府や州政府の法律があり，ハイスクール（メンター・チューター制度），
コミュニティカレッジ，大学（アセットベースプログラム）ともに，予算が付いていた. し
たがって，日本の専門学校の教職員が多様なものを求められていることを考えると，アメ
リカのシステムは応用できる可能性がある．  
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2．教育施策と福祉施策の連携 
 全国 2,800 あまりの専門学校において，経営規模も様々であり、同種の専門学校以外の機
関に関する情報が充分ではない． 
 学業定着施策をすすめる上では，全国専修学校各種学校総連合会，各都道府県の専修学
校協会，NPO サポートセンター，地域若者サポートステーションネットワークなど，各分
野で既にネットワークが構築されている．そのネットワークを渡って，総合的に中核的専
門人材養成および若年者就労セーフティネットのための専門学校における学業定着施策が
展開できるように，総合窓口的な機構が必要ではないか．各機関のルート拡大にもつなが
る． 
  
第 4 節 専門学校における学業定着施策促進のための課題 
1．専門学校の課題 
 今後の専門学校の導入教育において，まず科目の難解な部分の理解を支援するチュータ
ーと，学生の強みと学習計画を開発し，評価のフィードバックを提供しながら必要な学習
資源を提供するメンター機能は，必要になる．次に，ハイラインカレッジで力を入れてい
る「アセットベース」は，2011（平成 23）年の「留学生受け入れの弾力化」以降の制度改
革や，背景として前述した若年者セーフティネット政策をみると今後において重要な施策
となる可能性があり必要となる．最後に，コミュニティカレッジ，大学では、入学登録か
ら導入教育期までのプログラムは毎年吟味しながら，効果をあげており，必要になる． 
 まず，チューター制については，日本の大学については 2 つの報告があり(山田 2005：95,
濱名・川嶋 2006：218)，さらにピアチューター育成方法については，谷川ほか（2014）に
より近年報告がされたところである．これらを契機に大学ではさらに広がると考えられる
が，専門学校に至っては，現在その実践についての報告は見受けられない．吉本ほか（2009）
によると，専門学校は，カウンセラー等の専門職配置についてキャリアアドバイザーでは
56.0%，スクールカウンセラーでは，43.9%について教職員が兼務しているとの回答が最も
多い結果であり，またその教員に求められる資質と志向として最も重視されるのは「学生
に熱意があること（93.8%）」「教育力向上に熱意があること（76.8%）」が高かったとした．
この 2 つの結果から，専門学校において，メンター役，チューター役は，専任教員が担っ
ていることが推察される．それでも，第２章で示したように，専門学校生の中途退学理由
の上位に「意欲の低下」と，「成績不良」，「生活習慣の乱れ」があることを考えると，メン
ター役，チューター役導入の検討の必要性が示唆される．特に，メンターによる支援は，
本事例のハイスクール，コミュニティカレッジ，大学での事例においては，学生本人だけ
でなく，その家族サポートまでも含まれていることが注目され，効果的な支援が期待でき
る．  
 次に，アセットベースは，今後，調理，介護，自動車整備分野を皮切りに留学生の漸増
が期待できる専門学校業界において必要となる．留学生の不適応は文化の違いや言語から
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起こることは高等教育業界において広く知られていることである．しかし，今までは，ク
ラス担任など一部の教職員の個別的な善意と配慮によって支えられている側面がある(日本
学生相談学会 2010:103.)．それに対して留学生個々の成長と自己実現を共有できる相互扶助
的なコミュニティを用意できれば，留学生の学業定着率は上げることができると考えられ
る．このほかに，若年者セーフティネット事業の利用者コミュニティの形成の充実が，今
後求められることが考えられる．専門学校の教職員の印象としては経済的に困難な家庭出
身の学生が増加しており，年々格差が広がっていると感じているようである(専修 2014：184)．
ワシントン州の事例から，これらコミュニティには集合研修プログラムに加えて，前述し
たチューターまたはメンター制を確立し，個別に応じた問題解決が望まれる． 
 日本の留学生においても，渡日初期の段階で，自国では 1 人でできたことが，日本では
できないことがあることから苛立ちを覚え，無力感や欲求不満が起きることが指摘されて
いる（松浦 2001）． 
最後に，本調査での入学登録から 1 年次 1 学期までのアメリカのスチューデントサクセ
スセンターの活動を参考にしながら，今後の日本の専門学校の導入教育を考えると，吟味
されたコミュニティカレッジ，大学の学業定着施策の導入が，必要になる．授業開始前の
プレスメントテストから授業開始 1 学期までの導入教育プログラムを構築しながら学生
個々の問題の早期発見を実現し，支援が必要な学生を絞り込み，個々の事情に合わせてカ
スタマイズされた包括的な支援を行えるプログラムの整備が望まれる．現在，専門学校の
導入教育研究は，ほぼ行われていない．  
 加えて，そもそも日本の専門学校とアメリカのコミュニティカレッジ，大学では，学業
定着施策において，政策的に着眼される概念にも方法にも違いがある．アメリカのコミュ
ニティカレッジ，大学において政策的に着眼される概念は，「中途退学者予防（Dropouts 
Privention）」でなく「定着の増加（Retentions Increse）」である（４章 3 節 1 に記述）． 
以下，このとらえ方の違いから生じる施策の差異について述べる． 
 第 1 に，学期運営と学費納入の差異である． 
アメリカのコミュニティカレッジ，大学は，学費と授業がワンパッケージで完全に学期
ごとの運営である．すなわち，1 学年 1 学期に必要な単位を取得してはじめて次の 2 学期に
すすむことができる．そのため年間の学費は，1 年 4 学期制であれば，その都度 4 回支払う
ことになる．とすれば，学費収入の面からアメリカのコミュニティカレッジ，大学が次学
期に向けて入学生の学業定着を全学的に目指す意味がわかる． 
 一方，日本の専門学校の場合は，学年制と学期制が混在していることが多い．日本の専
門学校では，学期制を標榜しているものの，実際は，従来の学年制・時間制の考え方で運
営する学校が未だ多い． 
また，学費については前後期での 2 回払いが多いが(Benesse2016)，年一括納入を原則とす
る学校も散見される．この方法は，学費収入の面からみると学費収入の見込みがつきやす
い．しかし，反面では，学習面で課題のある学生の学習技術と基礎学力の未修得をそのま
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まにして，学習課題を延期させてしまうことにつながる場合がある．中でも学費収入が見
込まれていて，学業定着施策に課題がある学校においては，この危険性をはらんでいるの
ではないか． 
第 2 に，在学生数の点検方法の差異である． 
アメリカのコミュニティカレッジ，大学では，入学登録者と 1 学期科目履修者，2 学期科
目登録者の差異で在学生数を点検する．というのは，アメリカでは，入学登録者の内，入
学前に必ずおこなう準備教育（プレスメントテストや学習技術，補習）後，何人が実際に
入学して科目履修したのか，さらに 1 学期間の正課授業と必ず行われる何週かに渡る学生
生活の過ごし方や補習等の修了後，2 学期へ何人すすむのかで学生数を点検するからである．
つまり 2 学期の履修者数を重要な指標にしている． 
一方，日本の専門学校の在学生数の指標は，入学登録者数と実際の入学者数，退学者数，
そして転校・転科者数の差異で在学生数を点検する．この方法は何人が当該学科または学
校から脱落するかの観点からみる方法だといえないだろうか． 
第 3 に入学登録から授業開始前の学生支援の差異である． 
 アメリカのコミュニティカレッジ，大学では，入学登録後，一旦，自分のキャリアプラ
ンを上級生チューターまたはメンターの支援を受けながら立て，履修科目を選択したとし
ても，後のプレスメントテストの結果から，そのキャリアにすすむことが今の学力では難
しいと判断されれば再び上級生チューターまたはメンターの支援を受けながら，再度履修
科目を見直すことができる．その見直しは分野変更だけでなく，分野はそのままにして履
修のスピードを落とすような支援もある． 
 一方，日本の専門学校は，すべての学生が入学登録した学科のまま一律に授業が開始さ
れることになる． 
 結果，この違いから気づくことができるのは，アメリカの方法は少なくとも日本の専門
学校より不用意または消極的理由での転校・転科を防ぐ効果が期待できるということであ
る．なぜなら，履修前に自分の現在の学力と入りたいコースに必要な学力との差異を確認
した後に履修コースを変更することもでき，入学する 9 月直前に最終的に決めればよいか
らである． 
それでは，日本の専門学校におなじシステムを導入したらどうなるだろう．周知の通り，
日本の専門学校の教育課程は，職業教育という性質上，目指す職種や資格が明確であると
いう特徴をもつ． 
もし，アメリカのコミュニティカレッジ，大学のように，入学登録から上級生チュータ
ーまたはメンターの支援を受けながら，プレスメントテストを受験し，最終的に入学直前
に再度履修コースを決めることができ，入学後も再び継続して上級生チューターまたはメ
ンターの支援を受けながら，履修科目数の程度やコース選択について考えながら定着する
ことができたら，今以上に中途退学者，さらには消極的理由での転校・転科者までも漸減
できるのではないか．総合専門学校であれば，学科構成が多岐にわたるので，転科はあり
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えるのだが，ほとんどの学校は単科から少数学科で構成されているので，そのまま中途退
学になってしまうケースが多いだろう．この現状を考えると，これらの教育システムの整
備は，中途退学率の減少につながる可能性が高い． 
  
2．外部専門機関の課題 
 ２章で明らかになった「意欲の低下」、「成績不良」等の中途退学危険領域にいる学生の
課題としては，専門学校において学業を定着させるためには基礎学力と学習技術が，必要
になる．専門学校サイドの課題としては，その危険領域にいる学生が，専門学校レベルの
学習の前に，学生一人ひとりに必要な基礎学力や学習技術を身につけることができる施策
の構築が求められる． 
 この施策の実施主体は，専門学校自体であるが，第３章で示した日本の事例のような市
教育委員会・特定非営利活動法人・会社法人が担当することは考えられる．なぜなら，彼
らは学習技術指導を探求するプロフェッショナルであり，現状の専門学校教員は，養成目
的でかかげる分野の実務卓越型（業務経験 5 年以上，大・短・専卒については学校以外の
関連経験の年数）や一般実務経験（学校以外の関連業務経験 5 年以下の大・短・専卒），一
般（学校以外の関連業務経験のない大・短・専卒）教員が 85%近くを占めており（吉本 2008），
アメリカのような国策レベルでの学業定着施策がないのが現状だからである． 
 この連携が適切に機能するときに，中途退学危険領域にいる学生は，専門学校において
学業を定着することができ，一方で専門学校の教員たちは，危険領域学生にいる学業定着
施策をスムーズにすすめることができるようになる． 
 そのためには，第３章と第５章であげた事例のような外部または内部専門機関との連携
が必要である．これを促進させるためには，専門機関自体の事業戦略が重要であるが，こ
のことは各機関が自己責任のみでおこなうだけでは不足があると思われ，その事業戦略を
後押しするような支援が求められる．そのためには，今後，助成金制度の創設などのサポ
ート体制が必要となる．そうすることで，さらに学業定着施策は促進されると考える． 
 
第 5 節 本研究の限界と今後の課題 
 ここまでに本研究では，日本の専門学校において中途退学の主な危険因子の実態と学業
定着施策の不足を指摘してきた．そして，日本の専門学校 18 校の中途退学危険因子の実態
分析，日本の 3 つの専門学校の事例分析およびアメリカのハイスクール，コミュニティカ
レッジ，大学の 6 事例分析を通して，中途退学危険因子に対応する学業定着施策をおこな
うことで，中途退学の減少につながることを明らかにし，外部または内部専門機関の介在
による専門学校の学業定着施策の提示を行った． 
まず，この施策を活用することは，専門学校において中途退学者を減少させることがで
き，専門学校教育政策への実践的寄与につながるものと考える． 
また，中途退学者を減少できれば，単なる教育の向上だけでなく，日本の若年者の雇用
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問題に対する積極的な労働政策にもつながると考えられる．これは専門学校が若年者の就
労セーフティネットとして，より効果的に機能できるようになるということである．とす
れば，公共政策学への貢献として，若年者の積極的労働市場政策において専門学校が担う
施策論の特色のひとつを提示できたと考えられる． 
そして，本論文が扱った専門学校の中途退学者の実態分析は，いままでの先行研究より
実態の解明をすすめることができ，教育学への貢献につながるものと考える．  
 しかし，以下の課題を残している． 
まず，ここまでに専門学校 18 校の中途退学危険因子調査と対象が限定されていたことで
ある． 
また，施策についても日本の 3 事例，アメリカの 6 事例の中での議論というように対象
が限定されていた． 
さらに，専門学校における主な中途退学者像をあげたが，施策の具体的な PDCA サイク
ルの循環の構築と考察までには至らなかったことである．  
 そのため，今後の研究課題としては以下のことが考えられる． 
1 つ目は，多様な分野にわたる専門学校の中途退学危険因子調査と研究をさらにすすめる
ことである．今回の中途退学危険因子調査は，本研究で規定した就職型専門学校（第２章
第 2 節 2 参照）に留まっており，デビュー型，就職デビュー折衷型の専門学校についても
考察をおこなう．そうすることで専門学校の中途退学理由の分類論の構築が可能になると
考えられる． 
 2 つ目は，学業定着施策の比較研究をさらにすすめることである．本論文の事例は日本の
3 事例，アメリカの 6 事例に留まっており，他の先駆的な事例も考察を行って行きたい．た
とえば，アメリカ以外の先進国の学業定着施策を調査研究することである．そうすること
で効果的な施策の構築が可能となると考えられる． 
 3 つ目は，教育施策と福祉施策の連携による具体的な好循環システムを明らかにしていく
ことである．専門学校自体と，外部または内部専門機関を担える教育系団体，若年者福祉
団体それぞれのネットワーク組織を考察し，どの規模でおこなうことが適切であるのか，
システムを構築・運営していく上での課題は何かについて明らかにすることが必要である． 
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［注］ 
序章 
1）専門学校は，後述の専修学校専門課程のことである．学校教育法第 126 条の 2 「専門課
程を置く専修学校は，専門学校と称することができる．」と規定されている． 
2）学校教育法第 1 条 に，「この法律で，学校とは，幼稚園，小学校，中学校，義務教育学
校，高等学校，中等教育学校，特別支援学校，大学および高等専門学校とする．」とされて
いる． 
3）医療・社会福祉分野の国家資格を取得できる専修学校専門課程は，2 つの公的な認可を
同時に受けて存立している．ひとつは，医療・社会福祉分野の国家資格取得者を養成する
養成施設として，もうひとつは，専修学校専門課程としてである．前者は厚生労働省から
後者は文部科学省から認可を受けている．よって資格の認可は厚生労働省から，学校とし
ての認可は文部科学省からとなる． 
4）本論文で扱う行動レベルとは，中途退学者本人やその家族に起こった具体的な動きや反
応と定義する． 
5）America’s College Promise 構想の推計によれば，2020 年までに求人数の 35%は学士号相
当の，30%は准学士号相当の学位・資格が，必要になるとしている．  
 
1章 
6）中等後教育機関は，専門学校，短期大学，高等専門学校を指す．高等教育機関は 4 年制
大学を指す． 
7） Community Colleges for International Development, Inc. (CCID)を窓口に，効果的な学業定
着施策を展開するアメリカ内のコミュニティカレッジと大学の選定と視察を依頼した．  
8）宮本みち子は日本の青年心理学者として若者政策作りに関わった中心人物である．「若
者の包括的な自立支援方策に関する検討会」（2004（平成 16）年～2005（平成 17）年）の
座長である． 
 
２章 
9）当時，筆者は何度もこの事業は専門学校対象のものであることを文部科学省事務官から
聞く機会に遭遇した． 
10）なお，相関分析においてサンプル数が多いと相関分析の結果，相関係数が全体的に低
い値になることが過去の研究で示されている 
（http://www.biwako.shiga-u.ac.jp/sensei/mnaka/ut/rtable.html）．本サンプルでは 1,025 と少し
多いことから相関分析の結果，それぞれの相関係数は少し全体的に低くなっている．それ
でも有意であることを加えておく． 
 
３章 
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11）チューターは，科目の難解な概念が登場すると助けてくれる者であって，メンターは，
学生の強みと学習の計画を開発する者で評価のフィードバックを提供し必要な学習資源を
提供する者である（WGU WASHINTON ,2016,“About WGU Faculty: Dedicated to helping you 
succeed”（http://washington.wgu.edu/about_WGU_washington/wgu_faculty/）） 
12）2016 年 1 月 29 日（月）の X 専門学校の教育責任者へのインタビューの際，参加学性の
感想文を見せてもらった．そこから抽出したものである． 
13）NPO キズキの中途退学予防のための基礎学力支援事業は，東京都以外への展開がはじ
まりつつあり，法人の経営戦略上の理由から 2016 年 4 月に株式会社に変更した．よってキ
ズキは NPO と株式会社を持つことになった． 
14）2016 年 1 月 15 日（金）の Y 専門学校グループのコーディネート教員へのインタビュー
の際，参加学性の振り返りの文章を見せてもらった．そこから抽出したものである． 
 
４章 
15）単位制の学科を置く専門学校は，2015（平成 27）年現在，830 校で，全体 2823 校のう
ちの 29.4%である（文部科学省「平成２７年度学校基本調査（確定値）の公表について」よ
り）． 
16）その他，考えられる調査先としては，日本の大学がある．しかし，結果として日本の 
大学は本論文の調査先として選定しなかった．その理由としては，日本の大学はアメリカ
のように中途退学予防を国策として行っていないことである．日本の大学の場合は，一部
で高等教育先進国を参考にする先行事例が散見されるが，ほとんどは独自の個別の取り組
みに留まっており政策にはなっていないからである． 
17） 全米中途退学予防センターネットワークの任務は，研究と根拠に基づく解決を通し
て卒業率を上昇させることである．具体的には，全米中途退学予防センターネットワーク
は，ハイスクールに入学したすべての若者が卒業して生産的な生活を送れるよう，学問と
社会性，健康的な生活スキル，仕事を得るために機能している．そのためネットワークの
メンバーは，中途退学防止に関わる政策と模範的なプログラムを全米のハイスクールに認
識させることを促進している． 
http://dropoutprevention.org/who-we-are/our-mission/ 
18）「中途退学危険因子とその模範的プログラムに関するテクニカルレポート」は，2007 年 
に全米中途退学予防センターネットワークによって全米の過去 25 年分の中途退学に関する 
教育研究から精査された調査論文を分析したテクニカルレポートである． 
19）さらに詳しい内容は，Communities in schools のホームページを参照のこと． 
（https://www.communitiesinschools.org/,2016,12,7.） 
20）中途退学危険因子の 25 年調査（1980～2005）の説明は，Hamonnd2007 の 11 ページか
ら 25 ページまでの中で必要なものを抜きだして筆者が作成したものである． 
21）危険因子に対応する良質なプログラムを厳選するために，最終的に①Blueprints for 
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Violence Prevention,②Center for Mental Health Services- Greenberg et al.③Center for Substance 
Abuse Prevention (CSAP),④Department of Education-Safe Schools, ⑤ Sherman et al. (1997),⑥
Strengthening America's Families,⑦Surgeon General's Report (2001) ⑧Title V (OJJDP) の8つの
データ基盤を選んだ． 
22）谷川（2001）は，Retentionを「定着」と訳出した．「定着」の定義を「学生がカレッジ
を退学することなく，自らが設定した教育目標を目指す状態にすること」とし，アメリカ
の1970年代以降のRetentionの含意する「引きとめ」から変えて「定着」と訳した． 
 
５章 
23）学業定着施策の関連法としては ， 
まず，2001 年の「どの子も置き去りにしない法」（No Child Left Behind Act）がある．こ
の法律は，教育面で連邦政府の役割に最大の変革をもたらしたといわれ，各州に対し幼稚
園から 12 年生まで学年レベル別に教育上の達成基準を定めることと，その基準に達しない
生徒の成績を向上させるために対策を講じることを義務づけたものである．アメリカは多
民族国家であることから識字問題も加わり，中途退学率は高い．しかし，1995 年の中途退
学率は 12%であったものの 2012 年現在は約 7.0%（図 4-1）まで減らしている．それは上記
の法律が効果をあげていると考えられる． 
また，コミュニティカレッジ，大学においては，州政府ごとに学生サービス法が定めら
れ，学力がコミュニティカレッジ，大学レベルに達していない学生に対して達成まで支援
する施策がある． 
さらに，America’s College Promise という政策構想があり，この構想では，コミュニテ
ィカレッジを市民との重要なアクセスポイントとし，労働市場で需要が大きい学位・資格 5）
につながる卒業率の高い職業教育機関に改革してきている． 
24）まず，2014 年 5 月 8 日（木）地域統合研究所にて，代表者から Check&Connect の概
要，ミッション，プログラムについてヒアリングした．次にコーディネータからコーディ
ネータの任務と経験，メンターの役割は 5 月 8 日（木）チェスカハイスクール，5 月 9 日（金）
ルーズベルトハイスクール（以上ミネソタ），5 月 12 日（月）ガーフィールドハイスクール，
クレアマウントハイスクール（以上サンディエゴ）を訪問し，2 人のコーディネータ（一人
はミネソタのチェスカ，ルーズベルト担当，もう一人はガーフィールド，クレアマウント
担当）から聞くことができた．さらに 7 人の各校のメンターたちから，メンターの属性と
動機について聞き，また 2 校のハイスクール（ガーフィールド，ルーズベルト）のメンテ
ィーひとりずつからメンティーになる動機と支援を受けた感想は聞くことができた． 
25）2014 年 5 月 13 日（火），AVID 本部オフィスにて，副代表から概要，ミッション，プ
ログラム，職種と組織についてヒアリングした．また，4 名の元メンティーから対象生徒と
なる動機と支援を受けた感想について聞いた． 
26）現チューターおよび参加生徒へのインタビューを依頼したところ，時間の調整が難し
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く，現チューターに代わり，チュータリングの概要については，副代表が，参加生徒の感
想についてはAVIDを利用した元生徒の4名が答えてくれることになり，現任者へのアプロ
ーチに課題を残す結果となった． 
27）前掲（WGU WASHINTON ,2016,“About WGU Faculty: Dedicated to helping you succeed”
（http://washington.wgu.edu/about_WGU_washington/wgu_faculty/）） 
28）ハイラインカレッジでは，2015 年 10 月 27 日（火），はじめに，学長，副学長，学部長 
からハイラインカレッジの特徴とアセットベースをヒアリングした．次に Umoja，MESA， 
TRIO プログラム，チュータリングセンターについて担当責任者よりこれらのプログラムの 
特徴をヒアリングした．さらに入学登録から授業開始 1 学期までの学業定着施策をカレッ 
ジレベル準備教育部長，学生持続支援サービス担当（英語担当教員，数学担当教員），イ 
ングリッシュセカンドラーニング（ESL）担当教員から聞いた． 
29）Angela Duckworthのやり抜き力理論とDonna Beegleのエッセイ 
Communication Across Barriersを全学共通で使用しているとのこと． 
30）ベルビューカレッジでは，10 月 26 日（月），はじめに国際部長からベルビューカレッ 
ジの特徴について聞き，学業定着施策はすべて，学生指導担当副部長，スチューデントサ 
クセスサービス部長，カウンセリングサービス部長の 3 名が分担しながら説明をしてくれ 
た． 
31）COMPASS：英語を母国語としない学生たちのための読解力，作文，数学から成るプレ
スメントテストのことである． 
32）Maxient：全土で使用されている大学保安のための学生情報システムソフトウェアのこ
とである． 
33）グリーンリバーカレッジでは，10 月 30 日（金），はじめに国際部長と国際部プログラ 
ムマネージャーからベルビューカレッジの特徴について聞き，学業定着施策はすべて学生 
担当副学長から聞くことができた． 
34）ワシントン大学では，10 月 29 日（木）に，博士課程教育指導部長，カレッジ準備教育
「“ブリッジ”プログラム」担当部長，エンロールメントサービス副部長，ライティング
部長，学部教育担当副部長，初年次教育「“コア”プログラム」担当長が会議室に集まっ
てもらい，ヒアリングすることができた． 
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付表および付録 
付表 1．中途退学の理由（大項目，中項目，小項目） 
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付表 2．平成 23 から 25 年度の中途退学者の属性（３年間の集計表） 
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1 14,792 636 4.3% 708 4.8% 471 246 253 464 269 443
2 11,653 145 1.2% 228 2.0% 126 94 92 127 88 131
3 4,727 43 0.9% 78 1.7% 43 35 52 26 32 45
4 573 7 1.2% 11 1.9% 4 7 6 5 5 6
計 31,745 831 2.6% 1,025 3.2% 644 382 403 622 394 625
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付表3 アメリカの中途退学予防の模範的なプログラム一覧 
Across Ages 
Adolescent Sexuality & Pregnancy Prevention Program 
Adolescent Transitions Program 
Advancement Via Individual Determination (AVID) 
Athletes Training and Learning to Avoid Steroids (ATLAS) 
Big Brothers Big Sisters 
Brief Strategic Family Therapy 
Career Academy 
CASASTART 
Check & Connect 
Children of Divorce Intervention Program 
Coca-Cola Valued Youth Program 
Cognitive Behavioral Therapy for Child Sexual Abuse 
Coping Power 
Families & Schools Together (FAST) 
Family Matters 
Fast Track 
Functional Family Therapy 
Good Behavior Game 
Guiding Good Choices (formerly Preparing for the Drug-Free Years) 
Helping the Noncompliant Child 
Keepin’ it REAL 
LifeSkills Training 
Linking Interests of Families & Teachers 
Los Angeles’ Better Educated Student for Tomorrow (LA’s BEST) 
Midwestern Prevention Project (Project STAR) 
Multidimensional Family Therapy 
Multidimensional Treatment Foster Care 
Multisystemic Therapy 
Nurse-Family Partnership 
Parenting Wisely 
Preventive Treatment Program 
Project Graduation Really Achieves Dreams (Project GRAD) 
Project Toward No Drug Abuse 
Project Towards No Tobacco Use 
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Prolonged Exposure Therapy for PTSD 
Promoting Alternative Thinking Strategies (PATHS) 
Quantum Opportunities 
Responding in Peaceful and Positive Ways 
Safe Dates 
Schools & Families Educating Children (SAFE Children) 
Skills, Opportunities, and Recognition (SOAR) 
School Transitional Environment Program (STEP) 
Strengthening Families Program 
Strengthening Families Program for Parents and Youth 10-14 
Success for All 
Teen Outreach Program 
The Incredible Years 
Too Good for Violence 
Trauma-Focused Cognitive Behavioral Therapy 
資料：Cathy Hammond et al,2007, Dropout Risk Factors and Exemplary Programs  -A Technical report-pp.55より引用． 
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付録 1 専門学校と連携する外部専門機関へのインタビュー 
1．日程 
インタビューを行った学校または団体名 日程 
X 専門学校 2016 年 1 月 29 日（月） 
Y 専門学校 2016 年 1 月 15 日（金） 
Z 専門学校 2016 年 5 月 23 日（月） 
恵庭市教育委員会 2016 年 1 月 29 日（月） 
キズキ共育塾 2016 年 3 月 14 日（月） 
スタディレボリューション 2016 年 2 月 15 日（月） 
 
2．連携する外部専門機関へのインタビューの構成 
（１）学習支援をしていただいている団体の概要 
①代表者のプロフィール，②ミッションと組織 
（２）学習支援事業内容と特徴 
①工程と内容，②講師配置とサポート体制 
（３）参加学者の概要 
（４）課題 
①支援上の課題，②運営上の課題 
※X，Y，Z専門学校へは，非構造化インタビューを行ったためインタビュー項目はなし． 
 
付録2 アメリカのハイスクール調査に関するインタビュー 
1．日程 
 2014年5月7日（水）から13日（火）まで． 
2．インタビュイー 
(1)Check&Connect  
代表，プロジェクトコーディネータ． 
ルーズベルト，チェスカ，ガーフィールド，クレアマウント高校の学校長ほか教員， 
メンター７人，メンティー２人． 
（2）Advancement Via Individual Determination (AVID) 
副代表と元受講生 4 名 
3．訪問団体へのインタビューの構成 
（１）学習支援をしていただいている団体の概要 
①代表者のプロフィール，②ミッションと組織 
（２）学習支援事業内容と特徴 
①工程と内容，②講師配置とサポート体制 
（３）参加学者の概要 
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付録3 アメリカのコミュニティカレッジ，大学調査に関するインタビュー 
1．日程 
 2015年10月25日（日）から11月2日（月）まで． 
2，インタビュイー 
(1)ハイラインカレッジ 
学長，副学長，学部長，カレッジレベル準備教育部長，学生持続支援サービス担当（英語
担当教員，数学担当教員），TRiO 学生支援と定着サービス担当部長，MESAプログラム定
着担当部長代理，Umoja担当教員，イングリッシュセカンドラーニング（ESL）担当教員． 
 (2)ベルビューカレッジ 
学長，学生指導担当副部長，スチューデントサクセスサービス部長，カウンセリングサー
ビス担当部長，国際部部長． 
 (3)グリーンリバーカレッジ 
学生担当副学長，国際部部長，国際部プログラムマネージャー． 
 (4)ワシントン大学 
博士課程教育指導部長，カレッジ準備教育「“ブリッジ”プログラム」担当部長，エンロ
ールメントサービス副部長，ライティング部長，学部教育担当副部長，初年次教育「“コ
ア”プログラム」担当長． 
3．訪問団体へのインタビューの構成 
（１）学習支援組織の概要 
ミッションと組織 
（２）学習支援事業内容と特徴 
①工程と内容，②講師配置とサポート体制 
（３）参加学者の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
155 
 
謝辞 
  本論文は筆者が法政大学大学院公共政策研究科公共政策学専攻博士後期課程に在籍中の
研究成果をまとめたものである．  
同専攻教授 名和田是彦先生には指導教官として本研究の実施の機会を与えて戴き，その
遂行にあたって終始，ご指導を戴いた．特に論文執筆の最終段階で行き詰っていた私に時
間をかけ，丁寧に導いて戴いた．心より感謝申し上げる．  
同専攻教授 渕元初姫先生には主査として，並びに，同専攻教授 宮崎伸光先生には副査
としてご助言を戴くとともに本論文の細部にわたりご指導を戴いた．指導教官の名和田先
生と違う角度から鋭い指摘と助言を戴いた．心より感謝申し上げる．  
 九州大学大学院人間環境学研究院教授 吉本圭一先生にはアメリカワシントン州におけ
るコミュニティカレッジ，大学調査論文に関してご指導を戴き九州大学第三段階教育研究
センターの研究紀要に投稿させていただいた．心より感謝申し上げる． 
 論文構想段階にお世話になった東北学院大学教養学部地域構想学科准教授 大澤史伸先
生には強く感謝している．政策提言を行う研究を博士論文にまとめていく構成の仕方につ
いて教えていただいた． 
 多くの専門学校関係者の方々から貴重なアドバイスをいただいた．特に専門学校勤務時
代からの同僚で研究に協力いただいた渡辺さん，鈴森さん，老田さん，稲岡さん，勝原さ
ん，蔵崎さん，高橋さん，越智さんたちとのつながりが大きな励みとなったことをここに
記すともに、専門学校研究を進めていく上で大きな資源となった．本当に感謝している．  
 さらに，本論文を執筆するにあたり，調査にご協力いただいた皆様に心より感謝申し上
げたい. 
まず，本研究の第 2 章のアンケート調査にご協力いただいた専門学校 18 校の教務部長の
皆様に心より感謝申し上げたい. 
次に，本研究の第 3 章のインタビュー調査では，ご協力いただいた専門学校 3 法人のス
タッフの皆様と恵庭市教育委員会の木村博子氏，キズキ共育塾の安田裕輔氏，仁枝幹太氏，
スタディレボリューションの田苗真也氏に心より感謝申し上げる． 
また，研究の過程でアメリカの研究者，教育実践者の方々と知り合うことができ調査協
力をいただいた．第 5 章で取り上げたアメリカのコミュニティカレッジ，大学調査をコー
ディネートしていただいた CCID 会長の Jack Bermingham 氏をはじめにハイラインカレ
ッジ，ベルビューカレッジ，グリーンリバーカレッジ，およびワシントン大学の皆様に心
より感謝申し上げる． 
さらに，ハイスクール調査をコーディネートしていただいたミネソタ大学教授の Sandra 
Christenson 氏をはじめ，Check＆Connect の皆様，ならびにチェスカ高校，ルーズベルト
高校，ガーフィールド高校，クレアマウント高校の皆様，また AVID の皆様に心より感謝
申し上げる． 
 皆様からいただいた実証的なデータやご助言なしには本論文の完成はありえなかった．
156 
 
本論文完成のために貴重な時間を割いていただきご協力いただいたことに，改めて厚く御
礼を申し上げたい． 
2017 年 3 月 13 日 
                                  志田 秀史 
